
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第Ⅱ章 宅地造成及び特定盛土等に 

関する工事の許可・届出 
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2.1 宅地造成及び特定盛土等に関する工事の許可 

 

2.1.1 許可を要する宅地造成及び特定盛土等 

【法】 

（宅地造成等に関する工事の許可） 

第 12 条 宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事については、工事

主は、当該工事に着手する前に、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けな

ければならない。ただし、宅地造成等に伴う災害の発生のおそれがないと認められるものとして

政令で定める工事については、この限りでない。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可） 

第 30 条 特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等又は土石の堆積（大規模な崖崩れ又

は土砂の流出を生じさせるおそれが大きいものとして政令で定める規模のものに限る。以下こ

の条から第 39 条まで及び第 55 条第１項第二号において同じ。）に関する工事については、工事

主は、当該工事に着手する前に、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けな

ければならない。ただし、特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害の発生のおそれがないと認めら

れるものとして政令で定める工事については、この限りでない。 

 

（条例で定める特定盛土等又は土石の堆積の規模） 

第 32 条 都道府県は、第 30 条第１項の許可について、特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害を

防止するために必要があると認める場合においては、同項の政令で定める特定盛土等又は土石

の堆積の規模を当該規模未満で条例で定める規模とすることができる。 

 

【政令】 

（中間検査を要する宅地造成又は特定盛土等の規模） 

第 23 条 法第 18 条第１項の政令で定める規模の宅地造成又は特定盛土等は、次に掲げるものと

する。 

一 盛土であって、当該盛土をした土地の部分に高さが２メートルを超える崖を生ずることと

なるもの 

二 切土であって、当該切土をした土地の部分に高さが５メートルを超える崖を生ずることと

なるもの 

三 盛土と切土とを同時にする場合において、当該盛土及び切土をした土地の部分に高さが５

メートルを超える崖を生ずることとなるときにおける当該盛土及び切土（前２号に該当する

盛土又は切土を除く。） 

四 第一号又は前号に該当しない盛土であって、高さが５メートルを超えるもの 

五 前各号のいずれにも該当しない盛土又は切土であって、当該盛土又は切土をする土地の面

積が 3000 平方メートルを超えるもの 

 

（許可を要する特定盛土等又は土石の堆積の規模） 

第 28 条 法第 30 条第１項の政令で定める規模の特定盛土等は、第 23 条各号に掲げるものとす

る。 

 

宅地造成等工事規制区域内又は特定盛土等規制区域内で行う以下の宅地造成若しくは特定盛土等

について、工事主は、工事の着手前に市長の許可を受ける必要があります。 

ただし、「2.1.2 災害の発生のおそれがないと認められるもの」に該当する工事については、市

長の許可を受ける必要はありません。 

なお、仙台市の条例に、法第 32 条に基づく規定（特定盛土等の許可を要する規模を法定規模未満

とする規定）はありません。  
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［許可を要する宅地造成又は特定盛土等］ 

 

① 盛土により規定の高さを超える崖が生じるもの 

 

 
 

 

 

 

 

 

図 2.1 許可を要する崖（盛土により生じる崖） 

 

（注）特定盛土等規制区域内において、盛土により高さ１ｍを超え２ｍ以下の崖が生じる場合

は、特定盛土等に関する届出が必要です。詳細は「2.2 特定盛土等に関する工事の届

出」を参照してください。 

 

② 切土により規定の高さを超える崖が生じるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 許可を要する崖（切土により生じる崖） 

 

（注）特定盛土等規制区域内において、切土により高さ２ｍを超え５ｍ以下の崖が生じる場合

は、特定盛土等に関する届出が必要です。詳細は「2.2 特定盛土等に関する工事の届

出」を参照してください。 

 

③ 盛土と切土を同時にして、規定の高さを超える崖が生じるもの［①又は②に該当する場合を除

く］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 許可を要する崖（盛土と切土により生じる崖） 

 

（注）特定盛土等規制区域内において、盛土と切土を同時にして高さ２ｍを超え５ｍ以下の崖

が生じる場合は、特定盛土等に関する届出が必要です。詳細は「2.2 特定盛土等に関

する工事の届出」を参照してください。  

旧地盤 

30°超 

盛土 
高さ１ｍ超（宅地造成等工事規制区域内） 

  ２ｍ超（特定盛土等規制区域内） 

旧地盤 

30°超 

切土 

高さ２ｍ超（宅地造成等工事規制区域内） 

  ５ｍ超（特定盛土等規制区域内） 

硬岩盤（風化の著しいものを除く）以外 

旧地盤 

30°超 

硬岩盤（風化の著し

いものを除く）以外 

高さ２ｍ超（宅地造成等工

事規制区域内） 

  ５ｍ超（特定盛土等規

制区域内） 

盛土 

切土 
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④ ①又は③に該当しない盛土で規定の高さを超えるもの 

 

 
 

 

 

 

 

 

図 2.4 許可を要する盛土（規定の高さを超える盛土） 

 

（注）特定盛土等規制区域内において、高さ２ｍを超え５ｍ以下の盛土を行う場合は、特定盛

土等に関する届出が必要です。詳細は「2.2 特定盛土等に関する工事の届出」を参照

してください。 

 

⑤ ①から④に該当しない盛土又は切土で、厚さ 30cm を超える盛土又は切土が規定の面積を超え

るもの 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5 許可を要する盛土又は切土（規定の面積を超える盛土又は切土） 

 

（注）特定盛土等規制区域内において、厚さ 30cm を超える部分の面積が 500 ㎡を超え 3,000

㎡以下の盛土又は切土を行う場合は、特定盛土等に関する届出が必要です。詳細は「2.2 

特定盛土等に関する工事の届出」を参照してください。 

 

  

旧地盤 

盛土 

高さ２ｍ超（宅地造成等工

事規制区域内） 

  ５ｍ超（特定盛土等規

制区域内） 

旧地盤 

盛土 

切土 

厚さ 30cm を超える部分の面積 500 ㎡超（宅地造成等工事規制区域内） 

              3,000 ㎡超（特定盛土等規制区域内） 

30cm 超 30cm 以下 30cm 以下 30cm 以下 30cm 超 
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2.1.2 災害の発生のおそれがないと認められるもの（許可・届出を要しない工事） 

【法】 

（宅地造成等に関する工事の許可） 

第 12 条 宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事については、工事

主は、当該工事に着手する前に、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けな

ければならない。ただし、宅地造成等に伴う災害の発生のおそれがないと認められるものとして

政令で定める工事については、この限りでない。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の届出等） 

第 27条 特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等又は土石の堆積に関する工事につい

ては、工事主は、当該工事に着手する日の 30 日前までに、主務省令で定めるところにより、当

該工事の計画を都道府県知事に届け出なければならない。ただし、特定盛土等又は土石の堆積に

伴う災害の発生のおそれがないと認められるものとして政令で定める工事については、この限

りでない。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可） 

第 30 条 特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等又は土石の堆積（大規模な崖崩れ又

は土砂の流出を生じさせるおそれが大きいものとして政令で定める規模のものに限る。以下こ

の条から第 39 条まで及び第 55 条第１項第二号において同じ。）に関する工事については、工事

主は、当該工事に着手する前に、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けな

ければならない。ただし、特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害の発生のおそれがないと認めら

れるものとして政令で定める工事については、この限りでない。 

 

【政令】 

（宅地造成等に伴う災害の発生のおそれがないと認められる工事等） 

第５条 法第 12 条第１項ただし書の政令で定める工事は、次に掲げるものとする。 

一 鉱山保安法（昭和 24 年法律第 70 号）第 13 条第１項の規定による届出をした者が行う当該

届出に係る工事又は同法第 36 条、第 37 条、第 39 条第１項若しくは第 48 条第１項若しくは

第２項の規定による産業保安監督部長若しくは鉱務監督官の命令を受けた者が行う当該命令

の実施に係る工事 

二 鉱業法（昭和 25 年法律第 289 号）第 63 条第１項の規定による届出をし、又は同条第２項

（同法第 87 条において準用する場合を含む。）若しくは同法第 63 条の２第１項若しくは第２

項の規定による認可を受けた者（同法第 63 条の３の規定により同法第 63 条の２第１項又は

第２項の規定により施業案の認可を受けたとみなされた者を含む。）が行う当該届出又は認可

に係る施業案の実施に係る工事 

三 採石法（昭和 25 年法律第 291 号）第 33 条若しくは第 33 条の５第１項の規定による認可を

受けた者が行う当該認可に係る工事又は同法第 33 条の 13 若しくは第 33 条の 17 の規定によ

る命令を受けた者が行う当該命令の実施に係る工事 

四 砂利採取法（昭和 43 年法律第 74 号）第 16 条若しくは第 20 条第１項の規定による認可を

受けた者が行う当該認可に係る工事又は同法第 23条の規定による都道府県知事若しくは河川

管理者の命令を受けた者が行う当該命令の実施に係る工事 

五 前各号に掲げる工事と同等以上に宅地造成等に伴う災害の発生のおそれがないと認められ

る工事として主務省令で定めるもの 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害の発生のおそれがないと認められる工事） 

第 27 条 法第 27 条第１項ただし書の政令で定める工事は、第５条第１項各号に掲げるものとす

る。 
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（特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害の発生のおそれがないと認められる工事等） 

第 29 条 法第 30 条第１項ただし書の政令で定める工事は、第５条第１項各号に掲げるものとす

る。 

 

【省令】 

（宅地造成等に伴う災害の発生のおそれがないと認められる工事） 

第８条 令第５条第１項第五号の主務省令で定める工事は、次に掲げるものとする。 

一 土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）第２条第２項に規定する土地改良事業、同法第 15 条

第２項に規定する事業又は土地改良事業に準ずる事業に係る工事 

二 火薬類取締法（昭和 25 年法律第 149 号）第３条若しくは第 10 条第１項の許可を受け、若

しくは同条第２項の規定による届出をした者が行う火薬類の製造施設の設置に係る工事、同

法第 12 条第１項の許可を受け、若しくは同条第２項の規定による届出をした者が行う当該許

可若しくは届出に係る工事又は同法第 27条第１項の許可を受けた者が行う当該許可に係る工

事 

三 家畜伝染病予防法（昭和 26 年法律第 166 号）第 21 条第１項若しくは第４項（これらの規

定を同法第 46 条第 1 項の規定により読み替えて適用する場合及び同法第 62 条第 1 項におい

て準用する場合を含む。）の規定による家畜の死体の埋却に係る工事又は同法第 23 条第１項

若しくは第３項（これらの規定を同法第 46 条第１項の規定により読み替えて適用する場合及

び同法第 62 条第 1 項において準用する場合を含む。）の規定による家畜伝染病（同法第 62 条

第 1 項の規定により指定された疾病を含む。）の病原体により汚染し、若しくは汚染したおそ

れがある物品の埋却に係る工事 

四 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第７条第６項若しくは第 14

条第６項の許可を受けた者若しくは市町村の委託（非常災害時における市町村から委託を受

けた者による委託を含む。）を受けて一般廃棄物の処分を業として行う者が行う当該許可若し

くは委託に係る工事又は同法第８条第１項、第９条第１項、第 15 条第１項若しくは第 15 条

の２の６第１項の許可を受けた者が行う当該許可に係る工事 

五 土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号）第 16 条第１項の規定による届出をした者が行う

当該届出に係る工事又は同法第 22 条第１項若しくは第 23 条第１項の許可を受けた者が行う

当該許可に係る工事 

六 平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放

出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平成 23年法律第 110 号）

第 15 条若しくは第 19 条の規定による廃棄物の保管若しくは処分、第 17 条第２項（同法第 18

条第５項において準用する場合を含む。）の規定による廃棄物の保管、同法第 30 条第１項若

しくは第 38 条第１項の規定による除去土壌の保管若しくは処分又は同法第 31 条第１項若し

くは第 39 条第１項の規定による除去土壌等の保管に係る工事 

七 森林の施業を実施するために必要な作業路網の整備に関する工事 

八 国若しくは地方公共団体又は次に掲げる法人が非常災害のために必要な応急措置として行

う工事 

イ 地方住宅供給公社 

ロ 土地開発公社 

ハ 日本下水道事業団 

ニ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

ホ 独立行政法人水資源機構 

ヘ 独立行政法人都市再生機構 

九 宅地造成又は特定盛土等（令第３条第五号の盛土又は切土に限る。）に関する工事のうち、

高さが２メートル以下であって、盛土又は切土をする前後の地盤面の標高の差が 30 センチメ

ートル（都道府県が規則で別に定める場合にあっては、その値）を超えない盛土又は切土をす

るもの 
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(１) 許可・届出を要しない工事（法定基準） 

法第 12 条第１項又は法第 30 条第１項に基づく許可若しくは法第 27 条に基づく届出を要しな

い工事は、以下のいずれかに該当する工事です。 

 

① 公共施設用地における盛土その他の土地の形質の変更。ただし、宅地造成等工事規制区域

内の公共施設用地を宅地にするための盛土その他の土地の形質の変更については許可の

対象となります。 

② 鉱山保安法の基準で行われる特定施設の設置に係る工事 

③ 鉱業法の認可を受けた施業案の実施に係る工事（鉱物の採取） 

④ 採石法の認可を受けた採取計画に係る工事（岩石の採取） 

⑤ 砂利採取法の認可を受けた採取計画に係る工事（砂利の採取） 

⑥ 土地改良法による土地改良事業及び国、県又は市が定める土地改良事業計画設計基準等

の技術基準に基づき施行される土地改良事業と同等の工事（農業用用排水施設の新設等）。

ただし、国、県又は市が定める技術基準によらず、ほ場の大区画化や均平、田畑転換、農

業用施設用地の整備等に係る工事を施行する場合は、規制対象となります。 

⑦ 火薬類取締法により火薬類製造施設の周囲に設置する土堤等の工事 

⑧ 家畜伝染病予防法による家畜の死体等の埋却 

⑨ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律による廃棄物の処分等 

⑩ 土壌汚染対策法による汚染土壌の搬出又は処理等 

⑪ 「平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故によ

り放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」による廃棄物

又は除去土壌の保管若しくは処分 

⑫ 森林の施業を実施するために必要な作業路網の整備に関する工事 

⑬ 国、地方公共団体又は以下の法人が非常災害のために必要な応急措置として行う工事 

ア) 地方住宅供給公社 

イ) 土地開発公社 

ウ) 日本下水道事業団 

エ) 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

オ) 独立行政法人水資源機構 

カ) 独立行政法人都市再生機構 

⑭ 高さ２ｍ以下であって、盛土又は切土をする厚さが 30 ㎝を超えない切土又は盛土 

⑮ 農地及び採草放牧地における通常の生産活動並びにほ場管理の一環として行われる以下

の行為 

ア) 実施前後の土地の地盤面の標高差が 30cm を超えない耕起、代かき、整地、畝立、け

い畔の新設、補修及び除去、表土の補充 

イ) 暗きょ排水の新設及び改修等 
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(２) 許可・届出を要しない工事（本市運用基準） 

以下に該当する場合は、建築物又は工作物の築造に必要な最小限の床掘及び埋戻しを含め、盛

土又はその他の土地の形質の変更にあたらないと判断します。 

なお、最小限の床掘及び埋戻しの範囲について、施工に係る余裕幅は 50cm 以下を標準とし、

工作物の高さが２ｍを超える場合で工作物の底版上に足場が設置できない場合は 170cm 以下を

標準とし、掘削勾配は、労働安全衛生法の基準に基づく勾配を標準とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6 最小限の床掘及び埋戻しの範囲 

 

① 既存擁壁の造り替え 

以下の要件をすべて満たす場合は、許可を要しない工事として取り扱います。なお、擁壁

の高さが２ｍを超える場合は、建築基準法に基づく工作物の確認が必要です。 

ア) 既存の擁壁が政令第８条第１項第二号又は第 17 条に定める形式であること。なお、

既存の擁壁が政令第８条第１項第二号又は第 17 条に定める形式であり、その上に異

なる構造（コンクリートブロック等）で嵩上げしている場合（以下「嵩上げ擁壁」と

いう。）も、既存擁壁の造り替えとして取り扱います。 

イ) 擁壁の高さが変わらないこと。既存の擁壁が嵩上げ擁壁である場合は、新たに築造す

る擁壁の高さが令第８条第１項第二号又は第 17 条に定める形式に適合する部分の擁

壁の高さであること。 

ウ) 擁壁前面の勾配が変わらないこと。既存の擁壁が嵩上げ擁壁である場合は、新たに築

造する擁壁前面の勾配が令第８条第１項第二号又は第 17 条に定める形式に適合する

部分の擁壁前面の勾配であること。 

エ) 擁壁前面と地盤面が交わるところの水平位置が変わらないこと。 

オ) 擁壁前面の地盤高が変わらないこと。 

カ) 崖の高さが変わらないこと。 

キ) 新たに築造する擁壁の上端に崖が生じないこと。 

ク) 最小限の床掘及び埋戻しの範囲外で同時に施工する盛土及び切土が、許可を要する

宅地造成又は特定盛土等に該当しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7 既存擁壁の造り替えに係る許可不要の要件 

イ 

ア 

水平面 30° 
ウ 

エ 

オ 
カ 

最小限の床掘及び 

埋戻しの範囲 ク ク 

キ 

掘削勾配 

余裕幅 

最小限の床掘及び埋戻しの範囲 

余裕幅 

工作物の高さ 
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② 既存崖の防災対策 

以下の要件をすべて満たす場合は、許可を要しない工事として取り扱います。なお、擁壁

の高さが２ｍを超える場合は、建築基準法に基づく工作物の確認が必要です。 

ア) 既存の崖が擁壁で覆われていない又は崖を覆う既存の擁壁が政令第８条第１項第二

号又は第 17 条に定める形式に適合していないこと。ただし、既存の擁壁が、嵩上げ

擁壁である場合は、既存擁壁の造り替えとして許可の要否を判断します。 

イ) 新たに築造する擁壁の前面及び背面の水平位置が既存の崖の範囲内に収まっている

こと。 

ウ) 既存崖の下端の地盤高と新たに築造する擁壁前面の地盤高が変わらないこと。 

エ) 崖の高さが変わらないこと。 

オ) 最小限の床掘及び埋戻しの範囲外で同時に施工する盛土及び切土が、許可を要する

宅地造成又は特定盛土等に該当しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.8 既存崖の防災対策に係る許可不要の要件 

 

③ 擁壁の撤去又は崖面の切土による崖の除去 

擁壁の撤去又は崖面の切土により崖面を除去し、安定勾配で法面を整形する場合は、許可

を要しない工事として取り扱います。 

ただし、当該項目に定める切土を含め、同時に施工する盛土及び切土が、許可を要する宅

地造成又は特定盛土等に該当する場合は、許可の対象となります。 

なお、２ｍを超える擁壁の一部又は全部を撤去する場合には、「2.10 その他の届出（区

域指定時における工事、擁壁等の撤去、公共施設用地の転用）」により擁壁の撤去について

届け出てください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9 擁壁の撤去又は崖面の切土による崖の除去 
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④ 崖面を保護する機能を持つ建築物（ボックス型ガレージ等）の築造 

建築物の工事として取り扱います。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.10 崖面を保護する機能を持つ建築物 

  

工事前の地形 
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2.1.3 許可申請の手続き 

【法】 

（宅地造成等に関する工事の許可） 

第 12 条 宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事については、工事

主は、当該工事に着手する前に、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けな

ければならない。ただし、宅地造成等に伴う災害の発生のおそれがないと認められるものとして

政令で定める工事については、この限りでない。 

 

（許可の特例） 

第 15 条 国又は都道府県、指定都市若しくは中核市が宅地造成等工事規制区域内において行う宅

地造成等に関する工事については、これらの者と都道府県知事との協議が成立することをもつ

て第 12 条第１項の許可があったものとみなす。 

２ 宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成又は特定盛土等について当該宅地造成

等工事規制区域の指定後に都市計画法（昭和 45 年法律第 100 号）第 29 条第１項又は第２項の

許可を受けたときは、当該宅地造成又は特定盛土等に関する工事については、第 12 条第１項の

許可を受けたものとみなす。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可） 

第 30 条 特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等又は土石の堆積（大規模な崖崩れ又

は土砂の流出を生じさせるおそれが大きいものとして政令で定める規模のものに限る。以下こ

の条から第 39 条まで及び第 55 条第１項第二号において同じ。）に関する工事については、工事

主は、当該工事に着手する前に、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けな

ければならない。ただし、特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害の発生のおそれがないと認めら

れるものとして政令で定める工事については、この限りでない。 

 

（許可の特例） 

第 34 条 国又は都道府県、指定都市若しくは中核市が特定盛土等規制区域内において行う特定盛

土等又は土石の堆積に関する工事については、これらの者と都道府県知事との協議が成立する

ことをもつて第 30 条第１項の許可があったものとみなす。 

２ 特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等について当該特定盛土等規制区域の指定

後に都市計画法第 29 条第１項又は第２項の許可を受けたときは、当該特定盛土等に関する工事

については、第 30 条第１項の許可を受けたものとみなす。 

 

【条例】 

（手数料） 

第６条 法第 12 条第１項又は第 30 条第１項の許可の申請をしようとする者は、申請１件につき、

次の表の上欄に掲げる工事の種類の区分及び同表の中欄に掲げる宅地造成等を行う土地の面積

の区分に応じ、同表の下欄に定める額の手数料を納付しなければならない。（表略） 

２ 法第 16 条第１項又は第 35 条第１項の許可を申請しようとする者は、申請１件につき、次の

各号に掲げる変更の区分に応じ、当該各号に定める額（その変更が当該各号の２以上に該当する

ときは、当該２以上の各号に定める額を合算した額（その合算した額が前項の表に定める額のう

ち最も高い額を超えるときは、その額））の手数料を納付しなければならない。 

一 宅地造成等に関する工事の計画の変更（次号に掲げる変更のみであるものを除く。） 工事

の種類の区分及び宅地造成等を行う土地の面積（同号に掲げる変更を伴う場合にあっては変

更前の宅地造成等を行う土地の面積、宅地造成等を行う土地の面積の縮小を伴う場合にあっ

ては縮小後の宅地造成等を行う土地の面積）の区分に応じ、前項の表に定める額に 10 分の１

を乗じて得た額 

二 宅地造成等を行う新たな土地の編入に係る宅地造成等に関する工事の計画の変更 工事の
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種類の区分及び当該土地の面積の区分に応じ、前項の表に定める額 

三 その他の変更 １万円 

３ （略） 

４ 前３項の手数料は、申請の際に徴収する。 

５ 市長は、申請に係る工事が次の各号のいずれかに該当する場合には、第１項から第３項までの

手数料を免除することができる。 

一 公共団体又は公共的団体が行う宅地造成等に関する工事で公益上必要があると市長が認め

るもの 

二 災害による被災者が自己の居住の用に供する住宅を建築するために行う宅地造成等に関す

る工事 

 

【市規則】 

（協議） 

第13条 法第15条第１項又は第34条第１項の協議をしようとする者は、宅地造成等に関する工事

に係る協議書の正本及び副本に省令第７条又は第63条に規定する図書のほか、第４条各号に掲

げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の協議が成立したときは、当該協議をした者に同項の副本に所要事項を記載して

通知するものとする。 

 

（手数料の免除申請） 

第 16 条 条例第６条第５項の規定により手数料の免除を受けようとする者は、免除を受けようと

する事由を記載した手数料免除申請書を市長に提出しなければならない。 

 

（申請書等の提出部数） 

第 17 条 法、政令、省令、条例及びこの規則の規定により市長に提出する図書の部数は、これら

の規定により指定されているものを除き、１部とする。 

 

  

[2505] 



 

宅Ⅱ - 12 

 

(１) 申請手続きの流れ 

工事の許可申請から事業完了に至るまでの概ねの流れは下図のとおりです。 

工事の許可を受けた後に工事計画に変更が生じた場合は、下図に加えて変更許可申請又は変

更届が必要となります。また、工事着手後に工事を中止する場合又は中止した工事を再開する場

合は、下図に加えて中止届又は再開届の提出が必要となります。 

 

 

工 事 主  開発調整課 
   

工事計画作成 事前相談 指導・助言 

   

周辺住民への周知   

   

許可申請 許可申請書の提出 申請受付 

   

  現地調査・審査 

   

 許可の通知 許可 

   

標識設置  許可の公表 

   

工事着手 工事着手届の提出  

   

工事施工 定期報告、工程に応じた段階報告※ 現地確認・指導 

   

特定工程終了 中間検査申請書の提出 中間検査※ 

   

 中間検査合格証の交付 中間検査の適合認定 

   

工事終了 完了検査申請書の提出 完了検査 

   

事業完了 検査済証の交付 完了検査の適合認定 

※工程に応じた段階報告及び中間検査は、対象となる工程を含む場合に実施します。 

 

図 2.11 許可申請手続きの流れ 
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(２) 申請に必要な書類 

申請にあたっては、以下の書類を作成し、申請資料一式をＡ４判ファイルに綴じて、２部（正

本及び副本）提出してください。 

申請に係る図面は、設計者の所属及び氏名を記入した上で、原則としてＡ３判（Ａ４Ｚ折り）

で作成し、図面以外の書類はＡ４判で作成してください。 

 

表 2.1 許可申請書類一覧（図面及び計算書等以外の書類） 

番号 許 可 申 請 書 類 様 式 備考 

１ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可申請書 様式第１号  

２ 工事主の委任状  ※１ 

３ 工事主の印鑑証明書又は印鑑登録証明書の原本  ※１ 

４ 設計者の資格証明書  ※２ 

５ 

土地の権利者

の同意に関す

る書類 

地図証明書（工事をしようとする土地及び隣接地の

地目、地積並びに所有者名、方位、工事をしようと

する土地の区域堺を明示。工事をしようとする土地

の区域堺と筆界が一致する場合は赤実線で、土地の

一部を工事の区域にするために区域堺と筆界が一致

しない部分は赤破線で明示）（原本及び複製したもの

に記載でもよい） 

  

土地に関する権利者の一覧（工事しようとする土地

の区域内に限る） 
様式第５号  

土地の登記事項証明書の原本（工事しようとする土

地の区域内に限る） 
  

工事をしようとする土地の区域内における権利の同

意書 
 ※３ 

工事をしようとする土地の区域内における権利者の

印鑑証明書又は印鑑登録証明書の原本 
 ※３ 

工事をしようとする土地の区域外において権利者が

同意したことを証する書類 
 ※４ 

６ 

周辺住民への

周知に関する

書類 

周知範囲を記した位置図  ※５ 

周知に使用した資料  ※５ 

工事予定地への掲示状況を写した写真及び掲示場所

が分かる位置図、インターネットへの掲載資料 
 ※６ 

住民等から寄せられた意見・質問の内容及び回答を

記した資料 
  

７ 

申請者資力及

び信用に関す

る書類 

工事主の氏名及び住所を証する以下のいずれかの書

類 

ア) 住民票の写し 

イ) 個人番号カードの写し（申請日時点で有効で

あるもの、個人番号は黒塗りすること。） 

ウ) ア又はイに類するもの 

 ※７ 

法人の登記事項証明書の原本  ※８ 

代表権を持つ役員の氏名及び住所を証する以下のい

ずれかの書類 

ア) 住民票の写し 

イ) 個人番号カードの写し（申請日時点で有効で

あるもの、個人番号は黒塗りすること。） 

 ※８ 
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ウ) ア又はイに類するもの 

所得税の納税証明書（直前３年分）  ※７ 

法人税の納税証明書（直前３年分）  ※８ 

市税の滞納がないことの証明書（直前３年分）   

事業経歴書 様式第６号  

誓約書 様式第８号  

資金計画書 様式第２号  

工事が完了するまでの間における資金繰りを記載し

た書類 
 ※９ 

以下のうち資金繰りを証するために必要な書類 

ア) 宅地造成又は特定盛土等の工事契約書（写し） 

イ) 工事主の預金残高証明（写し） 

ウ) 融資契約書（写し）又は融資を受けられる見

込みがあることを証する書類 

エ) 宅地造成又は特定盛土等の工事施行中に資金

不足にならないことを証するその他の書類 

 ※９ 

８ 

工事施行者の

能力に関する

書類 

法人の登記事項証明書の原本   

建設業許可又は更新を受けたことを証する書面の写

し（申請日の時点で有効であるもの） 
  

工事経歴書 様式第７号  

９ 
現地写真（盛土又は切土をしようとする土地及びその付近の状況を

明らかにする写真） 
  

※１ 許可申請業務を第三者に委任する場合に添付する必要があります。 

※２ 「2.1.7 設計者資格(１)設計資格を要する工事」に該当する場合に添付する必要があり

ます。 

※３ 工事主以外で土地に関する権利を有する者がいる場合に添付する必要があります。 

※４ 工事をしようとする土地の区域外において一時的な地形の改変が生じる場合又は申請者

以外が管理する雨水排水施設に接続して放流する場合に添付する必要があります。 

※５ 説明会の開催又は書面の配布により周辺住民に周知した場合に添付する必要があります。 

※６ 工事予定地への掲示及びインターネットへの掲載により周辺住民に周知した場合に添付

する必要があります。 

※７ 工事主が個人である場合に添付する必要があります。 

※８ 工事主が法人である場合に添付する必要があります。 

※９ 資金計画書で金融機関からの融資又は工事完了後の土地の売却収入若しくはそれらの合

計が収入全体の 60％を超過する場合に添付する必要があります。 
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表 2.2 許可申請書類一覧（図面） 

番号 図面の種類 明示すべき事項 縮 尺 備 考 

１ 位置図 ・方位、道路及び目標となる地物 1/10,000 以上  

２ 

地形図 

（現況平面図） 

（土地の求積図） 

・方位及び土地の境界線 

・現況地盤高 

・工事をしようとする土地の区域堺（赤線

で明示） 

1/2,500 以上 

等高線は２

ｍの標高差

を示すこと 

３ 

土地の平面図 

（工事計画平面図） 

（盛土切土求積図） 

・方位及び土地の境界線 

・盛土又は切土をする土地の部分（盛土は

薄朱色、切土は薄黄色で着色） 

・宅地造成又は特定盛土等の計画高 

・崖又は法面の勾配及び保護方法等（植栽

又は芝張り等の措置を行う必要がない

場合は、その旨を記載） 

・擁壁、崖面崩壊防止施設、排水施設、地

滑り抑止ぐい又はグランドアンカーそ

の他の土留の種別と位置等（申請書と照

合できるように番号を記載） 

・工事をしようとする土地の区域堺（赤線

で明示） 

・地質調査を実施した場所 

1/2,500 以上 

断面図と照

合できるよ

うに断面図

を作成した

箇所に記号

を付すこと 

４ 
土地の断面図 

（工事計画断面図） 

・盛土又は切土をする前後の地盤面及び

地盤高 

・盛土又は切土をする土地の部分（盛土は

薄朱色、切土は薄黄色で着色） 

1/2,500 以上 

高低差の著

しい箇所に

ついて作成

すること 

５ 

排水施設の 

平面図 

（排水計画平面図） 

（排水施設構造図） 

・排水施設の位置、種類、材料、形状、内

法寸法、勾配、水の流れの方向、区割り

等 

・吐口の位置及び放流先の名称、構造等 

・地盤面に降った雨水が流れる方向 

1/500 以上  

６ 崖の断面図 

・崖の高さ、勾配及び土質（土質の種類が

２以上であるときは、それぞれの土質及

びその地層の厚さ。ただし、擁壁又は崖

面崩壊防止施設で覆われる崖面の土質

は記載不要） 

・盛土又は切土をする前の地盤面並びに

崖面の保護の方法 

・地盤の標高に応じた地質及び標準貫入

試験のＮ値に相当する値並びに地下水

位の高さ 

1/50 以上  

７ 

擁壁の断面図 

（擁壁構造図） 

（擁壁配筋図） 

・擁壁の寸法及び勾配 

・擁壁の材料の種類及び寸法 

・鉄筋の材料の種類、位置及び寸法 

・裏込めコンクリートの寸法 

・透水層の材料の種類、位置及び寸法 

・擁壁を設置する前後の地盤面 

・地盤の標高に応じた地質及び標準貫入

1/50 以上  
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試験のＮ値に相当する値 

・地下水位の高さ 

８ 擁壁展開図 

・擁壁の高さ 

・擁壁前面の地盤面 

・水抜穴の位置、材料及び内径 

・伸縮目地の位置 

・地盤の標高に応じた地質及び標準貫入

試験のＮ値に相当する値 

・地下水位の高さ 

1/50 以上  

９ 

崖面崩壊防止

施設の断面図 

（崖面崩壊防

止施設構造図） 

・崖面崩壊防止施設の寸法及び勾配 

・崖面崩壊防止施設の材料の種類及び寸

法 

・崖面崩壊防止施設を設置する前後の地

盤面及び地盤高 

・地盤の標高に応じた地質及び標準貫入

試験のＮ値に相当する値 

・地下水位の高さ 

1/50 以上  

10 
崖面崩壊防止

施設展開図 

・崖面崩壊防止施設の寸法 
1/50 以上  

 

表 2.3 許可申請書類一覧（計算書等） 

番号 計算書等の種類 明示すべき事項 備考 

１ 地質調査結果 宅地造成又は特定盛土等をする場所の地質調査結果  

２ 排水施設の流量計算書 排水計画、排水量算定、断面算定等  

３ 擁壁の構造計算書 擁壁の概要、構造計画、応力算定、断面算定等 ※１ 

４ 地盤の安定計算書 
土質試験その他の調査又は試験に基づく地盤の安定計算

を記載した安定計算書 
※２ 

※１ 鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の場合（大臣認定擁壁を除く）に添付する

必要があります。 

※２ 渓流等において高さが 15ｍを超える盛土をする場合又は崖の安定を保つために擁壁の

設置が必要でないことが確かめられた崖面がある場合に添付する必要があります。 

 

(３) 申請書類に使用する公的証明書の発行日 

公的証明書の発行日は以下のとおりとします。 

表 2.4 公的証明書の発行日一覧 

番号 証明書の種類 発行日 

１ 
登記事項証明書、地図証明書、住民票、税関係証明書、その他

の証明書（印鑑証明書及び印鑑登録証明書を除く） 
申請日の前３か月以降 

２ 申請者の印鑑証明書又は印鑑登録証明書 委任日の前３か月以降 

３ 
工事をしようとする土地に関する権利者の印鑑証明書又は印

鑑登録証明書 
同意日の前３か月以降 
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(４) 申請書の提出先 

仙台市 都市整備局 建築宅地部 開発調整課 

 

(５) 標準処理期間 

仙台市行政手続条例（平成７年３月 16 日仙台市条例第１号）第４条に基づく標準処理期間と

して、申請のあった日から許可までに要する標準的な日数は、原則として 30 日以内です。 

なお、閉庁日及び申請者が申請内容の補正又は変更に要する日数は、この日数に含みません。 

 

(６) 申請手数料 

申請時には、条例に基づき下表の手数料を本市に納める必要があります。 

ただし、以下の①又は②のいずれかに該当する場合は手数料を免除できます。免除を受ける場

合は、免除を受けようとする事由を記載した手数料免除申請書を提出してください。 

① 公共団体又は公共的団体が行う宅地造成等に関する工事で公益上必要があると市長が認

めるもの 

② 災害による被災者が自己の居住の用に供する住宅を建築するために行う宅地造成等に関

する工事 

表 2.5 新規許可申請手数料一覧 

 宅地造成等を行う土地の面積 手数料の額 

宅
地
造
成
又
は
特
定
盛
土
等
に
関
す
る
工
事 

500㎡以内 14,000円 

500㎡を超え1,000㎡以内 24,000円 

1,000㎡を超え2,000㎡以内 35,000円 

2,000㎡を超え3,000㎡以内 52,000円 

3,000㎡を超え5,000㎡以内 62,000円 

5,000㎡を超え10,000㎡以内 84,000円 

10,000㎡を超え20,000㎡以内 131,000円 

20,000㎡を超え40,000㎡以内 208,000円 

40,000㎡を超え70,000㎡以内 323,000円 

70,000㎡を超え100,000㎡以内 465,000円 

100,000㎡を超える 597,000円 

 

(７) 許可申請書における記載事項の補足 

① 工事着手前の土地利用状況 

宅地、農地等、公共施設用地のうち該当するものを記載してください。 

 

② 工事完了後の土地利用 

工事完了後の土地利用については、建築計画の有無を含めて具体的に記載してください。

工事完了後に申請者以外の者が建築物を計画する場合（宅地分譲等）も建築計画があるもの

として、記載してください。 
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③ 盛土タイプの定義 

盛土タイプの定義は下表のとおりです。 

 

表 2.6 盛土タイプの定義 

申請書の名称 定  義 

平地盛土 勾配 1/10 以下の平坦地における盛土 

腹付け盛土 勾配 1/10 超の傾斜地盤上における盛土（渓流等が存在する場合を除く） 

谷埋め盛土 

以下に該当する盛土 

・谷又は沢を埋め立てて行う盛土 

・渓流等における盛土 

・腹付け盛土のうち渓流等が存在する盛土 

 

(８) 都市計画法に基づく開発行為の特例 

都市計画法第 29 条に基づく開発行為の許可を受けた場合は、当該宅地造成又は特定盛土等の

許可を受けたものとみなし、開発行為と別に宅地造成又は特定盛土等の許可を受ける必要はあ

りません。 

 

(９) 国又は県等の特例 

国、県又は本市が行う宅地造成若しくは特定盛土等の工事（災害の発生のおそれがないと認め

られる工事を除く）については、本市（都市整備局 建築宅地部 開発調整課）との協議が成立

したことをもって、宅地造成又は特定盛土等の許可があったものとみなします。 

また、都市計画法第 34 条の２に基づき開発行為の協議が成立した場合も、当該宅地造成又は

特定盛土等の許可があったものとみなします。 

 

(10) 関係する手続き 

仙台市下水道事業計画区域（雨水）において、排水対策における個人管理の排水施設を設置す

る場合は、仙台市下水道条例第５条の規定により、排水設備等設置の申請及び確認を受ける必要

があります。 
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2.1.4 資力・信用 

【法】 

（宅地造成等に関する工事の許可） 

第 12 条 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又はその申

請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認めるときは、同

項の許可をしてはならない。 

二 工事主に当該宅地造成等に関する工事を行うために必要な資力及び信用があること。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可） 

第 30 条 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又はその申

請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認めるときは、同

項の許可をしてはならない。 

二 工事主に当該特定盛土等又は土石の堆積に関する工事を行うために必要な資力及び信用が

あること。 

 

【省令】 

（宅地造成等に関する工事の許可の申請） 

第７条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第 12 条第１項の許可を受けようとす

る者は、別記様式第２の申請書の正本及び副本に、次に掲げる書類を添付して、都道府県知事

（指定都市又は中核市の区域内の土地については、それぞれ指定都市又は中核市の長。以下同

じ。）に提出しなければならない。 

七 許可を受けようとする者が個人であるときは、住民票の写し若しくは個人番号カード（行政

手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27

号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。以下この条及び第 16 条第３項第一号イ

において同じ。）の写し又はこれらに類するものであって、氏名及び住所を証する書類 

八 許可を受けようとする者が法人であるときは、次に掲げる書類 

イ 登記事項証明書 

ロ 役員の住民票の写し若しくは個人番号カードの写し又はこれらに類するものであって氏

名及び住所を証する書類 

九 別記様式第３の資金計画書 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可の申請） 

第 63 条 特定盛土等に関する工事について、法第 30 条第１項の許可を受けようとする者は、別

記様式第２の申請書の正本及び副本に、次に掲げる書類を添付して、都道府県知事に提出しなけ

ればならない。 

一 第７条第１項第一号から第十一号までに掲げる書類 
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許可の審査においては、工事主に工事を行うために必要な資力及び信用があるかを確認しますの

で、以下の書類を申請書に添付してください。 

 

(１) 工事主が個人である場合 

以下の①から⑥までの全ての書類を添付してください。また、②資金計画書で金融機関からの

融資又は工事完了後の土地の売却収入若しくはそれらの合計が収入全体の 60％を超過する場合

は、以下の①から⑧までの全ての書類を添付してください。 

① 工事主の氏名及び住所を証する以下のいずれかの書類 

ア) 住民票の写し 

イ) 個人番号カードの写し（申請日時点で有効であるもの、個人番号は黒塗りすること。） 

ウ) ア又はイに類するもの 

② 資金計画書 

③ 直前３年分における所得税の納税証明書（原本） 

④ 本市に納付すべき個人市民税、固定資産税、軽自動車税及び都市計画税の滞納がないこと

を証する直前３年分の証明書（原本） 

⑤ 工事主の事業経歴書 

⑥ 工事主が以下のいずれにも該当しないことの誓約書 

ア) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

イ) 本法又は本法に基づく処分に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

ウ) 法第 12 条、第 16 条、第 30 条又は第 35 条の許可を取り消され、その取消しの日か

ら５年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当

該取消しの処分に係る行政手続法第 15 条の規定による通知があった日前 60 日以内

に当該法人の役員であった者で当該取消しの日から５年を経過しないものを含む。） 

エ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第

６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以

下「暴力団員等」という。） 

オ) 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

⑦ 宅地造成又は特定盛土等の工事が完了するまでの間における資金繰りを記載した書類（金

融機関からの融資又は工事完了後の土地の売却収入若しくはそれらの合計が収入全体の

60％を超過する場合） 

⑧ 以下のアからエの書類のうち資金繰りを証するために必要な書類（金融機関からの融資

又は工事完了後の土地の売却収入若しくはそれらの合計が収入全体の 60％を超過する場

合） 

ア) 宅地造成又は特定盛土等の工事契約書（写し） 

イ) 工事主の預金残高証明（写し） 

ウ) 融資契約書（写し）又は融資を受けられる見込みがあることを証する書類 

エ) 宅地造成又は特定盛土等の工事施行中に資金不足にならないことを証するその他の

書類 
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(２) 工事主が法人である場合 

以下の①から⑦までの全ての書類を添付してください。また、③資金計画書で金融機関からの

融資又は工事完了後の土地の売却収入若しくはそれらの合計が収入全体の 60％を超過する場合

は、以下の①から⑨までの全ての書類を添付してください。 

① 法人の登記事項証明書の原本 

② 代表権を持つ役員の氏名及び住所を証する以下のいずれかの書類 

ア) 住民票の写し 

イ) 個人番号カードの写し（申請日時点で有効であるもの、個人番号は黒塗りすること。） 

ウ) ア又はイに類するもの 

③ 資金計画書 

④ 直前３年の事業年度における法人税の納税証明書（原本） 

⑤ 本市に納付すべき個人市民税（当該法人が仙台市市税条例第 22 号の規定により特別徴収

義務者に指定されている場合に限る）、法人市民税、固定資産税、軽自動車税、特別土地

保有税、事業所税及び都市計画税の滞納がないことを証する直前３年分の証明書（原本） 

⑥ 工事主の事業経歴書 

⑦ 工事主が以下のいずれにも該当しないことの誓約書 

ア) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

イ) 本法又は本法に基づく処分に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

ウ) 法第 12 条、第 16 条、第 30 条又は第 35 条の許可を取り消され、その取消しの日か

ら５年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては、当

該取消しの処分に係る行政手続法第 15 条の規定による通知があった日前 60 日以内

に当該法人の役員であった者で当該取消しの日から５年を経過しないものを含む。） 

エ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第

６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以

下「暴力団員等」という。） 

オ) 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

カ) 上記イに該当する者が役員を務める法人の代表者 

⑧ 宅地造成又は特定盛土等の工事が完了するまでの間における資金繰りを記載した書類（金

融機関からの融資又は工事完了後の土地の売却収入若しくはそれらの合計が収入全体の

60％を超過する場合） 

⑨ 以下のアからエの書類のうち資金繰りを証するために必要な書類（金融機関からの融資

又は工事完了後の土地の売却収入若しくはそれらの合計が収入全体の 60％を超過する場

合） 

ア) 宅地造成又は特定盛土等の工事契約書（写し） 

イ) 工事主の預金残高証明（写し） 

ウ) 融資契約書（写し）又は融資を受けられる見込みがあることを証する書類 

エ) 宅地造成又は特定盛土等の工事施行中に資金不足にならないことを証するその他の

書類 
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2.1.5 工事施行能力 

【法】 

（宅地造成等に関する工事の許可） 

第 12 条 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又はその申

請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認めるときは、同

項の許可をしてはならない。 

三 工事施行者に当該宅地造成等に関する工事を完成するために必要な能力があること。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可） 

第 30 条 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又はその申

請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認めるときは、同

項の許可をしてはならない。 

三 工事施行者に当該特定盛土等又は土石の堆積に関する工事を完成するために必要な能力が

あること。 

 

許可の審査においては、工事施行者に工事を完成するために必要な能力があるかを確認しますの

で、以下の書類を申請書に添付してください。 

 

① 法人の登記事項証明書の原本 

② 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条第１項の規定による建設業の許可又は同条第３項

の規定による更新を受けたことを証する書面（申請日の時点で有効であるもの）の写し 

③ 工事経歴書 
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2.1.6 権利者の同意 

【法】 

（宅地造成等に関する工事の許可） 

第 12 条 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又はその申

請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認めるときは、同

項の許可をしてはならない。 

四 当該宅地造成等に関する工事（土地区画整理法（昭和 29 年法律第 119 号）第２条第１項に

規定する土地区画整理事業その他の公共施設の整備又は土地利用の増進を図るための事業と

して政令で定めるものの施行に伴うものを除く。）をしようとする土地の区域内の土地につい

て所有権、地上権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収益を目的とす

る権利を有する者の全ての同意を得ていること。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可） 

第 30 条 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又はその申

請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認めるときは、同

項の許可をしてはならない。 

四 当該特定盛土等又は土石の堆積に関する工事（土地区画整理法第２条第１項に規定する土

地区画整理事業その他の公共施設の整備又は土地利用の増進を図るための事業として政令で

定めるものの施行に伴うものを除く。）をしようとする土地の区域内の土地について所有権、

地上権、質権、賃借権、使用貸借による権利又はその他の使用及び収益を目的とする権利を有

する者の全ての同意を得ていること。 

 

【政令】 

（宅地造成等に伴う災害の発生のおそれがないと認められる工事等） 

第５条 

２ 法第 12 条第２項第四号（法第 16 条第３項において準用する場合を含む。）の政令で定める事

業は、次に掲げるものとする。 

一 土地区画整理法（昭和 29 年法律第 119 号）第２条第１項に規定する土地区画整理事業 

二 土地収用法（昭和 26 年法律第 219 号）第 26 条第１項の規定による告示（他の法律の規定

による告示又は公告で同項の規定による告示とみなされるものを含む。）に係る事業 

三 都市再開発法（昭和 44 年法律第 38 号）第２条第一号に規定する第１種市街地再開発事業 

四 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（昭和 50 年法律第 67

号）第２条第四号に規定する住宅街区整備事業 

五 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成９年法律第 49 号）第２条第

五号に規定する防災街区整備事業 

六 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成 30 年法律第 49 号）第２条第

３項に規定する地域福利増進事業のうち同法第 19条第１項に規定する使用権設定土地におい

て行うもの 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害の発生のおそれがないと認められる工事等） 

第 29 条 

２ 法第 30 条第２項第四号（法第 35 条第３項において準用する場合を含む。）の政令で定める事

業は、第５条第２項各号に掲げるものとする。 
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許可の審査においては、工事をしようとする土地に関する全ての権利者の同意が得られているか

を確認します。 

 

(１) 工事をしようとする土地の区域内における権利者の同意 

土地に関する所有権、地上権、永小作権、地役権、先取特権、質権、抵当権、賃借権及び採石

権等、使用並びに収益を目的とする全ての権利が対象となり、土地が保全処分の対象となってい

る場合には、その保全処分をした者を含みます。 

また、土地の権利を有する者が国又は地方公共団体等の公共機関の場合は、申請者が土地の貸

付け等に関する協議を開始している旨の当該公共機関の交付する証明をもって、同意を得られ

る見込みがあるものとみなします。ただし、この場合は、当該公共機関と土地の貸付け等に係る

契約締結等を行った後、速やかに契約書等の写しを提出してください。 

なお、以下に示す事業については、宅地造成又は特定盛土等の申請に関して同意を得る必要は

ありません。 

① 土地区画整理法による土地区画整理事業 

② 土地収用法の告示に係る事業 

③ 都市再開発法による第１種市街地再開発事業 

④ 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法による住宅街区整

備事業 

⑤ 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律による防災街区整備事業 

⑥ 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法による地域福利増進事業のうち使

用権設定土地において行うもの 

 

(２) 工事をしようとする土地の区域外における権利者の同意 

工事をしようとする土地の区域外において一時的な地形の改変（区域内の擁壁設置に伴う区

域外の床掘、埋戻し、置換等）が生じる場合には、当該土地の所有権を有する者の同意を得てく

ださい。 

また、工事によって設置する雨水排水施設を申請者以外が管理する雨水排水施設に接続し、放

流する場合は、接続先の雨水排水施設の管理者（一次接続先に限る）から接続及び放流に関する

同意を得てください。 

 

 

  

[2505] 



 

宅Ⅱ - 25 

 

2.1.7 設計者資格 

【法】 

（宅地造成等に関する工事の技術的基準等） 

第 13 条 

２ 前項の規定により講ずべきものとされる措置のうち政令（同項の政令で都道府県の規則に委

任した事項に関しては、その規則を含む。）で定めるものの工事は、政令で定める資格を有する

者の設計によらなければならない。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準等） 

第 31 条 

２ 前項の規定により講ずべきものとされる措置のうち政令（同項の政令で都道府県の規則に委

任した事項に関しては、その規則を含む。）で定めるものの工事は、政令で定める資格を有する

者の設計によらなければならない。 

 

【政令】 

（資格を有する者の設計によらなければならない措置） 

第 21 条 法第 13 条第２項（法第 16 条第３項において準用する場合を含む。次条において同じ。）

の政令で定める措置は、次に掲げるものとする。 

一 高さが５メートルを超える擁壁の設置 

二 盛土又は切土をする土地の面積が 1500平方メートルを超える土地における排水施設の設置 

 

（設計者の資格） 

第 22 条 法第 13 条第２項の政令で定める資格は、次に掲げるものとする。 

一 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による大学（短期大学を除く。）又は旧大学令（大正

７年勅令第 388 号）による大学において、正規の土木又は建築に関する課程を修めて卒業し

た後、土木又は建築の技術に関して２年以上の実務の経験を有する者であること。 

二 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。次号において同じ。）

において、正規の土木又は建築に関する修業年限３年の課程（夜間において授業を行うものを

除く。）を修めて卒業した後（同法による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後。同

号において同じ。）、土木又は建築の技術に関して３年以上の実務の経験を有する者であるこ

と。 

三 前号に該当する者を除き、学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校又は旧専門学

校令（明治 36 年勅令第 61 号）による専門学校において、正規の土木又は建築に関する課程

を修めて卒業した後、土木又は建築の技術に関して４年以上の実務の経験を有する者である

こと。 

四 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和 18 年勅令第 36

号）による中等学校において、正規の土木又は建築に関する課程を修めて卒業した後、土木又

は建築の技術に関して７年以上の実務の経験を有する者であること。 

五 主務大臣が前各号に規定する者と同等以上の知識及び経験を有する者であると認めた者で

あること。 

 

（資格を有する者の設計によらなければならない措置等） 

第 31 条 法第 31 条第２項（法第 35 条第３項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の政令で定める措置は、第 21 条各号に掲げるものとする。 

２ 法第 31 条第２項の政令で定める資格は、第 22 条各号に掲げるものとする。 
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【省令】 

（設計者の資格） 

第 35 条 令第 22 条第五号の規定により、主務大臣が同条第一号から第四号までに掲げる者と同

等以上の知識及び経験を有する者であると認めた者は、次に掲げる者とする。 

一 土木又は建築の技術に関して 10 年以上の実務の経験を有する者で、都市計画法施行規則

（昭和 44 年建設省令第 49 号）第 19 条第一号トに規定する講習を修了した者 

二 前号に掲げる者のほか主務大臣が令第 22条第一号から第四号までに掲げる者と同等以上の

知識及び経験を有する者であると認めた者 

 

【市規則】 

(設計資格者登録) 

第５条 政令第 22 条各号に掲げる資格を有する者は、市長の登録を受けることができる。 

２ 前項の登録（以下「設計資格者登録」という。）を受けようとする者は、宅地造成等に関す

る工事の設計資格者登録申請書に履歴書及び履歴を証明する書類を添付して市長に申請しな

ければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、次条第１項の規定により登録を拒否する場

合を除き、次に掲げる事項を設計資格者登録簿（第９条第１項第四号において「登録簿」とい

う。）に登録するものとする。 

一 登録年月日及び登録番号 

二 本籍、住所、氏名及び生年月日 

三 前二号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

４ 市長は、前項の規定による登録をしたときは、省令第７条第１項第五号に掲げる書類として

市長に提出することができるものとして、宅地造成等に関する工事の設計資格者登録証を当

該登録の申請者に交付するものとする。 

５ 前項の宅地造成等に関する工事の設計資格者登録証（第７条第１項及び第２項の規定によ

り再交付を受けたものを含む。以下「設計資格者登録証」という。）の交付を受けた者は、当

該設計資格者登録証を他人に譲渡し、又は貸与してはならない。 

 

宅地造成等規制法施行令第 17条第一号から第四号までに掲げる者と同等以上の知識及び経験を有

する者 

 

昭和 37 年３月 29 日 建設省告示第 1005 号 

最終改正 

令和５年５月 26 日 農林水産省、国土交通省告示第４号 

 

宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和37年政令第16号）第22条第五号の規定により、同

条第一号から第四号までに掲げる者と同等以上の知識及び経験を有する者を次のとおり定める。 

一 学校教育法による大学（短期大学を除く。）の大学院若しくは専攻科又は旧大学令による

大学の大学院若しくは研究科に１年以上在学して土木又は建築に関する事項を専攻した後、

土木又は建築の技術に関して１年以上の実務の経験を有する者 

二 技術士法による第二次試験のうち技術部門を建設部門、農業部門（選択科目を「農業農村

工学」とするものに限る。）、森林部門（選択科目を「森林土木」とするものに限る。）又

は水産部門（選択科目を「水産土木」とするものに限る。）とするものに合格した者（技術

士法施行規則の一部を改正する省令（平成15年文部科学省令第36号）の施行の際現に技術士

法による第二次試験のうちで技術部門を林業部門（選択科目を「森林土木」とするものに限

る。）とするものに合格した者及び技術士法施行規則の一部を改正する省令（平成29年文部

科学省令第45号）の施行の際現に技術士法による第二次試験のうちで技術部門を農業部門
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（選択科目を「農業土木」とするものに限る。）とするものに合格した者を含む。） 

三 建築士法による一級建築士の資格を有する者 

四 前三号に掲げる者のほか、主務大臣が宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則第35条第一

号に掲げる者と同等以上の知識及び経験を有すると認める者 

 

(１) 設計資格を要する工事 

以下のいずれかに該当する工事の許可申請においては、政令に定める資格を有する者の設計

による必要があります。 

① 高さが５ｍを超える擁壁の設置 

② 盛土又は切土をする土地の面積が 1,500 ㎡を超える土地における排水施設の設置 

(２) 設計者の資格 

政令に定める設計者の資格は下表のとおりです。 

 

表 2.7 設計者資格一覧 

番号 学 歴 実務経験 資格等 

１ 
大学で土木又は建築に関す

る課程を修めて卒業した者 

土木又は建築の技術

に関して２年以上 

不問 

２ 

短期大学（専門職大学の前期

課程を含む）で土木又は建築

に関する修業年限３年の課

程（夜間において授業を行う

ものを除く）を修めて卒業

（専門職大学の前期課程に

あっては修了）した者 

土木又は建築の技術

に関して３年以上 

不問 

３ 

短期大学（本表の１又は２に

該当する場合を除く）又は高

等専門学校で土木又は建築

に関する課程を修めて卒業

した者 

土木又は建築の技術

に関して４年以上 

不問 

４ 

高等学校又は中等教育学校

で土木又は建築に関する課

程を修めて卒業した者 

土木又は建築の技術

に関して７年以上 

不問 

５ 

不問 土木又は建築の技術

に関して 10 年以上 

国土交通大臣の登録を受

けた登録講習機関が行う

講習を修了した者 

６ 

大学(短期大学を除く)の大

学院又は専攻科に１年以上

在学して土木又は建築に関

する事項を専攻した者 

土木又は建築の技術

に関して１年以上 

不問 

７ 

不問 不問 以下の技術士第二次試験

に合格した者 

( )内は選択科目を示す。 

・建設部門 

・農業部門（農業農村工

学、農業土木） 

・森林部門（森林土木） 

・水産部門（水産土木） 
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・林業部門（森林土木） 

８ 不問 不問 一級建築士 

 

(３) 宅地造成等に関する工事の設計資格者登録 

政令で定める資格を有する方は、宅地造成等に関する工事の設計資格者として市長の登録を

受けることができます。登録を希望する方は、所定の申請書に必要書類を添付して申請してくだ

さい。登録された方には、宅地造成等に関する工事の設計資格者登録証が交付されます。 

なお、改正前の仙台市宅地造成等規制法等の施行に関する規則第６条第１項の規定により市

長の登録を受けた方については、改正後の市規則第５条第１項に規定する市長の登録を受けた

ものとみなします。 

また、政令で定める資格を有する者であることについて、宮城県知事の登録を受け、その旨を

証する書類の交付を受けたときは、当該書類を省令第７条第１項第５号に掲げる書類とみなし

ます。 

設計資格者登録証を紛失したり、登録事項に変更が生じた場合には開発調整課調整係にご相

談ください。 

【申請先】仙台市 都市整備局 建築宅地部 開発調整課 調整係 

 

(４) 都市計画法に基づく開発行為の取扱い 

宅地造成及び特定盛土等規制法で求められる設計者資格と、都市計画法第 31 条の規定による

設計者資格とは異なります。都市計画法第 29 条、第 34 条の２又は第 35 条の２に基づき開発行

為の許可若しくは協議を要する工事のうち「(１) 設計資格を要する工事」に該当する工事につ

いては、「表 2.7 設計者資格一覧」の設計者資格及び都市計画法第 31 条の規定による設計者資

格の両方を満たす者の設計による必要があります。 
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2.2 特定盛土等に関する工事の届出 

 

2.2.1 届出を要する特定盛土等 

【法】 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の届出等） 

第 27条 特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等又は土石の堆積に関する工事につい

ては、工事主は、当該工事に着手する日の 30 日前までに、主務省令で定めるところにより、当

該工事の計画を都道府県知事に届け出なければならない。ただし、特定盛土等又は土石の堆積に

伴う災害の発生のおそれがないと認められるものとして政令で定める工事については、この限

りでない。 

 

（変更の届出等） 

第 28 条 前条第１項の規定による届出をした者は、当該届出に係る特定盛土等又は土石の堆積に

関する工事の計画の変更（主務省令で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、当該

変更後の工事に着手する日の 30 日前までに、主務省令で定めるところにより、当該変更後の工

事の計画を都道府県知事に届け出なければならない。 

 

【政令】 

（特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害の発生のおそれがないと認められる工事） 

第 27 条 法第 27 条第１項ただし書の政令で定める工事は、第５条第１項各号に掲げるものとす

る。 

 

特定盛土等規制区域内で以下の特定盛土等の工事を行う場合に、工事主は、工事に着手する日の

30 日前までに、工事の計画を市長に届け出る必要があります。 

ただし、「2.1.2 災害の発生のおそれがないと認められるもの（許可・届出を要しない工事）」に

該当する工事については、市長に届け出る必要はありません。 

 

［届出を要する特定盛土等］ 

 

① 盛土により高さが１ｍを超え、２ｍ以下の崖が生じるもの 

 

 
 

 

 

 

 

 

図 2.12 届出を要する崖（盛土により生じる崖） 

 

（注）特定盛土等規制区域内において、盛土により高さ２ｍを超える崖が生じる場合は、特定

盛土等に関する許可が必要です。詳細は「2.1.1 許可を要する宅地造成及び特定盛土

等」を参照してください。 

 

 

  

旧地盤 

30°超 

盛土 
高さ１ｍを超え２ｍ以下 
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② 切土により高さが２ｍを超え、５ｍ以下の崖が生じるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.13 届出を要する崖（切土により生じる崖） 

 

（注）特定盛土等規制区域内において、切土により高さ５ｍを超える崖が生じる場合は、特定

盛土等に関する許可が必要です。詳細は「2.1.1 許可を要する宅地造成及び特定盛土

等」を参照してください。 

 

③ 盛土と切土を同時にして、高さが２ｍを超え、５ｍ以下の崖が生じるもの［①又は②に該当す

る場合を除く］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.14 届出を要する崖（盛土と切土により生じる崖） 

 

（注）特定盛土等規制区域内において、盛土と切土を同時にして高さ５ｍを超える崖が生じる

場合は、特定盛土等に関する許可が必要です。詳細は「2.1.1 許可を要する宅地造成

及び特定盛土等」を参照してください。 

 

④ ①又は③に該当しない盛土で高さが２ｍを超え、５ｍ以下であるもの 

 
 

 

 

 

 

 

 

図 2.15 届出を要する盛土（高さ２ｍを超える盛土） 

 

（注）特定盛土等規制区域内において、高さが５ｍを超える盛土を行う場合は、特定盛土等に

関する許可が必要です。詳細は「2.1.1 許可を要する宅地造成及び特定盛土等」を参

照してください。 

  

旧地盤 

30°超 

切土 高さ２ｍを超え、５ｍ以下 

硬岩盤（風化の著しいものを除く）以外 

旧地盤 

30°超 

硬岩盤（風化の著し

いものを除く）以外 

高さ２ｍを超え、５ｍ以下 

盛土 

切土 

旧地盤 

盛土 高さ２ｍを超え、５ｍ以下 
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⑤ ①から④に該当しない盛土又は切土で、厚さ 30cm を超える盛土又は切土の面積が 500 ㎡を超

え、3,000 ㎡以下であるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.16 届出を要する盛土又は切土（面積 500 ㎡を超える盛土又は切土） 

 

（注）特定盛土等規制区域内において、厚さ 30cm を超える部分の面積が 3,000 ㎡を超える盛

土又は切土を行う場合は、特定盛土等に関する許可が必要です。詳細は「2.1.1 許可

を要する宅地造成及び特定盛土等」を参照してください。 

  

旧地盤 

盛土 

切土 

厚さ 30cm を超える部分の面積 

500 ㎡を超え、3,000 ㎡以下 

30cm 超 30cm 以下 30cm 以下 30cm 以下 30cm 超 

[2505] 



 

宅Ⅱ - 32 

 

2.2.2 届出の手続き 

【法】 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の届出等） 

第 27条 特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等又は土石の堆積に関する工事につい

ては、工事主は、当該工事に着手する日の 30 日前までに、主務省令で定めるところにより、当

該工事の計画を都道府県知事に届け出なければならない。ただし、特定盛土等又は土石の堆積に

伴う災害の発生のおそれがないと認められるものとして政令で定める工事については、この限

りでない。 

５ 特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等について都市計画法第 29条第１項又は第

２項の許可の申請をしたときは、当該特定盛土等に関する工事については、第１項の規定による

届出をしたものとみなす。 

 

（変更の届出等） 

第 28 条 前条第１項の規定による届出をした者は、当該届出に係る特定盛土等又は土石の堆積に

関する工事の計画の変更（主務省令で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、当該

変更後の工事に着手する日の 30 日前までに、主務省令で定めるところにより、当該変更後の工

事の計画を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 前条第５項の規定により同条第１項の規定による届出をしたものとみなされた特定盛土等に

関する工事に係る都市計画法第 35 条の２第１項の許可の申請は、当該工事に係る前項の規定に

よる届出とみなす。 

 

【省令】 

（軽微な変更） 

第 38 条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第 16 条第１項ただし書の主務省令

で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。 

一 工事主、設計者又は工事施行者の氏名若しくは名称又は住所の変更 

二 工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更 

 

（軽微な変更） 

第 68 条 特定盛土等に関する工事について、法第 35 条第１項ただし書の主務省令で定める軽微

な変更は、第 38 条第１項各号に掲げるものとする。 

 

(１) 届出書の提出先 

仙台市 都市整備局 建築宅地部 開発調整課 

 

(２) 届出書の提出期限 

工事に着手する日の 30 日前 

 

(３) 届出に必要な書類 

届出にあたっては、以下の書類を提出してください。 

届出に係る図面は、設計者の所属及び氏名を記入した上で、原則としてＡ３判（Ａ４Ｚ折り）

で作成し、図面以外の書類はＡ４判で作成してください。 
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表 2.8 特定盛土等規制区域内の特定盛土等に係る届出書類一覧（図面以外の書類） 

番号 届 出 書 類 様 式 備考 

１ 特定盛土等に関する工事の届出書 様式第 29 号  

２ 工事主の委任状  ※１ 

３ 

工事主の氏名及び住所を証する以下のいずれかの書類 

ア) 住民票の写し 

イ) 個人番号カードの写し（届出日時点で有効であるもの、個人

番号は黒塗りすること。） 

ウ) ア又はイに類するもの 

 ※２ 

４ 法人の登記事項証明書の原本  ※３ 

５ 

代表権を持つ役員の氏名及び住所を証する以下のいずれかの書類 

ア) 住民票の写し 

イ) 個人番号カードの写し（届出日時点で有効であるもの、個人

番号は黒塗りすること。） 

ウ) ア又はイに類するもの 

 ※３ 

６ 
現地写真（盛土又は切土をしようとする土地及びその付近の状況を

明らかにする写真） 
  

※１ 届出業務を第三者に委任する場合に添付する必要があります。 

※２ 工事主が個人である場合に添付する必要があります。 

※３ 工事主が法人である場合に添付する必要があります。 

 

 

 

  

[2505] 



 

宅Ⅱ - 34 

 

表 2.9 特定盛土等規制区域内の特定盛土等に係る届出書類一覧（図面） 

番号 図面の種類 明示すべき事項 縮 尺 備 考 

１ 位置図 ・方位、道路及び目標となる地物 1/10,000 以上  

２ 

地形図 

（現況平面図） 

（土地の求積図） 

・方位及び土地の境界線 

・現況地盤高 

・工事をしようとする土地の区域堺（赤

線で明示） 

1/2,500 以上 

等高線は２ｍ

の標高差を示

すこと 

３ 

土地の平面図 

（工事計画平面図） 

（盛土切土求積図） 

・方位及び土地の境界線 

・盛土又は切土をする土地の部分（盛土

は薄朱色、切土は薄黄色で着色） 

・宅地造成又は特定盛土等の計画高 

・崖又は法面の勾配及び保護方法等（植

栽又は芝張り等の措置を行う必要が

ない場合は、その旨を記載） 

・擁壁、崖面崩壊防止施設、排水施設、

地滑り抑止ぐい又はグランドアンカ

ーその他の土留の種別と位置等（届出

書と照合できるように番号を記載） 

・工事をしようとする土地の区域堺（赤

線で明示） 

・地質調査を実施した場所 

1/2,500 以上 

断面図と照合

できるように

断面図を作成

した箇所に記

号を付すこと 

４ 
土地の断面図 

（工事計画断面図） 

・盛土又は切土をする前後の地盤面及び

地盤高 

・盛土又は切土をする土地の部分（盛土

は薄朱色、切土は薄黄色で着色） 

1/2,500 以上 

高低差の著し

い箇所につい

て作成するこ

と 

５ 

排水施設の 

平面図 

（排水計画平面図） 

（排水施設構造図） 

・排水施設の位置、種類、材料、形状、

内法寸法、勾配、水の流れの方向、区

割り等 

・吐口の位置及び放流先の名称、構造等 

・地盤面に降った雨水が流れる方向 

1/500 以上  

６ 崖の断面図 

・崖の高さ、勾配及び土質（土質の種類

が２以上であるときは、それぞれの土

質及びその地層の厚さ。ただし、擁壁

又は崖面崩壊防止施設で覆われる崖

面の土質は記載不要） 

・盛土又は切土をする前の地盤面並びに

崖面の保護の方法 

・地盤の標高に応じた地質及び標準貫入

試験のＮ値に相当する値並びに地下

水位の高さ 

1/50 以上  

７ 

擁壁の断面図 

（擁壁構造図） 

（擁壁配筋図） 

・擁壁の寸法及び勾配 

・擁壁の材料の種類及び寸法 

・鉄筋の材料の種類、位置及び寸法 

・裏込めコンクリートの寸法 

・透水層の材料の種類、位置及び寸法 

・擁壁を設置する前後の地盤面 

・基礎ぐいの位置、材料及び寸法 

1/50 以上  
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・地盤の標高に応じた地質及び標準貫入

試験のＮ値に相当する値 

・地下水位の高さ 

８ 擁壁展開図 

・擁壁の高さ 

・擁壁前面の地盤面 

・水抜穴の位置、材料及び内径 

・透水層の位置及び寸法 

・伸縮目地の位置 

・地盤の標高に応じた地質及び標準貫入

試験のＮ値に相当する値 

・地下水位の高さ 

1/50 以上  

９ 

崖面崩壊防止

施設の断面図 

（崖面崩壊防

止施設構造図） 

・崖面崩壊防止施設の寸法及び勾配 

・崖面崩壊防止施設の材料の種類及び寸

法 

・崖面崩壊防止施設を設置する前後の地

盤面及び地盤高 

・地盤の標高に応じた地質及び標準貫入

試験のＮ値に相当する値 

・地下水位の高さ 

1/50 以上  

10 
崖面崩壊防止

施設展開図 

・崖面崩壊防止施設の寸法 
1/50 以上  

 

(３) 申請書類に使用する公的証明書の発行日 

公的証明書の発行日は、「表 2.4 公的証明書の発行日一覧」のとおりです。 

 

(４) 届出書における記載事項の補足 

① 工事着手前の土地利用状況 

宅地、農地等、公共施設用地のうち該当するものを記載してください。 

 

② 工事完了後の土地利用 

工事完了後の土地利用については、建築計画の有無を含めて具体的に記載してください。

工事完了後に申請者以外の者が建築物を計画する場合（宅地分譲等）も建築計画があるもの

として、記載してください。 

 

③ 盛土タイプの定義 

盛土タイプの定義は「表 2.6 盛土タイプの定義」のとおりです。 

 

(５) 変更手続き 

届出に係る工事の計画を変更するときは、変更後の工事に着手する 30 日前までに以下の書類

を提出する必要があります。 

なお、以下の変更について届け出る必要はありません。 

① 工事主、設計者又は工事施行者の氏名若しくは名称又は住所の変更 

「氏名若しくは名称」の変更とは、個人の場合は戸籍に記載された氏名の変更をいい、法

人の場合は、法人の名称又は代表者の変更をいいます。既に届出した者を別な者に変更する

場合は変更届の対象になります。 

② 工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更 
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表 2.10 特定盛土等規制区域内における特定盛土等の変更に係る届出書類一覧 

番号 変 更 届 出 書 類 様 式 備考 

１ 特定盛土等に関する工事の変更届出書 様式第 31 号  

２ 工事主の委任状  ※ 

３ 
「表 2.9 特定盛土等規制区域内の特定盛土等に係る届出書類一覧

（図面）」のうち、変更をしようとする部分に係る図面 
  

４ 現地写真（変更をしようとする部分の状況を明らかにする写真）   

※ 変更の届出業務を第三者に委任する場合に添付する必要があります。 

 

(６) 都市計画法に基づく開発行為の特例 

都市計画法第 29 条に基づき開発行為の許可を申請した場合は、当該特定盛土等について届け

出たものとみなし、別途に届け出る必要はありません。 

都市計画法第 35 条の２に基づき開発行為の変更許可を申請した場合も、当該特定盛土等につ

いて変更を届け出たものとみなし、別途に届け出る必要はありません。 

 

(７) 関係する手続き 

仙台市下水道事業計画区域（雨水）において、排水対策における個人管理の排水施設を設置す

る場合は、仙台市下水道条例第５条の規定により、排水設備等設置の申請及び確認を受ける必要

があります。 
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2.2.3 特定盛土等の届出に係る勧告等 

【法】 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の届出等） 

第 27 条 

３ 都道府県知事は、第１項の規定による届出があった場合において、当該届出に係る工事の計画

について当該特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害の防止のため必要があると認めるときは、

当該届出を受理した日から 30 日以内に限り、当該届出をした者に対し、当該工事の計画の変更

その他必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

４ 都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた者が、正当な理由がなくて当該勧告に係る措

置をとらなかったときは、その者に対し、相当の期限を定めて、当該勧告に係る措置をとるべき

ことを命ずることができる。 

 

（変更の届出等） 

第 28 条 

３ 前条第２項から第４項までの規定は、第１項の規定による届出について準用する。 

 

市長が災害の防止のために必要があると認めるときは、届出を受理した日から 30 日以内に、工事

計画の変更その他必要な措置をとるように勧告することがあります。 

勧告を受けた工事主は、勧告に従い、速やかに必要な措置をとる必要があります。 

正当な理由がなく、勧告に係る措置をとらなかった場合に市長が措置命令を発することがありま

す。 
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2.3 宅地造成及び特定盛土等に関する工事の技術的基準 

 

2.3.1 技術的基準に関する一般的事項 

【法】 

（宅地造成等に関する工事の許可） 

第 12 条 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又はその申

請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認めるときは、同

項の許可をしてはならない。 

一 当該申請に係る宅地造成等に関する工事の計画が次条の規定に適合するものであること。 

 

（宅地造成等に関する工事の技術的基準等） 

第 13 条 宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事（前条第１項ただ

し書に規定する工事を除く。第 21 条第１項において同じ。）は、政令（その政令で都道府県の規

則に委任した事項に関しては、その規則を含む。）で定める技術的基準に従い、擁壁、排水施設

その他の政令で定める施設（以下「擁壁等」という。）の設置その他宅地造成等に伴う災害を防

止するため必要な措置が講ぜられたものでなければならない。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可） 

第 30 条 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、又はその申

請の手続がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違反していると認めるときは、同

項の許可をしてはならない。 

一 当該申請に係る特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の計画が次条の規定に適合するも

のであること。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準等） 

第 31 条 特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等又は土石の堆積に関する工事（前条

第１項ただし書に規定する工事を除く。第 40 条第１項において同じ。）は、政令（その政令で都

道府県の規則に委任した事項に関しては、その規則を含む。）で定める技術的基準に従い、擁壁

等の設置その他特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害を防止するため必要な措置が講ぜられた

ものでなければならない。 

 

【政令】 

（擁壁、排水施設その他の施設） 

第６条 法第 13 条第１項（法第 16 条第３項において準用する場合を含む。以下同じ。）の政令で

定める施設は、擁壁、崖面崩壊防止施設（崖面の崩壊を防止するための施設（擁壁を除く。）で、

崖面を覆うことにより崖の安定を保つことができるものとして主務省令で定めるものをいう。

以下同じ。）、排水施設若しくは地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカーその他の土留とする。 

 

【省令】 

（崖面崩壊防止施設） 

第 11 条 令第６条の主務省令で定める施設は、鋼製の骨組みに栗石その他の資材が充填された構

造の施設その他これに類する施設とする。 
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(１) 技術的基準の適用 

宅地造成等の実施にあたっては、以下の例規及びマニュアル等による技術的基準を満たすも

のとし、申請時点で最新のものを適用してください。また、これらに示されていない事項につい

ては、一般的に認められている他の技術的指針等を参考にしてください。 

① 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号） 

② 宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和 37 年政令第 16 号） 

③ 宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和 37 年建設省令第３号） 

④ 仙台市宅地造成及び特定盛土等規制法の施行に関する条例（平成 12 年仙台市条例第 18

号） 

⑤ 仙台市宅地造成及び特定盛土等規制法等の施行に関する規則（平成元年仙台市規則第 97

号） 

⑥ 盛土等防災マニュアル（国土交通省都市局、農林水産省農村振興局、林野庁） 

⑦ 盛土等防災マニュアルの解説（盛土等防災研究会） 

⑧ 開発行為・宅地造成等工事許可申請の手引き（仙台市都市整備局建築宅地部開発調整課） 

 

(２) 宅地造成等における防災措置に関する基本的留意事項 

① 宅地造成等の実施地区における気象、地形、地質、地質構造、土質、環境、土地利用状況

等について必要な調査を行い、その結果を踏まえて適切な措置を講じてください。なお、

実施地区外からの地表水や地下水の流入を起因とした災害も想定されるため、必要に応

じて実施地区周辺も含めて調査してください。 

② 宅地造成等における防災措置の検討にあたっては、宅地造成等全体の設計・施工計画との

整合性に留意してください。また、山地・森林の場が有する特性にも留意してください。 

③ 工事施工中における濁水、土砂の流出等による災害及び障害を防止するために必要な措

置を先行して講じてください。 

④ 他の法令等による行為規制が行われている地区で宅地造成等を実施する場合は、関係機

関と調整、協議等を行ってください。 

 

(３) 耐震対策 

① 耐震対策の基本目標 

造成される土地、地盤、土木構造物等（以下「造成宅地及び農地等」という。）の耐震対

策の基本的な目標は次のとおりです。 

ア) 造成宅地及び農地等又は当該造成宅地及び農地等を敷地とする建築物等の供用期間

中に１～２度程度発生する確率を持つ一般的な地震（中地震）の地震動に際しては、

造成宅地及び農地等の機能に重大な支障が生じないこと。 

イ) 発生確率は低いが直下型又は海溝型巨大地震に起因するさらに高レベルの地震（以

下「大地震」という。）の地震動に際しては、人命、造成宅地及び農地等の存続に重

大な影響を与えないこと。 

② 耐震対策検討の基本的な考え方 

宅地造成等の実施にあたっては、宅地造成等における土地利用計画、周辺の土地利用状況、

本市地域防災計画等を勘案するとともに、原地盤、盛土材料等に関する調査結果に基づき、

耐震対策の必要性、必要な範囲、耐震対策の目標等を具体的に検討することが必要です。 

また、耐震対策の検討は、宅地造成等の基本計画作成の段階から、調査、設計及び施工の

各段階に応じて適切に行うことが大切です。 
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③ 耐震設計の基本的な考え方 

宅地造成等において耐震対策の必要な施設については、当該施設の要求性能等に応じて、

適切な耐震設計を行ってください。 

盛土法面、盛土全体、擁壁及び崖面崩壊防止施設の安定性に関する検討は震度法により、

地盤の液状化判定に関する検討は簡易法により、それぞれ設計を行うことを標準とし、必要

に応じて動的解析法による耐震設計を行ってください。 

 

(４) 自然斜面等への配慮 

山地・森林等では地形や地下構造が複雑な上、雨水や地下水の流出過程も複雑です。さらに、

山地斜面は、土質や植生等の多様な要因の影響を受けて、微妙なバランスの上で安定性が保たれ

ている場合もあります。山地・森林等における造成等に際しては、このような山地・森林等の場

が有する複雑性や脆弱性を考慮した対応が必要であり、盛土等により造成される地盤面のみな

らず、地形改変により周辺の自然斜面が不安定化する等の影響を十分に調査し、自然斜面と盛土

等を含めた全体の安定を考慮する必要があります。 

特に、盛土等が周辺の雨水や地下水の流出過程の改変を引き起こすことや、流域界を越えて地

下水が流入する可能性があることに留意が必要です。 

また、山地・森林、丘陵地等における造成等に際しては、土砂災害に関する法指定区域等に十

分留意して、適正な土地利用を図る等、造成区域の安全を確保する必要があります。 
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2.3.2 盛土 

【政令】 

（地盤について講ずる措置に関する技術的基準） 

第７条 法第 13条第１項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち地盤について

講ずる措置に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土をする場合においては、盛土をした後の地盤に雨水その他の地表水又は地下水（以下

「地表水等」という。）の浸透による緩み、沈下、崩壊又は滑りが生じないよう、次に掲げる

措置を講ずること。 

イ おおむね 30 センチメートル以下の厚さの層に分けて土を盛り、かつ、その層の土を盛る

ごとに、これをローラーその他これに類する建設機械を用いて締め固めること。 

ロ 盛土の内部に浸透した地表水等を速やかに排除することができるよう、砂利その他の資

材を用いて透水層を設けること。 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、必要に応じて地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカーそ

の他の土留（以下「地滑り抑止ぐい等」という。）の設置その他の措置を講ずること。 

二 著しく傾斜している土地において盛土をする場合においては、盛土をする前の地盤と盛土

とが接する面が滑り面とならないよう、段切りその他の措置を講ずること。 

２ 前項に定めるもののほか、法第 13 条第１項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基

準のうち盛土又は切土をした後の地盤について講ずる措置に関するものは、次に掲げるものと

する。 

二 山間部における河川の流水が継続して存する土地その他の宅地造成に伴い災害が生ずるお

それが特に大きいものとして主務省令で定める土地において高さが 15メートルを超える盛土

をする場合においては、盛土をした後の土地の地盤について、土質試験その他の調査又は試験

に基づく地盤の安定計算を行うことによりその安定が保持されるものであることを確かめる

こと。 

 

（排水施設の設置に関する技術的基準） 

第 16 条 

２ 前項に定めるもののほか、同項の技術的基準は、盛土をする場合において、盛土をする前の地

盤面から盛土の内部に地下水が浸入するおそれがあるときは、当該地下水を排除することがで

きるよう、当該地盤面に排水施設で同項各号（第二号ただし書及び第四号を除く。）のいずれに

も該当するものを設置することとする。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準） 

第 30 条 法第 31 条第１項（法第 35 条第３項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の政令で定める特定盛土等に関する工事の技術的基準については、第７条から第 17 条まで及び

第 20 条の規定を準用する。この場合において、第 13 条中「第 12 条第１項又は第 16 条第１項」

とあるのは「第 30 条第１項又は第 35 条第１項」と、第 15 条第２項第二号中「地表面」とある

のは「地表面及び農地等（法第２条第一号に規定する農地等をいう。）における植物の生育が確

保される部分の地表面」と読み替えるものとする。 

 

【省令】 

（宅地造成又は特定盛土等に伴い災害が生ずるおそれが特に大きい土地） 

第 12 条 令第７条第２項第二号（令第 18 条及び第 30 条第１項において準用する場合を含む。）

の主務省令で定める土地は、次に掲げるものとする。 

一 山間部における、河川の流水が継続して存する土地 

二 山間部における、地形、草木の生茂の状況その他の状況が前号の土地に類する状況を呈して

いる土地 

三 前二号の土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域にあって、雨水その他の
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地表水が集中し、又は地下水が湧出するおそれが大きい土地 

 

(１) 原地盤及び周辺地盤の把握 

盛土の設計に際しては、地形・地質調査等を行って盛土の基礎地盤の安定性を検討することが

必要です。特に、盛土の安定性に多大な影響を及ぼす軟弱地盤、傾斜地盤、山地・森林の場が有

する複雑性・脆弱性が懸念される地盤については、入念に調査してください。 

山間部において河川の流水が継続して存する土地を渓流といい、地形・草木の生茂状況からそ

の土地と類する土地及びそれらの土地の集水地域にあって雨水その他の地表水や地下水が湧出

する恐れが大きい土地を含み、総じて渓流等といいます。渓流等において、流水、湧水及び地下

水の流入、遮断が懸念される場合は、周辺地盤も適宜調査してください。 

 

(２) 排水施設等 

排水施設は、地下水排除工及び盛土内排水層により完全に地下水の排除ができるように計画

することを基本とします。 

 

① 地下水排除工 

次の各事項に留意して盛土内に十分な地下水排除工を設置し、基礎地盤からの湧水や地

下水の上昇を防ぐことにより、盛土の安定を図ってください。特に山地・森林では、谷部等

において浸透水が集中しやすいため、現地踏査等によって、原地盤及び周辺地盤の水文状況

を適切に把握してください。 

ア) 暗渠排水工 

暗渠排水工は、原地盤の谷部や湧水等の顕著な箇所等を対象に樹枝状に設置するこ

とを基本とします。 

イ) 基盤排水層 

基盤排水層は、透水性が高い材料を用い、主に谷埋め盛土におけるのり尻部及び谷底

部、湧水等の顕著な箇所等を対象に設置することを基本とします。 

ウ) 暗渠流末の処理 

暗渠排水工の流末は、維持管理や点検が行えるように、ます、マンホール、かご工等

で保護を行うことを基本とします。 

エ) 施工時の仮設排水対策 

施工時における中央縦排水は、暗渠排水工と併用せず、別系統の排水管を設置するこ

とを基本とします。また、中央縦排水に土砂が入らないように縦排水管の口元は十分な

保護を行うことを基本とします。 

 

② 盛土内排水層 

盛土内に地下水排除工を設置する場合に、あわせて盛土内に水平排水層を設置して地下

水の上昇を防ぐとともに、降雨による浸透水を速やかに排除して、盛土の安定を図ることが

必要です。水平排水層は、透水性が高い材料を用い、盛土法面の小段ごとに設置することを

基本とします。 

 

(３) 盛土法面の検討 

① 盛土法面の勾配 

盛土法面の勾配は、法高（盛土による斜面の垂直高さ）、盛土材料の種類等に応じて適切

に設定し、原則として 30°以下とします。なお、次のような場合には、盛土法面の安定性

の検討を十分に行った上で勾配を決定してください。 

ア) 法高が特に大きい場合（15ｍを超える場合） 

イ) 盛土が地山からの流水、湧水及び地下水の影響を受けやすい場合 

ウ) 盛土箇所の原地盤が不安定な場合 
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エ) 盛土が崩壊すると隣接物に重大な影響を与えるおそれがある場合 

オ) 腹付け盛土となる場合 

カ) 締固め難い材料（火山灰質土等）を盛土に用いる場合 

 

② 盛土法面の安定性の検討 

盛土法面の安定性の検討にあたっては、次の各事項に十分留意してください。ただし、法

面勾配等の決定にあたっては、安定計算の結果に加え、近隣又は類似土質条件の施工実績、

災害事例等を参照した上で総合的に検討してください。 

 

ア) 安定計算 

盛土法面の安定性については、円弧滑り面法により検討することを標準とします。ま

た、円弧滑り面法のうち簡便なフェレニウス式（簡便法）によることを標準としますが、

現地状況等に応じて他の適切な安定計算式を用いることとします。 

 

イ) 設計土質定数 

安定計算に用いる粘着力（ｃ）及び内部摩擦角（φ）の設定は、盛土に使用する土を

用いて、現場含水比及び現場の締固め度に近い状態で供試体を作成し、せん断試験を行

うことにより求めることを原則とします。 

 

ウ) 間げき水圧 

盛土の施工に際しては、適切に地下水排除工等を設けることにより、盛土内に間げき

水圧が発生しないようにすることを原則としますが、地下水及び降雨時の浸透水の集

中により間げき水圧が上昇することが懸念される盛土では、間げき水圧を考慮した安

定計算により盛土法面の安定性を検討してください。 

渓流等において高さ 15ｍを超える盛土は、間げき水圧を考慮した安定計算を標準と

します。 

安定計算にあたっては、盛土の下部又は側方からの浸透水による水圧を間げき水圧

（u）とし、必要に応じて、雨水の浸透によって形成される地下水による間げき水圧及

び盛土施工に伴って発生する過剰間げき水圧を考慮します。 

これらの間げき水圧は、現地の状況等を踏まえ、適切に推定してください。 

渓流等において高さ 15ｍを超える盛土や火山灰質土等の締固め難い材料を用いる盛

土については液状化現象等を考慮し、液状化判定等を実施してください。 
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エ) 最小安全率 

盛土法面の安定に必要な最小安全率（Fs）は、盛土施工直後において Fs≧1.5 である

ことを標準とします。 

また、地震時の安定性を検討する場合の安全率は、大地震時に Fs≧1.0 とすることを

標準とします。 

なお、大地震時の安定計算に必要な水平震度は、0.25 に建築基準法施行令第 88 条第

１項に規定するＺ（本市は 1.0）の数値を乗じて得た数値とします。 

 

③ 盛土法面の形状 

盛土法面の形状は、気象、地盤条件、盛土材料、盛土の安定性、施工性、経済性、維持管

理等を考慮して合理的に設計してください。 

法高が５ｍ以下の場合は、法面の勾配を単一とし、法高が５ｍを超える場合は、法高５ｍ

程度ごとに幅１～２ｍの小段を設けることを原則とします。 

盛土高が 15ｍを超える場合は、高さ 15ｍごとに３～５ｍ以上の幅広の小段を設けてくだ

さい。 

雨水その他の地表水による侵食を防止するため、小段には下段の法面と反対方向に地表

水が流れるように勾配を付し、側溝等の排水施設を設置してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.17 盛土法面の形状 

 

(４) 盛土全体の安定性の検討 

① 盛土全体の安定性の検討を要する盛土 

以下のいずれかに該当する谷埋め盛土又は腹付け盛土については、盛土全体の安定性を

検討してください。 

 

ア) 谷埋め型大規模盛土造成地 

盛土をする土地の面積が 3,000 ㎡以上であり、かつ、盛土をすることにより、盛土を

する土地の地下水位が盛土をする前の地盤面の高さを超え、盛土の内部に侵入するこ

とが想定されるもの。 

 

イ) 腹付け型大規模盛土造成地 

盛土をする前の地盤面が水平面に対し 20°以上の角度をなし、かつ、盛土の高さが

５ｍ以上となるもの。 

 

  

５ｍ 

５ｍ 

１～２ｍ 

排水施設 

排水施設 

排水勾配 

排水施設 

排水勾配 

排水勾配 

30°以下 

30°以下 

30°以下 

１～２ｍ 
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② 盛土全体の安定性の検討 

盛土全体の安定性の検討にあたっては、次の各事項に十分留意してください。ただし、安

定計算の結果のみを重視して盛土形状を決定することは避け、近隣又は類似土質条件の施

工実績、災害事例等を参照した上で総合的に検討してください。 

 

ア) 安定計算 

谷埋め型大規模盛土の安定性については、二次元の分割法により検討することを標

準とします。ただし、渓流等における盛土は「(５) 渓流等における盛土の基本的な考

え方」を参照してください。 

 

イ) 設計土質定数、間げき水圧、最小安全率 

「(３) 盛土法面の検討」を参照してください。 

 

(５) 渓流等における盛土の基本的な考え方 

渓流等における盛土は、盛土内にまで地下水が上昇しやすく、崩壊発生時に渓流を流下し大規

模な災害となりうることから、極力避ける必要があります。 

やむを得ず、渓流等に対し盛土を行う場合には、原地盤及び周辺地盤の地形、地質、土質、湧

水、地下水等の現地状況を調査し、土砂の流出に対する盛土の安全性や盛土周辺からの地表水や

地下水等に対する盛土の安定性等の検討を行い、通常の盛土の規定に加え、次の措置を講ずる必

要があります。 

なお、渓流等に限らず、湧水やその痕跡が確認される場合においても、渓流等における盛土と

同様な措置を講ずる必要があります。 

ここで、渓流等の範囲とは、渓床勾配 10°以上の勾配を呈し、０次谷を含む一連の谷地形で

あり、その底部の中心線からの距離が 25ｍ以内の範囲を基本とします。 

 

① 盛土高 

盛土の高さは 15ｍ以下を基本とし、「(３) 盛土法面の検討」「(４) 盛土全体の安定性の

検討」に示す安定計算等の措置を行います。 

ただし、盛土の高さが 15ｍを超える場合は、次のとおりです。 

 

ア) 詳細な地質調査、盛土材料調査、土質試験等を行った上で二次元の安定計算を実施

し、基礎地盤を含む盛土の安定性を確保します。 

イ) 間げき水圧を考慮した安定計算を標準とします。 

ウ) 液状化判定等を実施します。 

エ) 大規模な盛土は、二次元の安定計算に加え、三次元の変形解析や浸透流解析等（以下

「三次元解析」という）により多角的に検証を行うことが望まれます。ただし、三次

元解析を行う場合には、より綿密な調査によって解析条件を適切に設定しなければ

その精度が担保されず、結果の評価にも高度な技術的判断を要することから、綿密な

調査の結果等から二次元の変形解析や浸透流解析等（以下「二次元解析」という）で

の評価が適当な場合には、二次元解析を適用します。 

 

② 法面処理 

ア) 法面の下部については、湧水等を確認するとともに、その影響を十分に検討し、必要

に応じて、擁壁等の構造物を検討してください。 

イ) 法面は、必ず植生等で覆い、裸地で残さないでください。 

ウ) 法面の末端が流水に接触する場合は、盛土の高さに関わらず、豪雨時に想定される水

位に対し十分安全を確保できる高さまで構造物で法面を覆ってください。 
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③ 排水施設 

盛土を行う土地に流入する渓流等の流水は、盛土内に浸透しないように、原則として開水

路によって処理し、地山からの湧水のみを暗渠排水工で処理してください。また、渓流を埋

め立てる場合は、本川、支川を問わず在来の渓床に必ず暗渠排水工を設けてください。 

 

④ 工事中及び工事完了後の防災 

工事中の土砂流出や河川汚濁を防止するために防災ダムや沈泥池等を、また、工事完了後

の土砂の流出を防止するために沈砂池を設ける必要があります。 

なお、工事中に土砂の流出がない場合、防災ダムを工事完了後に沈砂池として利用できま

す。 

 

(６) 盛土の施工上の留意事項 

盛土の施工にあたっては、次の各事項に留意してください。 

 

① 原地盤の処理 

盛土の基礎となる原地盤の状態を現地踏査、地質調査等によって適切に把握することが

必要です。調査の結果、軟弱地盤として対策工が必要な場合は、「2.3.7 軟弱地盤対策」に

より適切に処理するものとします。山地・森林における複雑性・脆弱性が懸念される地盤の

場合には、脆弱な地盤を排除する等、適切に基盤面を処理するものとします。また、渓流等

の湧水や地下水が懸念される地盤の場合には、「(５) 渓流等における盛土の基本的な考え

方」により適切に処理するものとします。普通地盤の場合には盛土完成後の有害な沈下を防

ぎ、盛土と基礎地盤のなじみをよくしたり、初期の盛土作業を円滑にしたりするために次の

ような原地盤の処理を行うものとします。 

ア) 伐開除根を行います。 

イ) 暗渠排水工及び基盤排水層を単独又はあわせて設置し排水を図ります。 

ウ) 極端な凹凸及び段差はできるだけ平坦にかき均します。 

なお、既設の盛土に新しく腹付けして盛土を行う場合にも同様な配慮が必要であるほか、

既設の盛土の安定に関しても十分な注意を払うことが必要です。 

 

② 傾斜地盤上の盛土 

盛土基礎地盤の表土は十分に除去するとともに、勾配が 15°（約１：4.0）程度以上の傾

斜地盤上に盛土を行う場合には、盛土の滑動及び沈下が生じないように、原則として段切り

を行うことが必要です。 

また、谷地形等で地下水位が高くなる箇所における傾斜地盤上の盛土では、勾配に関わら

ず段切りを行うことが必要です。 

 

③ 盛土材料 

盛土材料の搬入にあたっては、土質、含水比等の盛土材料の性質が計画と逸脱していない

こと等、盛土材料として適切か確認する必要があります。また、切土からの流用土又は付近

の土取場からの採取土を使用する場合には、これらの現地発生材の性質を十分把握すると

ともに、次のような点を踏まえて適切な対策を行い、品質の良い盛土を築造してください。 

ア) 岩塊、玉石等を多量に含む材料は、盛土下部に用いる等、使用する場所に注意します。 

イ) 頁岩、泥岩等のスレーキングしやすい材料は用いないことを原則としますが、やむを

得ず使用する場合は、その影響及び対策を十分検討します。 

ウ) 吸水性、圧縮性が高い腐植土等の材料を含まないようにします。 

エ) 高含水比粘性土については、「⑤ 含水量調節及び安定処理」により入念に施工しま

す。 

オ) 比較的細砂で粒径のそろった砂は、地下水が存在する場合に液状化するおそれがあ
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るので、十分な注意が必要です。 

なお、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の他法令の規制に照らして盛土材料として

の使用が適当ではない物質を含まないようにしなければなりません。 

 

④ 敷均し 

盛土の施工にあたっては、１回の敷均し厚さ（まき出し厚さ）をおおむね 30cm 以下に設

定し、均等かつ所定の厚さ以内に敷均します。 

 

⑤ 含水量調節及び安定処理 

盛土の締固めは、盛土材料の最適含水比付近で施工することが望ましいので、実際の含水

比がこれと著しく異なる場合には、バッ気又は散水を行って、含水量を調節します。 

また、盛土材料の品質によっては、盛土の締固めに先立ち、化学的な安定処理等を行いま

す。 

 

⑥ 締固め 

盛土の締固めにあたっては、所定の品質の盛土を仕上げるため、盛土材料、工法等に応じ

た適切な締固めを行います。 

特に盛土と切土の接合部は、地盤支持力が不連続になったり、盛土部に湧水、浸透水等が

集まり盛土が軟化して完成後仕上げ面に段違いを生じたり、地震時には滑り面になったり

するおそれもあることから、十分な締固めを行う必要があります。 

 

⑦ 防災小堤 

盛土施工中の造成面の法肩には、造成面から法面への地表水の流下を防止するため、必要

に応じて、防災小堤を設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.18 防災小堤の参考例 

 

  

50cm 以上 排水勾配 

50cm 以上 

造成面 

盛土法面 
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2.3.3 切土 

【政令】 

（地盤について講ずる措置に関する技術的基準） 

第７条 

２ 前項に定めるもののほか、法第 13 条第１項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基

準のうち盛土又は切土をした後の地盤について講ずる措置に関するものは、次に掲げるものと

する。 

三 切土をした後の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、その地盤に滑りが生じないよう、

地滑り抑止ぐい等の設置、土の置換えその他の措置を講ずること。 

 

（擁壁の設置に関する技術的基準） 

第８条 法第 13条第１項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち擁壁の設置に

関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土又は切土（第３条第四号の盛土及び同条第五号の盛土又は切土を除く。）をした土地の

部分に生ずる崖面で次に掲げる崖面以外のものには擁壁を設置し、これらの崖面を覆うこと。 

イ) 切土をした土地の部分に生ずる崖又は崖の部分であって、その土質が別表第１上欄に掲

げるものに該当し、かつ、次のいずれかに該当するものの崖面 

(１) その土質に応じ勾配が別表第１中欄の角度以下のもの 

(２) その土質に応じ勾配が別表第１中欄の角度を超え、同表下欄の角度以下のもの（その

上端から下方に垂直距離５メートル以内の部分に限る。） 

ロ 土質試験その他の調査又は試験に基づき地盤の安定計算をした結果崖の安定を保つため

に擁壁の設置が必要でないことが確かめられた崖面 

ハ 第 14 条第一号の規定により崖面崩壊防止施設が設置された崖面 

二 前号の擁壁は、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造又は間知石練積み造その他の練積

み造のものとすること。 

２ 前項第一号イ(１)に該当する崖の部分により上下に分離された崖の部分がある場合における

同号イ(２)の規定の適用については、同号イ(１)に該当する崖の部分は存在せず、その上下の

崖の部分は連続しているものとみなす。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準） 

第 30 条 法第 31 条第１項（法第 35 条第３項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の政令で定める特定盛土等に関する工事の技術的基準については、第７条から第 17 条まで及び

第 20 条の規定を準用する。この場合において、第 13 条中「第 12 条第１項又は第 16 条第１項」

とあるのは「第 30 条第１項又は第 35 条第１項」と、第 15 条第２項第二号中「地表面」とある

のは「地表面及び農地等（法第２条第一号に規定する農地等をいう。）における植物の生育が確

保される部分の地表面」と読み替えるものとする。 

 

別表第１（第８条、第 30 条関係） 

土質 
擁壁を要しない勾配

の上限 

擁壁を要する勾配の

下限 

軟岩（風化の著しいものを除く。） 60 度 80 度 

風化の著しい岩 40 度 50 度 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘土

その他これらに類するもの 
35 度 45 度 
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(１) 切土法面の勾配 

切土法面の勾配は、法高、法面の土質等に応じて適切に設定するものとし、下表に示す場合を

除き、その崖面は原則として擁壁で覆わなければならず、擁壁により難い場合は崖面崩壊防止施

設で覆わなければなりません。 

 

表 2.11 擁壁等の設置を要しない切土法面の勾配 

法高 

法面の土質 

崖の上端からの垂直距離 

５ｍ以下 ５ｍを超える 

軟岩 

（風化の著しいものを除く） 

80°以下 

（約１：0.2） 

60°以下 

（約１：0.6） 

風化の著しい岩 
50°以下 

（約１：0.9） 

40°以下 

（約１：1.2） 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘土 

その他これらに類するもの※ 

45°以下 

（約１：1.0） 

35°以下 

（約１：1.5） 

※「これらに類するもの」とは、粘着力及び内部摩擦角が砂利、真砂土、関東ローム又は硬

質粘土と同等程度のものをいい、岩屑、腐植土（黒土）及び埋土は含みません。 

 

また、次のような場合には、切土法面の安定性の検討を十分に行った上で勾配を決定する必要

があります。 

① 法高が特に大きい場合 

② 法面が割れ目の多い岩、流れ盤、風化の速い岩、侵食に弱い土質、崩積土等である場合 

③ 法面に湧水等が多い場合 

④ 法面又は崖の上端に続く地盤面に雨水が浸透しやすい場合 

 

(２) 切土法面の安定性の検討 

切土法面の安定性の検討にあたっては、次の事項を総合的に検討した上で、法面の安定性を確

保する必要があります。 

 

① 法高が特に大きい場合 

法高が特に大きい場合には、地山の状況に応じて次の②～⑦の各事項について検討を加

え、極力余裕のある法面勾配にする等、法面の安定化を図るよう配慮する必要があります。 

 

② 法面が割れ目の多い岩又は流れ盤である場合 

割れ目の発達程度、岩の破砕の度合、地層の傾斜等について調査・検討を行い、周辺の既

設法面の施工実績等も勘案の上、法面の勾配を決定する必要があります。 

特に、法面が流れ盤の場合には、滑りに対して十分留意し、法面の勾配を決定することが

大切です。 

 

③ 法面が風化の速い岩である場合 

法面が風化の速い岩である場合は、掘削時には硬く安定した法面であっても、切土後の時

間の経過とともに表層から風化が進み、崩壊が発生しやすくなるおそれがあるころから、法

面保護工により風化を抑制する等の対策が必要です。 

 

④ 法面が侵食に弱い土質である場合 

砂質土からなる法面は、表面流水による侵食に特に弱く、落石、崩壊及び土砂の流出が生

じる場合が多いので、地山の固結度及び粒度に応じた適切な法面勾配とするとともに、法面

全体の排水等に十分配慮する必要があります。  
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⑤ 法面が崩積土等である場合 

崖すい等の固結度の低い崩積土からなる地山において、自然状態よりも急な勾配で切土

をした場合には、法面が不安定となって崩壊が発生するおそれがあるので、安定性の検討を

十分に行い、適切な法面勾配を設定する必要があります。 

 

⑥ 法面に湧水等が多い場合 

湧水の多い箇所又は地下水位の高い箇所を切土する場合には、法面が不安定になりやす

いので、法面勾配を緩くしたり、湧水の軽減及び地下水位の低下のための法面排水工を検討

する必要があります。 

 

⑦ 法面又は崖の上端に続く地盤面に雨水が浸透しやすい場合 

切土による法面又は崖の上端に続く地盤面に砂層、礫層等の透水性が高い地層又は破砕

帯が露出するような場合には、切土後に雨水が浸透しやすくなり、崩壊の危険性が高くなる

ので、法面を不透水性材料で覆う等の浸透防止対策を検討する必要があります。 

 

(３) 切土法面の形状 

切土法面の形状には、単一勾配の法面及び土質により勾配を変化させた法面がありますが、そ

の採用にあたっては、法面の土質状況を十分に勘案し、適切な形状とする必要があります。 

法高が５ｍを超える切土法面では、法高５ｍ程度ごとに幅１～２ｍの小段を設けてください。 

また、法高が特に大きい場合や落石防護柵等を設ける場合には、点検・補修用の小段として、

幅３ｍ程度の通常よりも広い小段を設けてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.19 切土法面の形状 

 

(４) 切土の施工上の留意事項 

切土の施工にあたっては、事前の調査のみでは地山の状況を十分に把握できないことが多い

ので、施工中における土質及び地下水の状況の変化には特に注意を払い、必要に応じて法面勾配

を変更する等、適切な対応を図るものとします。 

なお、次のような場合には、施工中に滑り等が生じないよう留意することが大切です。 

① 岩盤の上を風化土が覆っている場合 

② 小断層、急速に風化の進む岩及び浮石がある場合 

③ 土質が層状に変化している場合 

④ 湧水が多い場合 

⑤ 表面はく離が生じやすい土質の場合 

⑥ 積雪・寒冷地域の場合 

  

５ｍ 

５ｍ 

１～２ｍ 

排水施設 

排水施設 

排水勾配 

排水施設 

排水勾配 

排水勾配 

θ 

θ 

θ 

１～２ｍ 

θ：「(１) 切土法面の勾配」による法面勾配 
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2.3.4 法面保護工及びその他の地表面の措置 

【政令】 

（地盤について講ずる措置に関する技術的基準） 

第７条 

２ 前項に定めるもののほか、法第 13 条第１項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基

準のうち盛土又は切土をした後の地盤について講ずる措置に関するものは、次に掲げるものと

する。 

一 盛土又は切土（第３条第四号の盛土及び同条第五号の盛土又は切土を除く。）をした後の土

地の部分に生じた崖の上端に続く当該土地の地盤面には、特別の事情がない限り、その崖の反

対方向に雨水その他の地表水が流れるよう、勾配を付すること。 

 

（崖面及びその他の地表面について講ずる措置に関する技術的基準） 

第 15 条 法第 13 条第１項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち崖面につい

て講ずる措置に関するものは、盛土又は切土をした土地の部分に生ずることとなる崖面（擁壁又

は崖面崩壊防止施設で覆われた崖面を除く。）が風化その他の侵食から保護されるよう、石張り、

芝張り、モルタルの吹付けその他の措置を講ずることとする。 

２ 法第 13条第１項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち盛土又は切土をし

た後の土地の地表面（崖面であるもの及び次に掲げる地表面であるものを除く。）について講ず

る措置に関するものは、当該地表面が雨水その他の地表水による侵食から保護されるよう、植

栽、芝張り、板柵工その他の措置を講ずることとする。 

一 第７条第２項第一号の規定による措置が講じられた土地の地表面 

二 道路の路面の部分その他当該措置の必要がないことが明らかな地表面 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準） 

第 30 条 法第 31 条第１項（法第 35 条第３項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の政令で定める特定盛土等に関する工事の技術的基準については、第７条から第 17 条まで及び

第 20 条の規定を準用する。この場合において、第 13 条中「第 12 条第１項又は第 16 条第１項」

とあるのは「第 30 条第１項又は第 35 条第１項」と、第 15 条第２項第二号中「地表面」とある

のは「地表面及び農地等（法第２条第一号に規定する農地等をいう。）における植物の生育が確

保される部分の地表面」と読み替えるものとする。 

 

(１) 法面保護工及びその他の地表面の措置の基本的な考え方 

造成工事により裸地となることで、侵食や洗堀が生じ、これらの拡大により崩壊の発生が懸念

されます。このため、法面その他の地表面に関わらず、法面保護工により保護する必要がありま

す。 

工事によって生じる崖面については、擁壁（これにより難い場合は、崖面崩壊防止施設）で覆

うことを原則としつつ、擁壁等で覆わない場合には、その崖面が風化、侵食等により不安定化す

ることを抑制するため、法面緑化工又は構造物による法面保護工等で崖面を保護するものとし

ます。 

また、工事によって生じる崖面以外の地表面についても、侵食等により不安定化することを抑

制するため、法面緑化工等により地表面を保護するものとします。 

 

(２) 法面保護工の種類 

法面保護工の種類としては、法面緑化工、構造物による法面保護工及び法面排水工があります。 

 

(３) 法面保護工の選定 

法面保護工は、次の各事項に留意しつつ、法面の勾配、土質、気象条件、保護工の特性、将来

の維持管理、施工性等を総合的に検討し、選定します。 
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① 植生可能な法面では、植生の被覆効果及び根系の緊縛効果が法面の安定性向上に寄与す

ることに着目し、法面緑化工の選定を基本とします。ただし、植生に適さない法面又は法

面緑化工では安定性が確保できない法面においては、構造物による法面保護工を選定し

ます。 

② 法面緑化工及び構造物による法面保護工では、一般に法面排水工が併設されます。 

③ 同一法面においても、土質及び地下水の状態は必ずしも一様でない場合が多いので、それ

ぞれの条件に適した工法を選定する必要があります。 

 

(４) 法面緑化工の設計・施工上の留意事項 

法面緑化工の成否は、植物の生育いかんによるため、その設計・施工にあたっては、次の各事

項に留意する必要があります。 

① 法面緑化工の完成に必要な施工場所の立地条件を調査すること。 

② 法面の勾配は、なるべく 40°（約１：1.2）より緩くすること。 

③ 法面の土質は、植物の生育に適した土壌とすること。 

④ 植物の種類は、活着性がよく、生育の早いものを選定すること。 

⑤ 施工時期は、なるべく春期とし、発芽に必要な温度・水分が得られる範囲で、可能な限り

早い時期とすること。 

⑥ 発芽・生育を円滑に行うため、条件に応じた適切な補助工法を併用すること。 

⑦ 日光の当たらない場所等植物の生育の困難な場所は避けること。 

 

(５) 構造物による法面保護工の設計・施工上の留意事項 

構造物による法面保護工の設計・施工にあたっては、法面の勾配、土質、湧水の有無等につい

て十分に検討する必要があります。 

 

(６) 法面排水工の設計・施工上の留意事項 

法面排水工の設計・施工にあたっては、次の各事項に留意する必要があります。 

① 湧水及び地下水の状況を把握するため、事前に十分な調査を行うこと。 

② 崖の上端に続く地表面には、その崖の反対方向に雨水その他の地表水が流れるよう、地盤

に勾配を付すること。ただし、崖の反対方向へ地盤の勾配を付することが困難な場合は、

法面へ雨水その他の地表水が入らないように、適切な排水施設を設置すること。 

③ 法面を流下する地表水は、法肩及び小段に排水溝を設けて排除すること。 

④ 浸透水は、地下の排水施設により速やかに地表の排水溝に導き排除すること。 

⑤ 法面排水工の流末は、十分な排水能力のある排水施設に接続すること。 

 

(７) 崖面以外の地表面に講ずる措置 

工事によって生じる地表面は、裸地となることにより、風化、雨水等による侵食や洗掘が生じ

やすく、侵食や洗掘が進行した場合、崩壊が生じる可能性があることから、崖面以外の地表面に

ついても、侵食や洗堀を防止するため、排水施設等の設置により適切に排水を行うとともに、植

生工等により地表面を保護する必要があります。 

特に、太陽光発電施設等の施設が設置される地盤については、施設の設置に伴う雨水の流出量

の増大等が生じ、侵食を生じやすくなることが想定されるため、十分な検討を行う必要がありま

す。 

なお、次の各事項に該当する場合は、地表面の保護を要しません。 

① 排水勾配を付した盛土又は切土の上面 

② 道路の路面の部分その他の地表面を保護する必要がないことが明らかなもの 

③ 農地等で植物の生育が確保される地表面 
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2.3.5 擁壁 

 

2.3.5.1 擁壁に関する共通事項 

【政令】 

（擁壁の設置に関する技術的基準） 

第８条 法第 13条第１項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち擁壁の設置に

関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土又は切土（第３条第四号の盛土及び同条第五号の盛土又は切土を除く。）をした土地の

部分に生ずる崖面で次に掲げる崖面以外のものには擁壁を設置し、これらの崖面を覆うこと。 

イ) 切土をした土地の部分に生ずる崖又は崖の部分であって、その土質が別表第１上欄に掲

げるものに該当し、かつ、次のいずれかに該当するものの崖面 

(１) その土質に応じ勾配が別表第１中欄の角度以下のもの 

(２) その土質に応じ勾配が別表第１中欄の角度を超え、同表下欄の角度以下のもの（その

上端から下方に垂直距離５メートル以内の部分に限る。） 

ロ 土質試験その他の調査又は試験に基づき地盤の安定計算をした結果崖の安定を保つため

に擁壁の設置が必要でないことが確かめられた崖面 

ハ 第 14 条第一号の規定により崖面崩壊防止施設が設置された崖面 

二 前号の擁壁は、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造又は間知石練積み造その他の練積

み造のものとすること。 

２ 前項第一号イ(１)に該当する崖の部分により上下に分離された崖の部分がある場合における

同号イ(２)の規定の適用については、同号イ(１)に該当する崖の部分は存在せず、その上下の

崖の部分は連続しているものとみなす。 

 

（練積み造の擁壁の構造） 

第 10 条 第８条第１項第二号の間知石練積み造その他の練積み造の擁壁の構造は、次に定めると

ころによらなければならない。 

四 擁壁を岩盤に接着して設置する場合を除き、擁壁の前面の根入れの深さは、擁壁の設置され

る地盤の土質が、別表第４上欄の第１種又は第２種に該当するものであるときは擁壁の高さ

の 100 分の 15（その値が 35 センチメートルに満たないときは、35 センチメートル）以上、

その他のものであるときは擁壁の高さの 100 分の 20（その値が 45 センチメートルに満たない

ときは、45 センチメートル）以上とし、かつ、擁壁には、一体の鉄筋コンクリート造又は無

筋コンクリート造で、擁壁の滑り及び沈下に対して安全である基礎を設けること。 

 

（設置しなければならない擁壁についての建築基準法施行令の準用） 

第 11 条 第８条第１項第一号の規定により設置される擁壁については、建築基準法施行令第 36

条の３から第 39 条まで、第 52 条（第３項を除く。）、第 72 条から第 75 条まで及び第 79 条の規

定を準用する。 

 

（擁壁の水抜穴） 

第 12 条 第８条第１項第一号の規定により設置される擁壁には、その裏面の排水を良くするた

め、壁面の面積３平方メートル以内ごとに少なくとも１個の内径が 7.5 センチメートル以上の

陶管その他これに類する耐水性の材料を用いた水抜穴を設け、かつ、擁壁の裏面の水抜穴の周辺

その他必要な場所には、砂利その他の資材を用いて透水層を設けなければならない。 

 

（任意に設置する擁壁についての建築基準法施行令の準用） 

第 13 条 法第 12 条第１項又は第 16 条第１項の許可を受けなければならない宅地造成に関する工

事により設置する擁壁で高さが２メートルを超えるもの（第８条第１項第一号の規定により設

置されるものを除く。）については、建築基準法施行令第 142 条（同令第７章の８の規定の準用
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に係る部分を除く。）の規定を準用する。 

 

（特殊の材料又は構法による擁壁） 

第 17 条 構造材料又は構造方法が第８条第１項第二号及び第９条から第 12 条までの規定によら

ない擁壁で、国土交通大臣がこれらの規定による擁壁と同等以上の効力があると認めるものに

ついては、これらの規定は、適用しない。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準） 

第 30 条 法第 31 条第１項（法第 35 条第３項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の政令で定める特定盛土等に関する工事の技術的基準については、第７条から第 17 条まで及び

第 20 条の規定を準用する。この場合において、第 13 条中「第 12 条第１項又は第 16 条第１項」

とあるのは「第 30 条第１項又は第 35 条第１項」と、第 15 条第２項第二号中「地表面」とある

のは「地表面及び農地等（法第２条第一号に規定する農地等をいう。）における植物の生育が確

保される部分の地表面」と読み替えるものとする。 

 

別表第１（第８条、第 30 条関係） 

土質 
擁壁を要しない勾配

の上限 

擁壁を要する勾配の

下限 

軟岩（風化の著しいものを除く。） 60 度 80 度 

風化の著しい岩 40 度 50 度 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘土

その他これらに類するもの 
35 度 45 度 

 

【市規則】 

（擁壁の水抜穴に関する技術的基準の強化） 

第３条 宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和 37 年政令第 16 号。以下「政令」という。）

第 20 条第２項（政令第 30 条第１項において準用する場合を含む。）の規定に基づき政令第 12

条に規定する技術的基準を強化する技術的基準は、法第 10 条第１項に規定する宅地造成等に伴

う崖崩れ又は土砂の流出の防止のため市長が特に必要と認める場合においては、政令第８条第

１項第一号の規定により設置される擁壁の裏面の全部に別表擁壁の高さの欄の区分に応じそれ

ぞれ同表透水層の厚さの欄に掲げる数値以上の透水層を設けることとする。 

 

(１) 擁壁の基本的な考え方 

工事によって次のような「崖」が生じる場合には、崖面の崩壊を防ぐため、原則としてその崖

面を擁壁で覆わなければなりません。 

① 盛土をした土地の部分に生ずる高さが１ｍを超える「崖」 

② 切土をした土地の部分に生ずる高さが２ｍを超える「崖」 

③ 盛土と切土とを同時にした土地の部分に生ずる高さが２ｍを超える「崖」 

ただし、切土をした土地の部分に生ずる崖で、「表 2.11 擁壁等の設置を要しない切土法面の

勾配」に該当する崖面については、擁壁の設置を要しません。 
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(２) 擁壁の種類及び選定 

擁壁は、材料、形状等により、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造、練積み造及び特殊

の材料又は構法によるその他の擁壁に分類されます。 

擁壁の選定にあたっては、法令、設置箇所の自然条件、施工条件、周辺の状況等を十分に調査

するとともに、関係する技術基準等を考慮し、擁壁に求められる安全性を確保できるものを選定

する必要があります。 

なお、政令第８条第１項第二号（擁壁の種類）、第９条（鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造）、

第 10 条（練積み造の擁壁の構造）、第 11 条（設置しなければならない擁壁についての建築基準

法施行令の準用）又は第 12 条（擁壁の水抜穴）の規定によらない「特殊の材料又は構法による

擁壁」については、政令第 17 条の規定により国土交通大臣が認めたもの（以下、「大臣認定擁壁

という。」）を選定しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.20 擁壁の種類 

 

(３) 擁壁の設計・施工上の一般的留意事項 

擁壁の設計・施工にあたっては、擁壁に求められる性能に応じて、擁壁自体の安全性はもとよ

り擁壁を含めた地盤及び斜面全体の安全性についても総合的に検討することが必要です。 

 

(４) 基礎 

擁壁の基礎は直接基礎とすること、また、直接基礎は良質な支持層上に設けることを原則とし

ます。軟弱地盤等で必要地耐力が期待できない場合は、地盤の置換え又は安定処理によって築造

した改良地盤に直接基礎を設けてください。盛土をした地盤上に基礎を設ける場合は、その地盤

が設計条件を満たすかどうか現地で確認してください。 

なお、鉄筋コンクリート造等擁壁の基礎で直接基礎によることが困難な場合は、杭基礎を検討

します。 

  

擁 壁 

鉄筋コンクリート造 

半重力式 

もたれ式 

片持梁式 

控え壁式 

Ｌ 型 

逆 Ｌ 型 

逆 Ｔ 型 

無筋コンクリート造 

重 力 式 

もたれ式 

練積 み 造 

コンクリートブロック造 

間知石造等 
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図 2.21 地盤置換えの参考例 

 

(５) 根入れ 

擁壁の基礎は、良質な支持層上に構築する直接基礎を原則としており、長期に渡り擁壁及び周

辺の土地の安全性を確保する上で、擁壁本体とともに基礎地盤の健全性を維持することが重要

です。そのためには、基礎地盤への外的影響を最小限にすることが必要であり、風化による地盤

の劣化、流水等による地盤の洗堀又は構造物の修繕・改築等による掘削等の将来予測される影響

要因を考慮し、擁壁の根入れ深さを決定してください。 

 

① 練積み造擁壁の根入れ深さ 

練積み造擁壁の根入れ深さは、擁壁前面の地盤面から擁壁基礎の天端までの深さをいい、 

擁壁を設置する地盤の土質と擁壁の高さに応じて、以下の値を確保する必要があります。 

 

表 2.12 練積み造擁壁の根入れ深さ 

地盤の土質※ 根入れ深さ 

第１種 岩、岩屑、砂利又は砂利混じり砂 擁壁の高さ×15/100 以上 

（上記の値が 35cm に満たないときは

35cm 以上） 
第２種 

真砂土、関東ローム、硬質粘土 

その他これらに類するもの 

第３種 その他の土質 

擁壁の高さ×20/100 以上 

（上記の値が 45cm に満たないときは

45cm 以上） 

※例示されていない土質については、その粘着力及び内部摩擦角を例示されている土

質と比較し、第何種に該当するか判別します。 

 

② 鉄筋コンクリート造等擁壁の根入れ深さ 

鉄筋コンクリート造等擁壁の根入れ深さは、擁壁前面の地盤面から擁壁底面までの深さ

をいい、練積み造擁壁に準拠し、擁壁を設置する地盤の土質と擁壁の高さに応じて、「表 2.12 

練積み造擁壁の根入れ深さ」で定める値を確保する必要があります。 

また、擁壁の高さが５ｍを超える片持梁式擁壁（Ｌ型、逆Ｌ型、逆Ｔ型）、重力式擁壁（つ

ま先版を有するものに限る）及びもたれ式擁壁については、底版厚さに 50cm を加えた深さ

以上を確保してください。逆Ｔ擁壁等でつま先版とかかと版の厚さが異なる場合は、厚い方

を底版厚さとします。 

 

  

θ 

（30°以上） 
置換材（良質土、砕石等） 

必要範囲 

実際の施工範囲 
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③ 擁壁前面に側溝を設ける場合の根入れ 

擁壁前面に側溝を設ける場合は、側溝の上面を基準として所定の根入れ深さを確保した

上で、以下ア又はイを満たすように根入れ深さを決定する必要があります。 

ア) 鉄筋コンクリート造等擁壁の場合は、擁壁底面を側溝の下面以下とすること。 

イ) 練積み造擁壁の場合は、擁壁基礎の天端を側溝の下面以下とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.22 擁壁前面に側溝を設ける場合の根入れ 

 

④ 水路又は河川等に接する場合の根入れ 

水路又は河川等に接して擁壁を設置する場合で、将来計画がある場合は計画河床高を、将

来計画がない場合は現況河床高を基準として所定の根入れ深さを確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.23 水路又は河川等に接する場合の根入れ 

 

  

側溝上面 

擁壁の高さ 

根入れ深さ 

鉄筋コンクリート 

造等擁壁 
練積み造擁壁 

側溝下面 

河床高 

擁壁の高さ 

根入れ深さ 

水路・河川境界 水路・河川境界 

鉄筋コンクリート造等擁壁 練積み造擁壁 
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(６) 水抜き穴等 

① 水抜き穴 

擁壁の背面に雨水や地下水が浸透すると、裏込め土の含水量が増加してその単位体積重量が

増大するとともに、土の強度が低下します。これにより擁壁に加わる土圧が増加し、同時に水圧

も増加することで、擁壁の倒壊事故に至ることがあります。 

このため、擁壁の裏込め土の排水をきちんと確保できるよう以下とおり水抜き穴等を設ける

必要があります。 

ア) 擁壁の背面で、水抜き穴の周辺その他必要な場所に砂利等の透水層を設けること。 

イ) 水抜き穴は、擁壁の下部地表近く及び湧水等のある場所に特に重点的に設けること。 

ウ) 水抜き穴は、内径 7.5cm 以上とし、壁面の面積３㎡に１箇所の割合で千鳥配置する

こと。 

エ) 水抜き穴は、排水方向に適当な勾配をとること。 

オ) 擁壁背面の水抜き穴入口には、背面の土や砂利等が流出しないように、吸出し防止材

等を設置すること。 

カ) 地盤面下にある壁面で、地下水の流路に当たっている壁面がある場合には、有効な水

抜き穴を設けて地下水を排除すること。 

キ) 水抜き穴には、コンクリートの圧力でつぶれず、耐水性のある材料（一般的には硬質

塩化ビニル管）を使用すること。 

なお、大臣認定擁壁については、製造仕様書又は築造仕様書に基づき、水抜き穴を設けてくだ

さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.24 コンクリート造の擁壁における水抜き穴及び透水層の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.25 練積み造の擁壁における水抜き穴及び透水層の配置  

止水コンクリート（厚さ５～10cm） 
水抜きパイプ 
（＋吸出し防止材） 

基礎コンクリート及び基礎材 

透水層（砂利等） 
※裏面全部 

水抜きパイプ 
（＋吸出し防止材） 

胴込め・裏込めコンクリート 

良質土又は地山 

30cm 

透水層（砂利等） 
※裏面全部 

水抜きパイプ 
（＋吸出し防止材） 

止水コンクリート（厚さ５～10cm） 

均しコンクリート及び基礎材 

30cm 

水抜きパイプ 
（＋吸出し防止材） 
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② 透水層 

「図 2.24 コンクリート造の擁壁における水抜き穴及び透水層の配置」又は「図 2.25 練積

み造の擁壁における水抜き穴及び透水層の配置」のとおり、市規則第３条第１項の規定に基づき

擁壁背面（裏面）の全面に下表の厚さで砂利等による透水層を設けてください。 

なお、高さ５ｍ以下の鉄筋コンクリート造等擁壁で、凍結及び凍上の恐れが少ない地域に限り、

石油系素材の透水マットを透水層として使用できます。設計及び施工上の取扱いについては、

「擁壁の透水層の取扱いについて」（平成３年４月 10 日付け建設省建設経済局宅地開発課民間

宅地指導室長通知）を参照してください。 

また、大臣認定擁壁については、製造仕様書又は築造仕様書に基づき、透水層を設けてくださ

い。 

表 2.13 透水層の厚さ 

擁壁の高さ 透水層上端の厚さ 透水層下端の厚さ 

３ｍ以下 30cm 40cm 

３ｍを超え４ｍ以下 30cm 50cm 

４ｍを超える 30cm 60cm 

 

(７) 伸縮目地及び隅角部の補強 

伸縮目地及び隅角部の補強は、以下のとおり設計・施工してください。なお、大臣認定擁壁に

ついては、製造仕様書又は築造仕様書に基づき設計・施工してください。 

① 伸縮目地 

伸縮目地は、原則として擁壁長さ 20ｍ以内ごとに１か所設け、特に地盤条件の変化する場所

（切土盛土の境）、擁壁高さが著しく異なる場所、擁壁の材料又は構造を異にする場所、土地利

用計画により擁壁の管理者が複数に分かれると見込まれる場合の管理境界には、有効に伸縮目

地を設け、基礎部分まで切り分けてください。 

ただし、擁壁の屈曲部においては、隅角部から２ｍ以上、かつ擁壁の高さ程度離してください。 

② 隅角部の補強 

擁壁の屈曲部で屈曲角が 50°以上 130°以下の場所については、隅角をはさむ二等辺三角形

の部分を鉄筋及びコンクリートで補強してください。 

二等辺の１辺の長さは、擁壁の高さが３ｍ以下の場合で 50cm、３ｍを超える場合は 60 ㎝とし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.26 伸縮目地及び隅角部の補強  

ａ 
Ｌ 

ａ 

擁壁の高さＨ 伸縮目地 

隅角部補強の１辺の長さａ 

Ｈ≦3.0ｍ…ａ＝50cm 

Ｈ＞3.0ｍ…ａ＝60cm 

  

 伸縮目地と隅角部との距離Ｌ 

2.0ｍ以上、かつＨ程度 

伸縮目地 

ａ 

ａ Ｌ 

練積み造擁壁の場合 

ａ 

ａ Ｌ 

鉄筋コンクリート造擁壁の場合 

伸縮目地 

[2604] 



 

宅Ⅱ - 60 

 

(８) 設置場所に応じた擁壁の留意事項 

斜面又は他の擁壁に近接して設置する擁壁については、下部の斜面や擁壁に影響を与えない

ように十分注意する必要があります。 

斜面に沿って擁壁を設置する場合を含め、設置場所に応じた擁壁の留意事項は、以下のとおり

です。 

 

① 斜面の上部に近接して設置する擁壁 

斜面の上部に近接して擁壁を設置する場合は、以下のとおり斜面と擁壁の離隔を確保し、

そこに厚さ 5～10cm のコンクリートを打設する等、斜面の侵食防止を講じてください。 

ア) 斜面側の始点は、斜面下端から土質に応じて引いた勾配線（角度は「表 2.14 土質

に応じた角度」を参照）と斜面の上部が交わる点とします。 

イ) 擁壁側の始点は、擁壁の基礎前端とします。 

ウ) 離隔の水平距離は、擁壁の地上高さの 0.4 倍以上かつ 1.5ｍ以上とします。 

 

表 2.14 土質に応じた角度 

土質 角度（θ） 

軟岩（風化の著しいものを除く。） 60 度 

風化の著しい岩 40 度 

砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘土 

その他これらに類するもの 
35 度 

盛土又は腐植土 25 度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.27 斜面の上部に近接して設置する場合の侵食防止措置 

 

② ２以上の擁壁が近接する場合 

２以上の擁壁を近接して設置する場合で、上部擁壁の基礎が「表 2.14 土質に応じた角

度」以内に入る場合は、下部擁壁の天端又は底版かかと部分から上部擁壁の基礎前端までの

水平距離を、擁壁地上高（上部と下部の擁壁で高さが異なる場合は、高い方）の 0.4 倍以上

かつ 1.5ｍ以上確保した上で、それぞれを個別の擁壁として安全性を確認してください。 

上部擁壁の基礎が「表 2.14 土質に応じた角度」以内に入らない場合は、２段以上の擁

壁とみなし、一体の擁壁として構造計算等により安全性を確認する必要がありますが、安全

性を確認できない場合は、それぞれの擁壁が個別の擁壁となるように擁壁の設置位置を調

整するか、擁壁の構造を別途考慮する必要があります。 

  

擁壁の地上高さＨ 

0.4Ｈ以上 

かつ 1.5ｍ以上 

土質に応じた角度 θ 

コンクリート（厚さ５～10cm） 

斜面下端 
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図 2.28 近接する擁壁の設置 

 

③ 斜面に沿って擁壁を設置する場合 

斜面に沿って擁壁を設置する場合は、段切りにより基礎部分を水平にする必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.29 傾斜方向の擁壁 

 

④ 狭い道路に面する角地に設置する場合 

以下のアからウまでの全てを満たす建築敷地の角地については、宮城県建築基準条例の

規定により、辺長２メートルの二等辺三角形の部分に限り擁壁を設置できません。 

ア) 擁壁の設置目的が以下のいずれかの建築物の敷地の造成である 

・指定建築物（具体的な用途は宮城県建築基準条例を参照） 

・３階建て以上の建築物 

・窓その他の開口部を有しない居室（定義は建築基準法施行令第 116 条の２を参照） 

イ) 建築物の敷地が都市計画区域内である 

ウ) 幅員６ｍ未満の道路が交わる角地であり、角地の隅角が 120°未満である 

  

0.4Ｈ以上かつ 1.5ｍ以上 

（ＨはＨ１とＨ２の高い方） 

土質に応じた角度θ 

Ｈ１ 

Ｈ２ 

ウ) 上部を練積み造擁壁、下部を鉄筋

コンクリート造擁壁とする場合 

0.4Ｈ以上かつ 1.5ｍ以上 

（ＨはＨ１とＨ２の高い方） 

土質に応じた角度θ 

Ｈ１ 

Ｈ２ 

エ) 上部と下部を鉄筋コンクリート

造擁壁とする場合 

0.4Ｈ以上かつ 1.5ｍ以上 

（ＨはＨ１とＨ２の高い方） 

土質に応じた角度θ 

Ｈ１ 

Ｈ２ 

ア) 上部と下部を練積み造擁壁とする場合 

0.4Ｈ以上かつ 1.5ｍ以上 

（ＨはＨ１とＨ２の高い方） 

土質に応じた角度θ 

Ｈ１ 

イ) 上部を鉄筋コンクリート造擁壁、

下部を練積み造擁壁とする場合 

Ｈ２ 

前面地盤 

床付け面 

床付け面 

水抜き穴 
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建築基準条例（昭和 35 年７月 21 日宮城県条例第 24 号） 

（角地を有する敷地の建築制限） 

第６条 都市計画区域又は準都市計画区域内のそれぞれ幅員が６メートル未満の道路の交わ

る角地を有する敷地においては、次に掲げる建築物（以下「指定建築物」という。）、階数が

３以上である建築物若しくは法第 43 条第３項第三号に規定する建築物又はこれらの建築

物の敷地を造成するための擁壁は、当該角地の隅角を挟む辺の長さ２メートルの二等辺三

角形の部分に、又はその部分に突き出して建築し、又は築造してはならない。ただし、角地

の隅角が 120 度以上である場合においては、この限りでない。 

一 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂又は集会場 

二 病院、診療所、ホテル、旅館、簡易宿所、下宿、共同住宅、寄宿舎又は児童福祉施設等 

三 学校、体育館、博物館、美術館、図書館、ボーリング場、スキー場、スケート場、水泳

場又はスポーツの練習場 

四 物品販売業を営む店舗（百貨店及びマーケットを含む。）又は食品衛生法施行令（昭和

28 年政令第 229 号）第 35 条第一号に規定する飲食店営業（旅館営業を除く。）の用途に

供する店舗で、これらの店舗の床面積の合計が 100 平方メートルを超えるもの 

五 展示場、展覧会場、遊技場、ダンスホール又は公衆浴場 

六 倉庫でその用途に供する部分の床面積の合計が 50 平方メートルを超えるもの 

七 自動車車庫でその用途に供する部分の床面積（建築物の屋上を自動車車庫の用途に供

する場合は、当該用途に供する部分の面積を含む。第 11 条第１項並びに第 12 条第１項

及び第２項において同じ。）の合計が 50 平方メートルを超えるもの 

八 工場で作業場の床面積の合計が 50 平方メートルを超えるもの、映画スタジオ又はテレ

ビスタジオ 

 

建築基準法 

（敷地等と道路との関係） 

第 43 条 

３ 地方公共団体は、次の各号のいずれかに該当する建築物について、その用途、規模又は

位置の特殊性により、第１項の規定によつては避難又は通行の安全の目的を十分に達成す

ることが困難であると認めるときは、条例で、その敷地が接しなければならない道路の幅

員、その敷地が道路に接する部分の長さその他その敷地又は建築物と道路との関係に関し

て必要な制限を付加することができる。 

三 政令で定める窓その他の開口部を有しない居室を有する建築物 

 

建築基準法施行令 

（窓その他の開口部を有しない居室等） 

第 116 条の２ 法第 35 条（法第 87 条第３項において準用する場合を含む。第 127 条におい

て同じ。）の規定により政令で定める窓その他の開口部を有しない居室は、次の各号に該当

する窓その他の開口部を有しない居室とする。 

一 面積（第 20 条の規定より計算した採光に有効な部分の面積に限る。）の合計が、当該

居室の床面積の 20 分の１以上のもの 

二 開放できる部分（天井又は天井から下方 80 センチメートル以内の距離にある部分に限

る。）の面積の合計が、当該居室の床面積の 50 分の１以上のもの 

２ ふすま、障子その他随時開放することができるもので仕切られた２室は、前項の規定の

適用については、１室とみなす。 

  

（窓その他の開口部を有しない居室） 

第 144 条の５ 法第 43 条第３項第３号の規定により政令で定める窓その他の開口部を有

しない居室は、第 116 条の２に規定するものとする。 
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(９) 高さ２ｍを超える任意擁壁 

許可を受ける宅地造成の工事において、高さ２ｍを超える任意擁壁を設置する場合は、建築基

準法施行令第 142 条（同令第７章の８の規定の準用に係る部分を除く。）の規定を準用します。 

建築基準法施行令 

（擁壁） 

第 142 条 第 138 条第１項に規定する工作物のうち同項第５号に掲げる擁壁（以下この条に

おいて単に「擁壁」という。）に関する法第 88 条第１項において読み替えて準用する法第

20 条第１項の政令で定める技術的基準は、次に掲げる基準に適合する構造方法又はこれと

同等以上に擁壁の破壊及び転倒を防止することができるものとして国土交通大臣が定め

た構造方法を用いることとする。 

一 鉄筋コンクリート造、石造その他これらに類する腐食しない材料を用いた構造とする

こと。 

二 石造の擁壁にあっては、コンクリートを用いて裏込めし、石と石とを十分に結合する

こと。 

三 擁壁の裏面の排水を良くするため、水抜穴を設け、かつ、擁壁の裏面の水抜穴の周辺

に砂利その他これに類するものを詰めること。 

四 次項において準用する規定（第７章の８(第 136 条の６を除く。)の規定を除く。)に適

合する構造方法を用いること。 

五 その用いる構造方法が、国土交通大臣が定める基準に従った構造計算によって確かめ

られる安全性を有すること。 

２ 擁壁については、第 36 条の３、第 37 条、第 38 条、第 39 条第１項及び第２項、第 51 条

第１項、第 62 条、第 71 条第１項、第 72 条、第 73 条第１項、第 74 条、第 75 条、第 79

条、第 80 条（第 51 条第１項、第 62 条、第 71 条第１項、第 72 条、第 74 条及び第 75 条

の準用に関する部分に限る。）、第 80 条の２並びに第７章の８(第 136 条の６を除く。)の

規定を準用する。 
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2.3.5.2 鉄筋コンクリート造等擁壁の設計及び施工 

【政令】 

（鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造） 

第９条 前条第１項第二号の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁の構造は、構造

計算によって次の各号のいずれにも該当することを確かめたものでなければならない。 

一 土圧、水圧及び自重（以下この条及び第 14 条第二号ロにおいて「土圧等」という。）によっ

て擁壁が破壊されないこと。 

二 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 

三 土圧等によって擁壁の基礎が滑らないこと。 

四 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

２ 前項の構造計算は、次に定めるところによらなければならない。 

一 土圧等によって擁壁の各部に生ずる応力度が、擁壁の材料である鋼材又はコンクリートの

許容応力度を超えないことを確かめること。 

二 土圧等による擁壁の転倒モーメントが擁壁の安定モーメントの３分の２以下であることを

確かめること。 

三 土圧等による擁壁の基礎の滑り出す力が擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他

の抵抗力の３分の２以下であることを確かめること。 

四 土圧等によって擁壁の地盤に生ずる応力度が当該地盤の許容応力度を超えないことを確か

めること。ただし、基礎ぐいを用いた場合においては、土圧等によって基礎ぐいに生ずる応力

が基礎ぐいの許容支持力を超えないことを確かめること。 

３ 前項の構造計算に必要な数値は、次に定めるところによらなければならない。 

一 土圧等については、実況に応じて計算された数値。ただし、盛土の場合の土圧については、

盛土の土質に応じ別表第２の単位体積重量及び土圧係数を用いて計算された数値を用いるこ

とができる。 

二 鋼材、コンクリート及び地盤の許容応力度並びに基礎ぐいの許容支持力については、建築基

準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 90 条（表１を除く。）、第 91 条、第 93 条及び第 94

条中長期に生ずる力に対する許容応力度及び許容支持力に関する部分の例により計算された

数値 

三 擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他の抵抗力については、実況に応じて計算

された数値。ただし、その地盤の土質に応じ別表第３の摩擦係数を用いて計算された数値を用

いることができる。 

 

（設置しなければならない擁壁についての建築基準法施行令の準用） 

第 11 条 第８条第１項第一号の規定により設置される擁壁については、建築基準法施行令第 36

条の３から第 39 条まで、第 52 条（第３項を除く。）、第 72 条から第 75 条まで及び第 79 条の規

定を準用する。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準） 

第 30 条 法第 31 条第１項（法第 35 条第３項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の政令で定める特定盛土等に関する工事の技術的基準については、第７条から第 17 条まで及び

第 20 条の規定を準用する。この場合において、第 13 条中「第 12 条第１項又は第 16 条第１項」

とあるのは「第 30 条第１項又は第 35 条第１項」と、第 15 条第２項第二号中「地表面」とある

のは「地表面及び農地等（法第２条第一号に規定する農地等をいう。）における植物の生育が確

保される部分の地表面」と読み替えるものとする。 
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別表第２（第９条、第 30 条、第 35 条関係） 

土質 
単位体積重量 

（１立方メートルにつき） 
土圧係数 

砂利又は砂 1.8 トン 0.35 

砂質土 1.7 トン 0.40 

シルト、粘土又は 

それらを多量に含む土 
1.6 トン 0.50 

 

別表第３（第９条、第 30 条、第 35 条関係） 

土質 摩擦係数 

岩、岩屑、砂利又は砂 0.5 

砂質土 0.4 

シルト、粘土又はそれらを多量に含む土（擁壁の基礎底面から少

なくとも 15 センチメートルまでの深さの土を砂利又は砂に置き

換えた場合に限る。） 

0.3 

  

 

(１) 鉄筋コンクリート造等擁壁の設計上の一般的留意事項 

鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造擁壁（以下「鉄筋コンクリート造等擁壁」という。）

の設計にあたっては、土質条件、荷重条件等の設計条件を的確に設定した上で常時及び地震時に

おける擁壁の要求性能を満足するように、次の各事項についての安全性を検討するものとしま

す。 

① 土圧、水圧、自重等（以下「土圧等」という。）によって擁壁が破壊されないこと。 

② 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 

③ 土圧等によって擁壁の基礎が滑らないこと。 

④ 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

 

(２) 鉄筋コンクリート造等擁壁の照査事項 

常時及び地震時における擁壁の照査事項は、次の各事項のとおりとします。 

地震時の照査は、擁壁で覆う崖の高さが２ｍを超える場合に実施してください。 

① 常時の照査事項 

ア) 擁壁全体の安定モーメントが、転倒モーメントの 1.5 倍以上であること。 

イ) 擁壁底面における滑動抵抗力が、滑動外力の 1.5 倍以上であること。 

ウ) 最大設置圧が、地盤の長期許容支持力以下であること。 

エ) 擁壁躯体の各部に作用する応力度が、材料の長期許容応力度内に収まっていること。 

② 中地震時の照査事項 

擁壁躯体の各部に作用する応力度が、材料の短期許容応力度内に収まっていること。 

③ 大地震時の照査事項 

ア) 擁壁全体の抵抗モーメントが、転倒モーメントの 1.0 倍以上であること。 

イ) 擁壁底面における滑動抵抗力が、滑動外力の 1.0 倍以上であること。 

ウ) 最大設置圧が、地盤の極限支持力以下であること。 

エ) 擁壁躯体の各部に作用する応力度が、材料の設計基準強度内に収まっていること。 
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表 2.15 照査事項（安全率Ｆs）一覧 

照査項目 常 時 中地震時 大地震時 

転 倒 1.5 － 1.0 

滑 動 1.5 － 1.0 

支持力 3.0 － 1.0 

部材応力 長期許容応力度内 短期許容応力度内 設計基準強度内 

 

(３) 鉄筋コンクリート造等擁壁に作用する土圧等の考え方 

① 擁壁に作用する土圧は、擁壁背面の地盤の状況にあわせて算出してください。 

② 擁壁に作用する水圧は、擁壁設置箇所の地下水位を想定して擁壁背面に静水圧として作用さ

せるものとしますが、水抜き穴等の排水処理を規定どおり施工し、地下水位の上昇が想定され

ない場合は、考慮しなくてもよい。 

③ 擁壁に作用する積載荷重について、一般的な戸建住宅の建築の用に供する土地である場合は

５～10kN/㎡程度の等分布荷重を、道路に供する土地である場合は 10kN/㎡の等分布荷重を標

準とし、その他の土地利用を想定する場合は、擁壁背面の地盤上にある建築物、作物及び積雪

等を考慮し、適切に設定してください。なお、政令第９条別表第２（土質に応じた土圧係数）

を用いる場合は、土圧係数に５kN/㎡程度の積載荷重が含まれていることに留意してください。 

④ 片持梁式擁壁の設計に用いる自重には、躯体のほか、底版上にある土砂の質量を含みます。 

⑤ 擁壁の天端にフェンス等を直接設ける場合は、実状に応じて適切なフェンス荷重等を考慮し

てください。 

⑥ ガードレール等の車両用防護柵を擁壁の天端に直接設ける場合、又は擁壁の背面に近接して

設ける場合は、実情に応じて適切な衝突荷重等を考慮してください。ただし、擁壁と防護柵の

支柱との間に適切な間隔を設ける等、擁壁に衝突荷重の影響が及ばないように配慮されてい

る場合は、この限りではありません。 
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(４) 盛土部の土圧計算法 

盛土部は、裏込め地盤が均一であるという前提のもと、クーロンの土圧計算式で計算すること

を標準とします。 

ただし、擁壁背面の地表面勾配βが背面土の内部摩擦角φより大きい場合等、クーロンの土圧

計算式が適用できない場合は、試行くさび法により計算します。 

また、土圧係数は、クーロンの土圧係数の式により算定することを標準とし、「図 2.30 別表

第２の土圧係数を使用できる条件の考え方」に該当する場合に限り、盛土規制法施行令別表第２

の土圧係数を使用できます。 

① クーロンの土圧 

［クーロンの土圧計算式］ 

Ｐ ＝ 
 １ 

 ２ 
 Ｋ・γ・(Ｈ＋ｈ)2 

Ｐ：主働土圧（kN/ｍ） 

Ｋ：土圧係数 

γ：背面土の単位体積重量（kN/ｍ3） 

Ｈ：擁壁の高さ（仮想背面を考える場合はその高さ）（ｍ） 

ｈ：積載荷重による換算高さ（＝ｑ/γ）（ｍ） 

ｑ：擁壁上端に続く地表面の積載荷重（kN/㎡） 

［クーロンの土圧係数の式］ 

Ｋ ＝ 
cos2(φ－α) 

 cos2α・cos(α＋δ) { １＋√
 sin(φ＋δ)・sin(φ－β) 

 cos(α＋β)・cos(α－β) 
}

2
 

Ｋ：土圧係数 

φ：背面土の内部摩擦角（°） 

δ：壁面摩擦角（°） 

α：擁壁背面が鉛直面となす角度（°） 

β：擁壁上端に続く地表面が水平面となす角度（°） 

 

② 試行くさび法による土圧 

Ｐ ＝ 
 Ｗ・sin(ω－φ) 

 cos(ω－φ－α－δ) 
 

Ｐ：主働土圧（kN/ｍ） 

Ｗ：土くさび重量とそれに作用する地表面の積載荷重（kN/ｍ） 

ω：仮定したすべり面が水平面となす角度（°） 

φ：背面土の内部摩擦角（°） 

δ：壁面摩擦角（°） 

α：擁壁背面が鉛直面となす角度（°） 
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(５) 切土部の土圧計算法 

切土部は、擁壁の背後に裏込め土と性質の異なる地山の切土面が近接し、擁壁のかかとから引

いた仮想すべり面が切土面と交わり、切土面に沿って折れ曲がるようなすべりが生じるものと

して、試行くさび法により計算します。 

切土面の位置及び勾配、法面の粗度、湧水及び地下水の状況等に応じて、適切に算定してくだ

さい。 

なお、切土面が安定していない場合は、地山の影響についても考慮し、土圧を計算する必要が

あります。 

Ｐ ＝ 
sin(ω－φ＋λ)

 cos(ω－φ－δ－α)・cosλ 
 (Ｗ1＋Ｘsinδ1) 

Ｘ ＝ 
sin(ε－δ')

 cos(ε－δ'－δ1) 
・Ｗ2

 

λ ＝ tan-1 [
Ｘcosδ1

 Ｗ1＋Ｘsinδ1 
] 

Ｐ：主働土圧（kN/ｍ） 

ω：仮定したすべり面が水平面となす角度（°） 

φ：裏込め土の内部摩擦角（°） 

δ：擁壁背面又は仮想背面の壁面摩擦角（°） 

δ'：裏込め土と地山の境界面における摩擦角（°） 

δ1：仮定したすべり面と地山が交差する点から地表面に向けて垂直に引いた仮想背

面の摩擦角（°）。擁壁上端に続く地表面が水平面となす角度βが、裏込め土の

内部摩擦角φより大きいときはδ1＝φ、φ以下であるときはδ1＝βとします。 

α：擁壁背面が鉛直面となす角度（°） 

ε：切土面が水平面となす角度（°） 

 

表 2.16 裏込め土と地山の境界面における摩擦角δ'の目安 

裏込め土と地山の境界面の状態 摩擦角δ' 

軟岩以上で比較的均一な平面である場合 ２φ/３ 

切土面が粗であるか段切りなどの処理が施され、粗とみなし得る場合 φ/２ 

注）当該値は切土部の土圧の大きさにかなり影響することから、上表に目安にしつつ、地

山の地質や表面状態を踏まえ、慎重に決定してください。 
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(６) 地震時の土圧計算法 

地震時土圧は、試行くさび法又は土圧公式のいずれかによって求めます。 

 

① 試行くさび法による地震時土圧の算定 

試行くさび法を用いる場合は、土くさびに水平方向の地震時慣性力を作用させます。 

算定式については、「盛土等防災マニュアルの解説」を参照してください。 

 

② 土圧公式による地震時土圧の算定 

土圧公式を用いる場合は、岡部・物部式によって求めます。 

ＰEA ＝ 
 １ 

 ２ 
 ＫEA・γ・(Ｈ＋ｈ)2 

 

ＫEA ＝ 
cos2(φ－α－θ) 

 cosθ・cos2α・cos(δ＋α＋θ) { １＋√
 sin(φ＋δ)・sin(φ－β－θ) 

 cos(α－δ)・cos(δ＋α＋θ) 
}

2
 

ＰEA：地震時全主働土圧（kN/ｍ） 

ＫEA：地震時主働土圧係数 

γ：背面土の単位体積重量（kN/ｍ3） 

Ｈ：擁壁の高さ（仮想背面を考える場合はその高さ）（ｍ） 

ｈ：積載荷重による換算高さ（＝ｑ/γ）（ｍ） 

ｑ：擁壁上端に続く地表面の積載荷重（kN/㎡） 

φ：背面土の内部摩擦角（°） 

δ：壁面摩擦角（°） 

α：擁壁背面が鉛直面となす角度（°） 

β：擁壁上端に続く地表面が水平面となす角度（°） 

θ：地震合成角（＝tan-1Ｋh）（°） 

Ｋh：設計水平震度 
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(７) 土圧の作用位置等 

土圧の作用面は原則として擁壁の躯体コンクリート背面とし、背面が平面でない場合や片持

梁式擁壁等で裏込め土の一部が躯体と一体となって挙動する場合には、仮想背面を設定して土

圧を算定します。 

 

① 重力式擁壁及びもたれ式擁壁における土圧の作用位置 

重力式擁壁及びもたれ式擁壁における土圧の作用位置等は下表のとおりとし、土圧の作用方

向は、土圧作用面の垂直線から、鉛直荷重が増加するように壁面摩擦角を取った方向とします。 

表 2.17 重力式擁壁及びもたれ式擁壁における土圧作用位置等 

検討の種類 
底版の

有無 
土圧作用面 

土圧の作用

位置 

透水 

マット 

土圧作用面

の状態 

壁面摩擦角 

常時 地震時 

部材応力 

擁壁の安定性 

無 
躯体コンク

リート背面 
擁壁背面の

下端から背

面の高さの

１/３ 

無 
土とコンク

リート 
２φ/３ 

φ/２ 

有 
土と透水マ

ット 
φ/２ 

有 

擁壁天端の

最後方点と

底版かかと

下端を結ぶ

仮想背面 

－ 土と土 別途考慮 

 

② 片持梁式擁壁における土圧の作用位置等 

片持梁式擁壁における土圧の作用位置等は下表のとおりとし、土圧の作用方向は、土圧作用面

の垂直線から、鉛直荷重が増加するように壁面摩擦角を取った方向とします。 

表 2.18 片持梁式擁壁における土圧作用位置等 

検討の種類 土圧作用面 
土圧の 

作用位置 

透水 

マット 
土圧作用面の状態 

壁面摩擦角 

常時 地震時 

縦壁の部材応力 
縦壁の躯体コン

クリート背面 

縦壁の下端から

縦壁の高さの 

１/３ 

無 土とコンクリート ２φ/３ 

φ/２ 
有 土と透水マット φ/２ 

底版の部材応力 

擁壁の安定性 

底版かかと端部

と地表面を結ぶ

鉛直の仮想背面 

擁壁背面の下端

から仮想背面の

高さの１/３ 

－ 土と土 ※１ ※２ 

※１ 擁壁背面の地盤面が傾斜している場合は地表面勾配β、擁壁背面の地表面が傾斜し途中

で水平になる場合は想定すべり面により補正したβ、擁壁背面の地表面が水平になる場

合は 0°とします。なお、β＞φのときはδ＝φとします。 

※２ 仮想背面における地震時の壁面摩擦角は次式により求めます。 

tanδ ＝ 
sinφ・sin(θ＋Δ－β)

１－sinφ・cos(θ＋Δ－β)
 

sinΔ ＝ 
sin(β＋θ)

sinφ
 

δ：壁面摩擦角 

φ：土の内部摩擦角 

θ：地震時合成角（＝tan-1 Ｋh） 

Ｋh：設計水平震度 

β：地表面勾配（ただし、地震時壁面摩擦角の算定においてβ＋θ≧φのときはδ＝

φとします） 
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(８) 地震時荷重 

設計に用いる地震時荷重は、以下の①又は②の大きい方とします。 

ただし、盛土規制法施行令別表第２及び第３を用いる場合は、擁壁の自重に起因する地震時慣

性力と別表第２の土圧係数を用います。 

① 地震時土圧による荷重 

② 擁壁の自重に起因する地震時慣性力に常時の土圧を加えた荷重 

 

(９) 設計水平震度 

設計水平震度は、次式により算定します。 

Ｋh ＝ Ｃz・ｋ0 

Ｋh：設計水平震度 

Ｃz：地域別補正係数（建築基準法施行令第 88 条第１項に規定するＺの数値であり、

本市は 1.0） 

ｋ0：標準設計水平震度（中規模地震動で 0.20、大規模地震動で 0.25） 

 

(10) 地盤の許容応力度 

地盤の許容応力度は、建築基準法施行令第 93 条及び「地盤の許容応力度及び基礎ぐいの許容

支持力を求めるための地盤調査の方法並びにその結果に基づき地盤の許容応力度及び基礎ぐい

の許容支持力を定める方法等を定める件」（平成 13 年国土交通省告示第 1113 号）に基づき地盤

調査を行い、算定する必要があります。 

なお、上記告示に定める地盤調査の方法は、ボーリング調査、標準貫入試験、静的貫入試験、

ベーン試験、土質試験、物理探査、平板載荷試験、載荷試験、くい打ち試験及び引抜き試験です。 

 

① 支持力式による算定 

基礎地盤の土質定数及び基礎形状等により、次式で求めます。式に用いる地盤の粘着力及

び内部摩擦角は、基礎地盤から採取した不撹乱資料の土質試験（三軸圧縮試験等）結果によ

り直接求めた値を用いてください。 

長期 ｑa ＝ １/３ (ｉc・α・ｃ・Ｎc＋ｉγ・β・γ1・Ｂ・Ｎγ＋ｉq・γ2・Ｄf・Ｎq) 

短期 ｑa ＝ ２/３ (ｉc・α・ｃ・Ｎc＋ｉγ・β・γ1・Ｂ・Ｎγ＋ｉq・γ2・Ｄf・Ｎq) 

ｑa：地盤の許容応力度（kN/㎡） 

ｉc,ｉγ,ｉq：基礎に作用する荷重の傾斜に応じた補正係数 

ｉc＝ｉq＝(１－θ/90)2 

ｉγ＝(１－θ/φ)2 

θ：基礎に作用する荷重の鉛直方向に対する傾斜角（°） 

θ≦φとし、θがφを超える場合はφとします。 

φ：地盤の特性によって求めた内部摩擦角（°） 

α,β：基礎荷重面の形状に応じた係数（表 2.19） 

Ｂ：基礎荷重面の短辺又は短径（ｍ） 

Ｌ：基礎荷重面の長辺又は長径（ｍ） 

ｃ：基礎荷重面下の地盤の粘着力（kN/㎡） 

Ｎc,Ｎγ,Ｎq：地盤の内部摩擦角に応じた支持力係数（表 2.20） 

γ1：基礎荷重面下の地盤の単位体積重量（kN/ｍ3） 

γ2：基礎荷重面より上の根入れ部分の土の平均単位体積重量（kN/ｍ3） 

γ1、γ2とも地下水位以下の場合は水中単位体積重量とします。 

Ｄf：根入れの深さ（ｍ） 
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表 2.19 基礎荷重面の形状に応じた係数 

基礎底面の形状 円形以外 円形 

α 1.0＋0.2×Ｂ/Ｌ 1.2 

β 0.5－0.2×Ｂ/Ｌ 0.3 

 

表 2.20 地盤の内部摩擦角に応じた支持力係数 

内部摩擦角 

支持力係数 
０° ５℃ 10° 15° 20° 25° 28° 32° 36° 

40°

以上 

Ｎc 5.1 6.5 8.3 11.0 14.8 20.7 25.8 35.5 50.6 75.3 

Ｎγ 0.0 0.1 0.4 1.1 2.9 6.8 11.2 22.0 44.4 93.7 

Ｎq 1.0 1.6 2.5 3.9 6.4 10.7 14.7 23.2 37.8 64.2 

上表以外の内部摩擦角においては、表に掲げる数値を直線的に補間して求めます。 

 

② 平板載荷試験による算定 

長期 ｑa ＝ ｑt＋１/３・Ｎ'・γ2・Ｄf 

短期 ｑa ＝ ２・ｑt＋１/３・Ｎ'・γ2・Ｄf 

ｑa：地盤の許容応力度（kN/㎡） 

ｑt：平板載荷試験による降伏荷重度の１/２の数値又は極限応力度の１/３の数値の

うちいずれか小さい数値（kN/㎡） 

Ｎ'：基礎荷重面下の地盤の種類に応じた係数（表 2.21） 

γ2：基礎荷重面より上の根入れ部分の土の平均単位体積重量（地下水位以下の場合

は水中単位体積重量）（kN/ｍ3） 

Ｄf：根入れの深さ（ｍ） 

 

表 2.21 基礎荷重面下の地盤の種類に応じた係数 

密実な砂質地盤 
砂質地盤 

（密実なものを除く） 
粘土質地盤 

12 ６ ３ 

 

③ 建築基準法施行令第 93 条の表による値 

擁壁高さ５ｍ以下の工事においては、地盤調査の結果に基づき建築基準法施行令第 93 条

の表による値を用いることができます。 

表 2.22 建築基準法施行令第 93 条の表 

地盤 
長期に生ずる力に対する 

許容応力度（単位 kN/㎡） 

短期に生ずる力に対する 

許容応力度 

岩盤 1,000 

長期に生ずる力に対する

許容応力度のそれぞれの

数値の２倍 

固結した砂 500 

土丹盤 300 

密実な礫層 300 

密実な砂質地盤 200 

砂質地盤(地震時に液状化の

おそれのないものに限る。) 
50 

堅い粘土質地盤 100 

粘土質地盤 20 

堅いローム層 100 

ローム層 50 
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(11) 鉄筋コンクリート造等擁壁の安定性検討 

① 転倒に対する検討 

擁壁の転倒に対しては、次の各事項を満足する必要があります。 

ア) 次式により求める転倒に対する安全率 Fs が、照査事項に示す安全率以上であること。 

転倒安全率Ｆs ＝ 
Ｍr

Ｍo
 

Ｍr：抵抗モーメント（kN・ｍ） 

Ｍo：転倒モーメント（kN・ｍ） 

イ) 合力Ｒの作用点から基礎下面中央までの距離（偏心距離）が、「表 2.23 合力の偏心距離」

に示す偏心距離を満足すること。 

表 2.23 合力の偏心距離 

検討事象 偏心距離 

常 時 基礎下面幅の１/６以下 

大地震時 基礎下面幅の１/２以下 

 

② 滑動に対する検討 

ア) 次式により求める滑動に対する安全率 Fs が、照査事項に示す安全率以上である必要があ

ります。計算の結果、安全率 Fs が所定の安全率を確保できない場合は、原則として基礎

下面幅を大きくして安定させてください。 

滑動安全率 Fs ＝ 
滑動に対する抵抗力

滑動力
 ＝ 

ＲV・μ＋ＣB・Ｂ

ＲH

 

ＲV：基礎下面における全鉛直荷重（kN/ｍ） 

ＲH：基礎下面における全水平荷重（kN/ｍ） 

μ：基礎下面と基礎地盤の間の摩擦係数 

ＣB：基礎下面と基礎地盤の間の粘着力（kN/ｍ） 

ＣB＝０（ゼロ）と考え、摩擦係数μにその影響を含めたものとして取り扱いま

す。 

Ｂ：基礎下面幅（ｍ） 

イ) 擁壁前面の受動土圧は、原則として考慮しないでください。 

ウ) 突起は、擁壁の基礎地盤が岩盤等で支持力が十分に期待できる場合において、滑動安全率

のみが所定の安全率を満足しない場合に、次の各事項の条件のもとで検討することがで

きます。 

・突起の高さは、基礎下面幅に対して 0.10～0.15 の範囲とします。 

・基礎下面幅は、突起を設けない状態でも滑動に対する安全率 1.0 を確保できる幅と

します。 

・突起の位置は、擁壁の背面側に設けます。 

・突起は、硬質地盤（堅固な地盤や岩盤）に対して適用することを原則とします。 
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(12) 片持梁式擁壁の部材設計 

① たて壁 

たて壁は、底版との接合部分を固定端とする片持梁とみなして設計します。 

たて壁に作用する外力である土圧の水平方向成分をもとに、曲げモーメントとせん断力を求

めます。土圧の鉛直方向成分とたて壁の自重は無視します。 

 

② かかと版 

かかと版は、たて壁との接合部分を固定端とする片持梁とみなして設計します。 

かかと版に作用する外力として、地表面の積載荷重（常時）、かかと版上の土の重量、仮想背

面に作用する土圧の鉛直方向成分、かかと版の自重及び地盤反力又は杭の反力を考慮します。 

かかと版に作用する外力をもとに算定したかかと版つけ根の曲げモーメントが、たて壁つけ

根の曲げモーメントを超える場合は、たて壁つけ根の曲げモーメントをかかと版の設計曲げモ

ーメントとします。 

せん断力は、かかと版に作用する外力により求めた値とします。 

 

③ つま先版 

つま先版は、たて壁との接合部分を固定端とする片持梁とみなして設計します。 

つま先版に作用する外力として、つま先版の自重及び地盤反力又は杭の反力を考慮し、つま先

版上の土の重量は無視します。 

 

(13) 土質定数 

土質定数は、原則として土質調査及び原位置試験により求めた値とします。 

 

① 土の単位体積重量 

土の単位体積重量は、土質試験により想定される含水状態の値を求めます。 

ただし、これによることが適当でない場合や小規模な工事等においては、盛土規制法施行令別

表第２の値を用いることができます。 

なお、別表第２の土圧係数を使用できる条件は、背面土の勾配を 90°以下、余盛等の勾配を

30°以下及び高さを１ｍ以下とし、かつ擁壁の上端に続く地盤面の積載荷重が５kN/㎡以下であ

る場合に限ります。 

表 2.24 盛土規制法施行令別表第２（第９条、第 30 条、第 35 条関係） 

土質 単位体積重量 土圧係数 

砂利又は砂 1.8ｔ/ｍ3 0.35 

砂質土 1.7ｔ/ｍ3 0.40 

シルト、粘土又はそれらを多量に含む土 1.6ｔ/ｍ3 0.50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.30 別表第２の土圧係数を使用できる条件の考え方 

  

ａ 

ｂ 
ｈ 背面土の勾配ａ：90°以下 

余盛等の勾配ｂ：30°以下 

余盛等の高さｈ：１ｍ以下 

積載荷重Ｗ：５kN/㎡以下 

Ｗ 
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② 土の内部摩擦角 

土の内部摩擦角は、三軸圧縮試験により求めます。 

ただし、内部摩擦角を三軸圧縮試験により直接求めることができない場合又は小規模な工事

である場合は、土の粒度試験を行い、その土質に応じて、「表 2.25 裏込め土・盛土の強度定数

（道路土工－擁壁工指針）」の値（せん断抵抗角）を用いることができます。 

なお、「表 2.25 裏込め土・盛土の強度定数（道路土工－擁壁工指針）」を用いる場合は、粘着

力ｃを無視します。 

 

表 2.25 裏込め土・盛土の強度定数（道路土工－擁壁工指針） 

裏込め土・盛土の種類 せん断抵抗角 

礫質土（細粒分が少ない砂を含む） 35° 

砂質土（細粒分が少ない砂を除く） 30° 

粘性土 25° 

 

(14) 鉄筋コンクリート造等擁壁の基礎下面と基礎地盤との摩擦係数 

擁壁の基礎下面と基礎地盤との摩擦係数μは、原則として三軸圧縮試験等の土質試験結果に

基づき、次式により求めます。 

 

μ＝tanφ 

φ：基礎地盤の内部摩擦角 

 

ただし、基礎地盤が土である場合は、μは 0.6 を超えないものとします。 

また、これによることが適当でない場合や小規模な工事等においては、盛土規制法施行令別表

第３の値を用いることができます。 

 

表 2.26 盛土規制法施行令別表第３（第９条、第 30 条、第 35 条関係） 

土質 摩擦係数 

岩、岩屑、砂利又は砂 0.5 

砂質土 0.4 

シルト、粘土又はそれらを多量に含む土（擁壁の基礎底面

から少なくとも 15cm までの深さの土を砂利又は砂に置き

換えた場合に限る。） 

0.3 
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(15) 使用材料の許容応力度 

① 異形鉄筋の許容応力度 

異形鉄筋の許容応力度は、建築基準法施行令第 90 条及び「鋼材等及び溶接部の許容応力度並

びに材料強度の基準強度を定める件」（平成 12 年建設省告示第 2464 号）に基づき、下表の値を

用いてください。 

表 2.27 異形鉄筋の許容応力度 

鉄筋径 鉄筋の種類 

長期に生ずる力に対する 

許容応力度（単位 N/mm2） 

短期に生ずる力に対する 

許容応力度（単位 N/mm2） 

圧縮・引張 せん断補強 圧縮・引張 せん断補強 

28mm 以下 

SD295A、SD295B 195 

195 

295 295 

SD345 
215 

345 345 

SD390 390 390 

28mm を 

超えるもの 

SD295A、SD295B 

195 195 

295 295 

SD345 345 345 

SD390 390 390 

 

② コンクリートの許容応力度 

コンクリートの許容応力度は、建築基準法施行令第 91 条及び「コンクリートの付着、引張り

及びせん断に対する許容応力度及び材料強度を定める件」（平成 12 年建設省告示第 1450 号）に

基づき、下表の値を用いてください。 

表 2.28 コンクリートの許容応力度 

設計基準強度 

（単位 N/mm2） 

長期に生ずる力に対する 

許容応力度（単位 N/mm2） 

短期に生ずる力に対する 

許容応力度（単位 N/mm2） 

圧縮 引張・せん断 圧縮 引張・せん断 

18 ６ 0.6 12 1.2 

21 ７ 0.7 14 1.4 

24 ８ 0.73 16 1.46 

 

表 2.29 コンクリートの許容付着応力度 

設計基準強度 

（単位 N/mm2） 

長期に生ずる力に対する 

許容応力度（単位 N/mm2） 

短期に生ずる力に対する 

許容応力度（単位 N/mm2） 

異形鉄筋をはりの 

上端に使用する場合 

その他

の場合 

異形鉄筋をはりの 

上端に使用する場合 

その他

の場合 

18 1.2 1.8 2.4 3.6 

21 1.4 2.1 2.8 4.2 

24 1.54 2.31 3.08 4.62 

 

③ 特殊な許容応力度 

特殊な細部構造を用いる場合の許容応力度については、建築基準法施行令第 94 条及び「特殊

な許容応力度及び特殊な材料強度を定める件」（平成 13 年国土交通省告示第 1024 号）に基づき、

許容応力度を定めてください。 
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(16) 配筋 

① 断面に作用する曲げモーメントに直接抵抗するための鉄筋である主鉄筋については、原則と

して構造計算に基づき鉄筋量を決定してください。 

② 鉄筋の配置にあたっては、所定のかぶりを残して主要な鉄筋をコンクリート壁体内の表面近

くに配置してください。なお、鉄筋の最大配置間隔は、主鉄筋で 30cm 以下、配力・用心鉄筋

で 40cm 以下とします。 

③ 鉄筋のかぶり厚さは、政令第 11 条の規定に基づき、建築基準法施行令第 79 条を適用し、鉛直

壁で４cm 以上、底版で６cm 以上とします。 

 

表 2.30 鉄筋のかぶり厚さ（建築基準法施行令第 79 条） 

部  材 かぶり厚さ 

耐力壁以外の壁又は床 ２cm 以上 

耐力壁、柱又ははり ３cm 以上 

直接土に接する壁、柱、床若しくは 

はり又は布基礎の立上り部分 
４cm 以上 

基礎(布基礎の立上り部分及び 

捨コンクリートの部分を除く。) 
６cm 以上 

図 2.31 鉄筋のかぶり厚さ 

 

 (17) 鉄筋コンクリート造等擁壁の施工上の留意事項 

鉄筋コンクリート造等擁壁の施工にあたっては、次の各事項に留意してください。 

① 床掘 

床掘にあたっては、できるだけ地盤を乱さないように慎重に施工します。 

② 地盤（地耐力等） 

土質試験等により基礎地盤が設計条件を満足することを確認します。 

擁壁を設置する基礎地盤について土質試験を行い、地盤が設計条件を満足するか否かを

確認します。試験結果が、設計条件と相違する場合は設計内容（基礎構造等）を再検討しま

す。 

③ 鉄筋の継手及び定着 

主鉄筋の継手部の重ね長さ及び末端部の定着処理を確実に行います。 

主鉄筋の継手は、構造物における引張力の最も小さい部分に設け、継手の重ね長さは、溶

接する場合を除き主鉄筋の径の 25 倍以上とします。ただし、主鉄筋の継手を引張力の最も

小さい部分に設けることのできない場合は、その重ね長さを主鉄筋の径の 40 倍以上としま

す。 

主鉄筋の継手は、同一断面に集めないよう千鳥配置にします。 

基礎フーチングと鉛直壁との境目に鉄筋の継手が生じないように注意します。 

 

④ コンクリート打設、打継ぎ、養生等 

コンクリートは、密実かつ均質で十分な強度を有するよう、打設、打継ぎ及び養生等を適

切に行います。 

 

ア) 打設及び締固め 

・打込み前に鉄筋及び型枠等が設計で定められたとおりに配置されていることを確

認します。また、コンクリート中に雑物が混入しないように、あらかじめ型枠内を

清掃、点検します。 

  

かぶり厚  

かぶり厚 

鉄筋 

コンクリート表面 
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・一作業区画内のコンクリートは、打込みが完了するまで連続して打込み、表面はほ

ぼ水平になるように打ちます。なお、２層以上に分けて打込む場合は、上層のコン

クリートの打込みは、原則として下層のコンクリートが固まり始める前に行い、上

層と下層のコンクリートが一体となるように入念に施工します。 

イ) 打継ぎ 

・コンクリートを打継ぐ場合には、旧コンクリートの表面のレイタンス、品質の悪い

コンクリート、緩んだ骨材粒などを取り除き、十分に吸水させます。 

・打継目は、できるだけせん断力の小さい位置に設け、打継ぎ面を部材の圧縮力の作

用する方向と直角にします。 

ウ) 養生 

・コンクリートは、打込み後、硬化を始めるまで、日光の直射、風等による水分の逸

散を防ぎます。 

・表面を荒らさないで作業ができる程度に硬化したら、コンクリートの露出面は養生

用マット又は布等を濡らしたもので覆うか、若しくは散水を行うなどして湿潤状

態に保ちます。 

・コンクリートは、養生期間中に予想される急激な温度変化、振動、衝撃、荷重等の

有害な作用からこれを保護しなければなりません。 

エ) 供試体 

・コンクリートの打込み時には、必ず圧縮強度試験用の供試体を作成し、圧縮強度試

験を行います。圧縮強度試験は、コンクリートの品質を確かめるために必要であり、

JIS A1108「コンクリートの圧縮強度試験方法」に定められた試験方法によって圧

縮強度を求めます。 

 

⑤ 擁壁背面の埋め戻し 

擁壁背面の裏込め土の埋め戻しは、所定の型枠存置期間が経過し、かつ所定のコンクリー

ト強度が確認されてから行い、沈下等が生じないように十分に締固めます。 

なお、型枠存置期間は、建築基準法施行令第 76 条第 2 項及び「現場打コンクリートの型

わく及び支柱の取りはずしに関する基準」（昭和 46 年建設省告示第 110 号）に基づき、下表

の値以上としてください。 

表 2.31 基礎、柱及び壁における型枠存置日数 

セメントの種類 

存置日数及び存置期間中の平均気温 
コンクリート

の圧縮強度 15℃以上 
５℃以上 

15℃未満 
５℃未満 

早強ポルトランドセメント ２日 ３日 ５日 

５Ｎ/mm2 

普通ポルトランドセメント 

高炉セメントＡ種 

フライアッシュセメントＡ種 

シリカセメントＡ種 

３日 ５日 ８日 

高炉セメントＢ種 

フライアッシュセメントＢ種 

シリカセメントＢ種 

５日 ７日 10 日 
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2.3.5.3 練積み造擁壁の設計及び施工 

【政令】 

（練積み造の擁壁の構造） 

第 10 条 第８条第１項第二号の間知石練積み造その他の練積み造の擁壁の構造は、次に定めると

ころによらなければならない。 

一 擁壁の勾配、高さ及び下端部分の厚さ（第１条第四項に規定する擁壁の前面の下端以下の擁

壁の部分の厚さをいう。別表第４において同じ。）が、崖の土質に応じ別表第４に定める基準

に適合し、かつ、擁壁の上端の厚さが、擁壁の設置される地盤の土質が、同表上欄の第１種又

は第２種に該当するものであるときは 40 センチメートル以上、その他のものであるときは 70

センチメートル以上であること。 

二 石材その他の組積材は、控え長さを 30 センチメートル以上とし、コンクリートを用いて一

体の擁壁とし、かつ、その背面に栗(くり)石、砂利又は砂利混じり砂で有効に裏込めするこ

と。 

三 前二号に定めるところによっても、崖の状況等によりはらみ出しその他の破壊のおそれが

あるときは、適当な間隔に鉄筋コンクリート造の控え壁を設ける等必要な措置を講ずること。 

四 擁壁を岩盤に接着して設置する場合を除き、擁壁の前面の根入れの深さは、擁壁の設置され

る地盤の土質が、別表第４上欄の第１種又は第２種に該当するものであるときは擁壁の高さ

の 100 分の 15（その値が 35 センチメートルに満たないときは、35 センチメートル）以上、

その他のものであるときは擁壁の高さの 100 分の 20（その値が 45 センチメートルに満たない

ときは、45 センチメートル）以上とし、かつ、擁壁には、一体の鉄筋コンクリート造又は無

筋コンクリート造で、擁壁の滑り及び沈下に対して安全である基礎を設けること。 

 

（設置しなければならない擁壁についての建築基準法施行令の準用） 

第 11 条 第８条第１項第一号の規定により設置される擁壁については、建築基準法施行令第 36

条の３から第 39 条まで、第 52 条（第３項を除く。）、第 72 条から第 75 条まで及び第 79 条の規

定を準用する。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準） 

第 30 条 法第 31 条第１項（法第 35 条第３項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の政令で定める特定盛土等に関する工事の技術的基準については、第７条から第 17 条まで及び

第 20 条の規定を準用する。この場合において、第 13 条中「第 12 条第１項又は第 16 条第１項」

とあるのは「第 30 条第１項又は第 35 条第１項」と、第 15 条第２項第二号中「地表面」とある

のは「地表面及び農地等（法第２条第一号に規定する農地等をいう。）における植物の生育が確

保される部分の地表面」と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[2505] 



 

宅Ⅱ - 80 

 

別表第４（第 10 条、第 30 条関係） 

土質 
擁壁 

勾配 高さ 下端部分の厚さ 

第１種 

岩、岩屑、砂

利又は砂利混

じり砂 

70 度を超え 

75 度以下 

２メートル以下 40 センチメートル以上 

２メートルを超え 

３メートル以下 
50 センチメートル以上 

65 度を超え 

70 度以下 

２メートル以下 40 センチメートル以上 

２メートルを超え 

３メートル以下 
45 センチメートル以上 

３メートルを超え 

４メートル以下 
50 センチメートル以上 

65 度以下 

３メートル以下 40 センチメートル以上 

３メートルを超え 

４メートル以下 
45 センチメートル以上 

４メートルを超え 

５メートル以下 
60 センチメートル以上 

第２種 

真砂土、関東

ローム、硬質

粘土その他こ

れらに類する

もの 

70 度を超え 

75 度以下 

２メートル以下 50 センチメートル以上 

２メートルを超え 

３メートル以下 
70 センチメートル以上 

65 度を超え 

70 度以下 

２メートル以下 45 センチメートル以上 

２メートルを超え 

３メートル以下 
60 センチメートル以上 

３メートルを超え 

４メートル以下 
75 センチメートル以上 

65 度以下 

２メートル以下 40 センチメートル以上 

２メートルを超え 

３メートル以下 
50 センチメートル以上 

３メートルを超え 

４メートル以下 
65 センチメートル以上 

４メートルを超え 

５メートル以下 
80 センチメートル以上 

第３種 その他の土質 

70 度を超え 

75 度以下 

２メートル以下 85 センチメートル以上 

２メートルを超え 

３メートル以下 
90 センチメートル以上 

65 度を超え 

70 度以下 

２メートル以下 75 センチメートル以上 

２メートルを超え 

３メートル以下 
85 センチメートル以上 

３メートルを超え 

４メートル以下 
105 センチメートル以上 

65 度以下 

２メートル以下 70 センチメートル以上 

２メートルを超え 

３メートル以下 
80 センチメートル以上 

３メートルを超え 

４メートル以下 
95 センチメートル以上 

４メートルを超え 

５メートル以下 
120 センチメートル以上 
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(１) 練積み造擁壁の設計上の留意事項 

間知石練積み造擁壁その他の練積み造擁壁の構造は、勾配、背面の土質、高さ、擁壁の厚さ、

根入れ深さ等に応じて適切に設計するものとし、原則として地上高さは５ｍを限度とします。 

擁壁を岩盤に接着して設置する場合を除き、擁壁には、鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリ

ート造で、擁壁の滑り及び沈下に対して安全である基礎を設けるものとします。 

崖の状況等により、はらみ出しその他の破壊のおそれがあるときには、適当な間隔に鉄筋コン

クリート造の控え壁を設ける等の措置を講ずる必要があります。 

 

(２) 擁壁の上部に斜面がある場合の留意事項 

下図のとおり設置する擁壁の上部に斜面がある場合は、「表 2.14 土質に応じた角度」による

勾配線が斜面と交差した点までの垂直高さを崖の高さと仮定し、擁壁はその高さに応じた構造

としてください。 

ただし、仮定する崖の高さは５ｍを限度とし、これを超える場合は、擁壁の構造を別途考慮し

てください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.32 上部に斜面がある場合の練積み造擁壁 

  

施工高さ 

土質に応じた角度θ 

仮定設計高さ 

（５ｍ以下） 
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(３) 擁壁の構造寸法 

擁壁の勾配、高さ、下端部分の厚さ及び上端の厚さは、下表のとおり、崖の土質に応じて政令

第 10 条第１項第１号に定める構造寸法に適合しなければなりません。 

表 2.32 練積み擁壁の構造寸法表 

土質※ 勾配(°) 高さ(ｍ) 

下端部分

の厚さ

(cm) 

上端の

厚さ

(cm) 

第１種 

岩、岩屑、

砂利又は砂

利混じり砂 

70 を超え 75 以下 

(約３分) 

２以下 40 以上 

40 以上 

２を超え３以下 50 以上 

65 を超え 70 以下 

(約４分) 

２以下 40 以上 

２を超え３以下 45 以上 

３を超え４以下 50 以上 

65 以下 

(約５分) 

３以下 40 以上 

３を超え４以下 45 以上 

４を超え５以下 60 以上 

第２種 

真砂土、関

東ローム、

硬質粘土そ

の他これら

に類するも

の 

70 を超え 75 以下 

(約３分) 

２以下 50 以上 

40 以上 

２を超え３以下 70 以上 

65 を超え 70 以下 

(約４分) 

２以下 45 以上 

２を超え３以下 60 以上 

３を超え４以下 75 以上 

65 以下 

(約５分) 

２以下 40 以上 

２を超え３以下 50 以上 

３を超え４以下 65 以上 

４を超え５以下 80 以上 

第３種 
その他の土

質 

70 を超え 75 以下 

(約３分) 

２以下 85 以上 

70 以上 

２を超え３以下 90 以上 

65 を超え 70 以下 

(約４分) 

２以下 75 以上 

２を超え３以下 85 以上 

３を超え４以下 105 以上 

65 以下 

(約５分) 

２以下 70 以上 

２を超え３以下 80 以上 

３を超え４以下 95 以上 

４を超え５以下 120 以上 

※例示されていない土質については、その粘着力及び内部摩擦角を例示されている土質と

比較し、第何種に該当するか判別します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.33 練積み擁壁の構造寸法  

下端部分の厚さ 
勾配 

上端の厚さ 

崖の土質 

[2505] 



 

宅Ⅱ - 83 

 

(４) 積載荷重 

政令による構造寸法の練積み造擁壁が想定する積載荷重は、５kN/㎡程度です。 

 

(５) 地盤の許容応力度 

擁壁の基礎を設置する地盤の土質が、支持地盤として必要な地耐力を有するかどうかを地盤

調査等により確かめなければなりません。 

擁壁の高さ及び勾配に応じた必要地耐力の値は、下表のとおりです。 

 

表 2.33 練積み造擁壁の必要地耐力 

擁壁の勾配 

擁壁の高さ 

65°以下 

(約５分勾配) 

65°を超え 70°以下 

(約４分勾配) 

70°を超え 75°以下 

(約３分勾配) 

２ｍ 75kN/㎡ 75kN/㎡ 75kN/㎡ 

３ｍ 75kN/㎡ 75kN/㎡ 75kN/㎡ 

４ｍ 100kN/㎡ 100kN/㎡ － 

５ｍ 125kN/㎡ － － 

 

(６) 使用材料 

① 石材 

石材の控え長さは 30cm 以上とし、安山岩、花こう岩等硬質のもの、またはこれらと同等以上

の比重、強度、耐久性を持つものを使用します。 

② コンクリートブロック材 

コンクリートブロック材は、控え長さ 30cm 以上、４週圧縮強度 18N/mm2 以上で、コンクリー

トの比重が 2.3 以上、かつ、擁壁に用いるコンクリートブロックの重量が壁面１㎡につき 350kg

以上（ただしコンクリートブロックのみを積み上げた状態）のものを使用します。 

③ 胴込めコンクリート 

胴込めコンクリートは、４週圧縮強度 15N/mm2以上のコンクリートを使用します。 

④ 裏込め材（透水層） 

裏込め材には、擁壁背面からの土圧を分散し、擁壁本体の安定性を補うとともに、擁壁背面の

水を排除し、擁壁に作用する応力を減少させる役割があることから、施工性に優れ、浸透性が高

く、安定性の高い材料が適しており、一般的に栗石、割栗石、砂利、クラッシャーラン、粒度の

粗い砂等が用いられます。これらは、強度、耐久性、均質性に優れたものとし、崩れやすい石片、

ごみ、泥、有機物などの有害物を含まないようにしてください。 

⑤ 埋戻し土 

埋戻し土は、擁壁の安定性の向上を図るため、設計条件に適合したできるだけ良質な土・砂利

等を用いつつ、次のことに留意してください。 

ア) 締固めた後の強さが大きく、圧縮性が少ないこと。 

イ) 透水性がよく、浸水による強度低下が少ないこと。 

ウ) 締固めの施工が容易なこと。 

 

(７) 練積み造擁壁の施工上の留意事項 

練積み造擁壁の施工にあたっては、次の各事項に留意してください。 

① 丁張り 

擁壁の勾配及び裏込めコンクリート厚等を正確に確保するため、表丁張り及び裏丁張りを

設置する。 

② 裏込めコンクリート及び透水層 

裏込めコンクリート及び透水層の厚さが不足しないよう、組積み各段の厚さを明示した施

工図を作成します。  
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③ 抜型枠 

裏込めコンクリートが透水層内に流入してその機能を損なわないよう、抜型枠を使用しま

す。 

④ 組積み 

組積材（間知石等の石材）は、組積み前に十分水洗いをします。 

また、擁壁の一体性を確保するため、コンクリートブロック積の場合は谷積みを原則とし、

芋目地ができないよう組積みをします。 

⑤ 施工積高 

１日の工程は、積み過ぎにより擁壁が前面にせり出さない程度にとどめます。 

⑥ 水抜き穴の保護 

コンクリートで水抜き穴を閉塞しないよう注意し、また、透水管の長さは、透水層に深く

入り過ぎないようにします。 

⑦ コンクリート打設 

胴込めコンクリート及び裏込めコンクリートの打設にあたっては、コンクリー卜と組積材

とが一体化するよう十分締固めます。 

⑧ 擁壁背面の埋め戻し 

擁壁背面の埋め戻し土は胴込めコンクリート及び裏込めコンクリートが安定してから施工

するものとし、十分に締固めを行い、常に組積みと並行して施工します。 

⑨ 養生 

胴込めコンクリート及び裏込めコンクリートは、打設後直ちに養生シート等で覆い、十分

養生します。 

 

(８) 胴込めにコンクリートを用いて充填するコンクリートブロック練積み造擁壁の取扱い 

胴込めにコンクリートを用いて充填するコンクリートブロック練積み造擁壁については、昭和

40 年６月 14 日建設省告示第 1485 号「宅地造成等規制法施行令第 15 条の規定に基づき、胴込め

にコンクリートを用いて充填するコンクリートブロック練積み造の擁壁を同令第８条の規定に

よる練積み造の擁壁と同等以上の効力があると認めるもの」（以下「昭和 40 年告示」という。）

に基づき、認定時に付された条件及び以下の事項に適合することが確認された場合に限り、使用

できます。 

① 胴込めにコンクリートを用いて充填するコンクリートブロック練積み造擁壁とは、昭和 40

年告示の別表に規定する控え長さ一杯までコンクリートを充填し、胴込めに用いたコンク

リートが連続して一体の構造となる擁壁であること。 

② 昭和 40 年告示第３号のコンクリートブロックの重量は、胴込めコンクリートを充填せず

に、当該コンクリートブロックを積み上げたと仮定した場合の壁面１㎡あたりの重量であ

ること。 

③ 昭和 40 年告示第４号の使用実績は、施工が終了し１年を経過した当該特殊擁壁の施工実

績が施工件数で 50 件以上かつ擁壁前面の面積で１万㎡以上あり、倒壊等の重大な支障を

生じたことがないこと。 

④ 昭和 40 年告示第５号の壁体の曲げ強度は、コンクリートブロック３×３個以上を組み合

わせ、縦横の長さがともに２ｍ以上かつ表面積が５㎡以上の試験体３体以上について試験

しその結果によること。 

⑤ 昭和 40 年告示第６号の載荷重は、擁壁の上端からの水平距離が擁壁の高さ以内の部分の 

載荷重とすること 。 
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宅地造成等規制法施行令第 15 条の規定に基づき、胴込めにコンクリートを用いて充填する

コンクリートブロック練積み造の擁壁を同令第８条の規定による練積み造の擁壁と同等以

上の効力があると認めるもの 

昭和 40 年６月 14 日 建設省告示第 1485 号 

 

宅地造成等規制法施行令（昭和 37 年政令第 17 号）第 15 条の規定に基づき、胴込めにコ

ンクリートを用いて充填するコンクリートブロック練積み造の擁壁は、次の各号に定めると

ころによる場合においては、同令第８条の規定による練積み造の擁壁と同等以上の効力があ

ると認める。 

 

一 コンクリートブロックの４週圧縮強度は、１cm2につき 180kg 以上であること。 

二 胴込めに用いるコンクリートの４週圧縮強度は、１cm2につき 150kg 以上であること。 

三 コンクリートブロックに用いるコンクリートの比重は、2.3 以上であり、かつ、擁壁

に用いるコンクリートブロックの重量は、壁面１㎡につき 350kg 以上であること。 

四 コンクリートブロックは、相当数の使用実績を有し、かつ、構造耐力上支障のないも

のであり、その形状は、胴込めに用いるコンクリートによって擁壁全体が一体性を有す

る構造となるものであり、かつ、その施工が容易なものであること。 

五 擁壁の壁体曲げ強度は、１cm2につき 15kg 以上であること。 

六 擁壁の勾配及び高さは、擁壁の背面土の内部摩擦角及びコンクリートブロックの控え

長さに応じ、別表に定める基準に適合し、かつ、擁壁上端の水平面上の載荷重は、1 ㎡

につき 500kg をこえていないこと。 

七 擁壁を岩盤に接着して設置する場合を除き、擁壁前面の根入れ深さは擁壁の高さの

100 分の 20（その値が 45cm に満たないときは、45cm）以上とし、かつ、擁壁には、一

体の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造で、擁壁のすべり及び沈下に対して安

全である基礎を設けること。 

八 擁壁が曲面又は折面をなす部分で必要な箇所、擁壁の背面土又は擁壁が設置される地

盤の土質が著しく変化する箇所等破壊のおそれのある箇所には、鉄筋コンクリート造の

控え壁又は控え柱を設けること。 

九 擁壁の背面には、排水をよくするため、栗石、砂利等で有効に裏込めすること。 

 

別表 

擁壁の背面土の 

内部摩擦角 

コンクリートブロック

の控え長さ(単位 cm) 

擁 壁 

勾 配 高さ(単位ｍ) 

20°以上 30°未満 30 以上 35 未満 65°以上 75°未満 １以下 

  65°未満 1.5 以下 

 35 以上 45 未満 70°以上 75°未満 １以下 

  65°以上 70°未満 1.5 以下 

  65°未満 ２以下 

 45 以上 70°以上 75°未満 1.5 以下 

  65°以上 70°未満 ２以下 

  65°未満 2.5 以下 

30°以上 40°未満 30 以上 35 未満 70°以上 75°未満 1.5 以下 

  65°以上 70°未満 ２以下 

  65°未満 ３以下 

 35 以上 40 未満 70°以上 75°未満 1.5 以下 

  65°以上 70°未満 2.5 以下 

  65°未満 3.5 以下 [2505] 
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 40 以上 45 未満 70°以上 75°未満 ２以下 

  65°以上 70°未満 ３以下 

  65°未満 ４以下 

 45 以上 70°以上 75°未満 ２以下 

  65°以上 70°未満 ３以下 

  65°未満 4.5 以下 

40°以上 30 以上 35 未満 70°以上 75°未満 ２以下 

  65°以上 70°未満 3.5 以下 

  65°未満 ５以下 

 35 以上 40 未満 70°以上 75°未満 2.5 以下 

  65°以上 70°未満 4.5 以下 

  65°未満 ５以下 

 40 以上 45 未満 70°以上 75°未満 ３以下 

  70°未満 ５以下 

 45 以上 70°以上 75°未満 3.5 以下 

  70°未満 ３以下 
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2.3.6 崖面崩壊防止施設に関する技術的基準 

【政令】 

（崖面崩壊防止施設の設置に関する技術的基準） 

第 14 条 法第 13 条第１項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち崖面崩壊防

止施設の設置に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土又は切土（第３条第四号の盛土及び同条第五号の盛土又は切土を除く。以下この号にお

いて同じ。）をした土地の部分に生ずる崖面に第８条第１項第一号（ハに係る部分を除く。）の

規定により擁壁を設置することとした場合に、当該盛土又は切土をした後の地盤の変動、当該

地盤の内部への地下水の浸入その他の当該擁壁が有する崖の安定を保つ機能を損なうものと

して主務省令で定める事象が生ずるおそれが特に大きいと認められるときは、当該擁壁に代

えて、崖面崩壊防止施設を設置し、これらの崖面を覆うこと。 

二 前号の崖面崩壊防止施設は、次のいずれにも該当するものでなければならない。 

イ) 前号に規定する事象が生じた場合においても崖面と密着した状態を保持することができ

る構造であること。 

ロ 土圧等によって損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造であること。 

ハ その裏面に浸入する地下水を有効に排除することができる構造であること。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準） 

第 30 条 法第 31 条第１項（法第 35 条第３項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の政令で定める特定盛土等に関する工事の技術的基準については、第７条から第 17 条まで及び

第 20 条の規定を準用する。この場合において、第 13 条中「第 12 条第１項又は第 16 条第１項」

とあるのは「第 30 条第１項又は第 35 条第１項」と、第 15 条第２項第二号中「地表面」とある

のは「地表面及び農地等（法第２条第一号に規定する農地等をいう。）における植物の生育が確

保される部分の地表面」と読み替えるものとする。 

 

【省令】 

（崖面崩壊防止施設） 

第 11 条 令第６条の主務省令で定める施設は、鋼製の骨組みに栗石その他の資材が充填された構

造の施設その他これに類する施設とする。 

 

（擁壁が有する崖の安定を保つ機能を損なう事象） 

第 31 条 令第 14 条第一号（令第 18 条及び第 30 条第１項において準用する場合を含む。）の主務

省令で定める事象は、次に掲げるものとする。 

一 盛土又は切土をした後の地盤の変動 

二 盛土又は切土をした後の地盤の内部への地下水の浸入 

三 前二号に掲げるもののほか、擁壁が有する崖の安定を保つ機能を損なう事象 

 

(１) 崖面崩壊防止施設の適用 

崖面崩壊防止施設とは、崖面の崩壊を防止するために、鋼製の骨組みに栗石その他の資材を充

填し、崖面を覆う構造の施設です。 

擁壁を設置することで以下の事象が発生する蓋然性が高いと判断される場合に限り、擁壁に

代えて崖面崩壊防止施設を適用できます。 

・盛土又は切土をした後の地盤の変動 

・盛土又は切土をした後の地盤の内部への地下水の浸入 

・擁壁が有する崖の安定を保つ機能を損なう事象 

ただし、建築物の建築を目的とする造成など、造成後の地盤の変形が許容されない土地には適

用できません。 

  

[2505] 



 

宅Ⅱ - 88 

 

(２) 崖面崩壊防止施設の留意事項 

崖面崩壊防止施設は、次のいずれにも該当するものでなければなりません。 

① 以下の事象が生じた場合においても崖面と密着した状態を保持することができる構造であ

ること。 

ア) 盛土又は切土をした後の地盤の変動 

イ) 盛土又は切土をした後の地盤の内部への地下水の浸入 

ウ) 擁壁が有する崖の安定を保つ機能を損なう事象 

② 土圧等によって損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造であること。 

③ 崖面崩壊防止施設の裏面に浸入する地下水を有効に排除することができる構造であるこ

と。 
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2.3.7 軟弱地盤対策 

【政令】 

（地盤について講ずる措置に関する技術的基準） 

第７条 法第 13条第１項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち地盤について

講ずる措置に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土をする場合においては、盛土をした後の地盤に雨水その他の地表水又は地下水（以下

「地表水等」という。）の浸透による緩み、沈下、崩壊又は滑りが生じないよう、次に掲げる

措置を講ずること。 

イ) おおむね 30 センチメートル以下の厚さの層に分けて土を盛り、かつ、その層の土を盛る

ごとに、これをローラーその他これに類する建設機械を用いて締め固めること。 

ロ 盛土の内部に浸透した地表水等を速やかに排除することができるよう、砂利その他の資

材を用いて透水層を設けること。 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、必要に応じて地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカーそ

の他の土留（以下「地滑り抑止ぐい等」という。）の設置その他の措置を講ずること。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準） 

第 30 条 法第 31 条第１項（法第 35 条第３項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の政令で定める特定盛土等に関する工事の技術的基準については、第７条から第 17 条まで及び

第 20 条の規定を準用する。この場合において、第 13 条中「第 12 条第１項又は第 16 条第１項」

とあるのは「第 30 条第１項又は第 35 条第１項」と、第 15 条第２項第二号中「地表面」とある

のは「地表面及び農地等（法第２条第一号に規定する農地等をいう。）における植物の生育が確

保される部分の地表面」と読み替えるものとする。 

 

(１) 軟弱地盤の概念 

軟弱地盤は、盛土及び構造物の荷重により大きな沈下を生じ、盛土端部が滑り、地盤が側方に

移動する等の変形が著しいことから、十分注意する必要がある地盤です。 

なお、地震時に液状化が発生するおそれがある砂質地盤は、一種の軟弱地盤と考えられ、必要

に応じて別途検討します。 

 

(２) 軟弱地盤の分布及び特徴 

① 軟弱地盤の分布 

軟弱地盤は、一般に、河川沿いの平野部、海岸沿いの平坦な土地、湖沼、谷等に分布する

場合が多く、地下水位が高く冠水等の障害が起こりやすいことから、低平な水田又は荒地に

なっていることが多い。 

② 軟弱地盤の特徴 

軟弱地盤を構成する土層は、ここ数千年の間に堆積したものが多く、その地形的分布、土

質等から、泥炭質地盤、粘土質地盤及び砂質地盤に大別できます。しかし、同質の地盤であ

っても、その土質の性状等の特徴は、軟弱地盤の生成された環境によって大きく異なること

が一般的です。 

 

(３) 軟弱地盤対策の検討手順 

軟弱地盤の分布が予想される箇所で工事を行う場合、又は工事に伴う事前の調査ボーリング

の結果から地層に粘土等の存在が明らかになった場合には、必要な調査を実施し、軟弱地盤であ

るかどうかを判定します。判定の結果、軟弱地盤の存在が明らかになった場合には、沈下量、沈

下時間及び安定性等について検討を行い、適切な対策を講じてください。 
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(４) 軟弱地盤の判定に必要な調査 

軟弱地盤の判定は、標準貫入試験、スクリューウエイト貫入試験、コーン貫入試験等の結果に

基づき行います。これらの試験等によって判定が困難な場合には、必要に応じて土質試験を行い

ます。 

 

(５) 軟弱地盤の判定の目安 

軟弱地盤の判定の目安は、地表面下 10ｍまでの地盤に、次のような土層の存在が認められる

場合とします。 

なお、軟弱地盤の判定にあたり土質試験結果が得られている場合には、そのデータも参考にし

ます。 

① 有機質土・高有機質土 

② 粘性土で、標準貫入試験で得られるＮ値が２以下、スクリューウエイト貫入試験において

100kg 以下の荷重で自沈するもの、又はオランダ式二重管コーン貫入試験におけるコーン

指数（qc）が４kgf/cm2以下のもの 

③ 砂質土で、標準貫入試験で得られるＮ値が 10 以下、スクリューウエイト貫入試験において

半回転数（Nsw）が 50 以下のもの、又はオランダ式二重管コーン貫入試験におけるコーン

指数（qc）が 40kgf/cm2下のもの 

 

(６) 軟弱地盤対策の検討 

① 軟弱地盤対策の基本的な考え方 

軟弱地盤対策にあたっては、地盤の条件、土地利用計画、施工条件及び環境条件等を踏ま

えて、沈下計算並びに安定計算を行い、隣接地も含めた造成上の問題点を総合的に検討しま

す。その結果、盛土又は構造物等に対する影響がある場合は、対策工を検討します。 

 

② 沈下量、沈下速度等の検討 

軟弱地盤において造成工事を実施する場合には、圧密沈下が長期間にわたり、将来的に重

大な影響を及ぼすおそれがあるので、盛土及び構造物の荷重等による圧密沈下量並びに圧密

沈下速度を検討するとともに、許容残留沈下量を満足するための所要時間を設計段階で把握

する必要があります。 

 

③ 許容残留沈下量 

軟弱地盤において造成工事を実施する場合には、残留沈下によって家屋及び構造物に影響

を及ぼさないようにしなければなりません。許容残留沈下量の設定にあたっては、事業計画

及び地盤条件を十分考慮し、家屋及び構造物の構造、重要性並びに工事費、土地の処分時期

等を総合的に評価した上で適切な値を定める必要があります。 

 

④ 沈下量の計算方法 

盛土荷重による軟弱地盤の沈下量の計算には、通常、次の方法が用いられます。 

ア) 間げき比（eo）を主とした式 

イ) 圧縮指数（cc）を使用した式 

ウ) 体積圧縮係数（mv）を使用した式 
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⑤ 沈下時間の計算方法 

盛土荷重による軟弱地盤の沈下時間の計算は、一般的に次式に示す一次圧密解析法によっ

て行います。 

ｔ ＝ Ｄ2／Ｃv・Ｔv 

ｔ：任意の平均圧密度（Ｕ）に達するのに要する時間（日） 

Ｄ：圧密層の最大排水距離（cm） 

Ｄ＝Ｈ／２（両面排水条件） 

Ｄ＝Ｈ（片面排水条件） 

Ｈ：圧密層厚（cm） 

Ｃv：圧密係数（cm2／日）（圧密試験により求める） 

Ｔv：平均圧密度（Ｕ）に応じた時間係数（表 2.34） 

Ｕ：平均圧密度（ある時間における圧密層全体の沈下量の平均値／圧密層全体の全

沈下量の平均値） 

 

表 2.34 平均圧密度（Ｕ）と時間係数（Ｔv）の関係 

Ｕ 0.10 0.20 0.30 0.40 0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 0.95 1.00 

Ｔv 0.008 0.031 0.071 0.126 0.197 0.287 0.403 0.567 0.848 1.128 ∞ 

 

⑥ 沈下の検討における留意事項 

沈下の検討にあたっては、次の各事項に留意する必要があります。 

ア) 計算値と現場における沈下との対応 

イ) 二次圧密等の長期沈下 

ウ) 広域地盤沈下 

 

⑦ 軟弱地盤上の盛土法面付近の安定 

軟弱地盤に盛土を行う場合には、施工中、施工直後及び完成後の将来にわたり、常にその

安定性を確保しておくことが大切です。 

 

⑧ 安定計算の方法 

盛土端部の安定は、単一の円弧滑り面を想定した全応力法による計算に基づいて検討する

ことを標準とします。 

ただし、安定計算の結果のみを重視することなく、近隣又は類似土質条件の施工実績、災

害事例等を十分参考にしてください。 

 

⑨ 安定計算における留意事項 

盛土端部の安定計算にあたっては、次の各事項に留意する必要があります。 

ア) 軟弱層基盤の傾斜 

イ) 地盤強度の低下 

ウ) テンションクラック 

エ) 滑り面（臨界円）の位置 

オ) 盛土材料の強度の評価 

 

⑩ 軟弱地盤上の盛土端部の安全率 

盛土端部の底部破壊については常時の安定性を確保するとともに、最小安全率（Fs）は、

大地震時に Fs≧1.0 とすることを標準とします。 
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⑪ 盛土周辺地盤への影響検討 

軟弱地盤上に盛土を行う際に、隣接地に家屋若しくは重要な構造物がある場合又は盛土端

部の安定計算によって求められた安全率に十分な余裕がない場合は、周辺地盤への影響につ

いて詳細な検討を行うとともに、必要に応じて試験盛土により沈下及び側方変位の性状を把

握して、適切な対策を講じてください。 

 

(７) 軟弱地盤対策と土地利用計画等 

軟弱地盤対策を検討する場合には、造成の計画から設計、施工、維持管理までの事業全般の流

れを念頭において土地利用計画及び各構造物の設計上の対応等を考慮するとともに、安全性、経

済性及び効果等を勘案して、適切な対策を選定する必要があります。 

 

(８) 軟弱地盤対策工の選定 

① 対策工の選定の基本的な考え方 

対策工の選定にあたっては、軟弱地盤の性状、土地利用計画、工期・工程、施工環境、経

済性及び施工実績等の諸条件を総合的に検討することが必要です。 

 

② 対策工の目的及び種類 

対策工には、その目的によって、沈下対策を主とする工法、安定対策を主とする工法、沈

下及び安定の両者に対して効果を期待する工法等があります。 

 

③ 対策工の選定手順 

対策工の選定にあたっては、まず、その必要性及び目的を明確にし、地盤、施工等に関す

る諸条件を考慮して、いくつかの対策工案を抽出します。 

次に、それらの対策工について詳細な比較検討を行うとともに、総合的な判断に基づいて

最適な工法を決定します。 

 

④ 対策工の選定上の留意事項 

対策工の選定にあたっては、次の諸条件を十分に考慮することが大切です。 

ア) 地盤条件（土質、軟弱層厚、成層状態、基盤の傾斜等） 

イ) 土地条件（土地利用、施設配置、盛土厚等） 

ウ) 施工条件（用地、工費、工期、材料、施工深度等） 

エ) 環境条件（周辺環境、隣接地への影響等） 

 

⑤ 周辺への影響防止 

軟弱地盤上の盛土の施工に伴う周辺環境への影響については、事前に十分な調査・検討を

行い、いかなる場合においても周辺施設に重大な影響を及ぼすことのないよう万全の対策を

とることが大切です。 

 

(９) 軟弱地盤対策の各工法の設計及び施工 

① 対策工の設計・施工上の留意事項 

対策工の設計にあたっては、その特徴を十分理解するとともに、軟弱地盤の性質を的確に

把握することが大切です。 

また、施工に際しても、かく乱等により地盤の性状を著しく変化させ、設計時の条件と異

なった状態とならないように十分留意する必要があります。 
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② 各工法の目的及び特徴 

ア) 表層処理工法 

表層処理工法は、軟弱地盤上の地表水の排除、盛土内の水位低下、施工機械のトラフ

ィカビリティの確保、軟弱地盤上の盛土又は構造物の支持力確保等を目的として用いま

す。 

イ) 置換工法 

置換工法は、盛土端部の安定を短期間に確保する場合、盛土層が薄く建物荷重や交通

荷重による沈下が大きな問題となる場合等において、軟弱土を良質材に置き換える工法

です。 

ウ) 押え盛土工法 

押え盛土工法は、盛土端部の安定確保及び側方地盤の変形の軽減を目的とする工法で

あり、用地に余裕がある場合及び施工時の変状に対する応急対策として用います。 

エ) 緩速載荷工法 

緩速載荷工法は、盛土端部の安定確保及び側方地盤の変形の抑制を目的として、地盤

の変形等を計測しながら盛土を施工する工法です。 

オ) 載荷重工法 

載荷重工法は、圧密沈下を促進して残留沈下を軽減する目的で用いる工法です。 

カ) バーチカルドレーン工法 

バーチカルドレーン工法は、圧密沈下の促進及び地盤の強度増加を目的として用いる

工法です。 

キ) 締固め工法 

締固め工法は、盛土端部の安定を図ることを目的とする工法であり、主にサンドコン

パクションパイル工法が用いられます。 

ク) 固結工法 

固結工法は、盛土端部若しくは盛土全体の安定確保又は構造物基礎地盤の改良を目的

として用いる工法です。 

 

(10) 軟弱地盤における施工管理 

① 施工管理の基本的な考え方 

軟弱地盤における工事の実施にあたっては、常に地盤の挙動を監視し、異常が発見された

場合には、早急にその原因を究明して適切な対応を図るとともに、施工の推渉に応じて施工

計画、工法及び設計の修正又は変更を行うことが大切です。 

 

② 施工管理の内容 

軟弱地盤における施工管理では、軟弱地盤の性状、施工条件、工期等を十分勘案した施工

計画を立て、現場計測を主体として地盤の安定及び沈下を管理することが大切です。 

 

③ 計測管理の目的 

計測管理は、軟弱地盤の沈下量、側方変位量、強度等の経時変化を測定し、その結果に基

づき盛土の安定管理と沈下管理を行うことを目的としています。 

 

④ 安定管理の留意事項 

安定管理においては、盛土施工中に盛土の立上げ速度を適切に管理して、基礎地盤の著し

い変形及び滑りを未然に防止し、常に安定した状態を保持することが大切です。 
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⑤ 沈下管理の留意事項 

沈下管理においては、動態観測により得た実測沈下量に基づき、設計時に見込んだ沈下量

を修正して盛土量を管理するとともに、施工後に継続して生じる沈下量を推定し、残留沈下

量の適否を確認することが大切です。 

 

⑥ 現場計測の方法 

現場計測にあたっては、盛土の規模、工期、設計段階において予測された問題点等の諸条

件を考慮して、計測項目、計器の種類及び配置、測定時間及び頻度等を決定することが大切

です。 

また、計測管理に役立つように、測定結果を速やかに整理することも大切です。 

 

⑦ 盛土工の施工管理及び施工上の留意事項 

盛土工の施工管理は、盛土の品質管理試験によることを標準とし、また、盛土工の施工に

あたっては、次の各事項に十分留意することが大切です。 

ア) 準備排水及び施工中の盛土面の排水 

イ) 盛土作業 

ウ) 盛土端部の処理 

 

⑧ 環境管理 

工事中の環境管理は、施工管理と一体で行うとともに、次の各事項に留意して適切な処置

を講じ、工事が円滑に進められるようにすることが大切です。 

ア) 盛土に伴う周辺地盤の変位 

イ) 建設機械による騒音・振動 

ウ) 土砂流出による水質汚濁 

 

⑨ 試験盛土の目的 

試験盛土は、設計値と試験盛土による実測データとを比較し、実測データが設計時の考え

方に適合しているか等を検討することにより、合理的な設計・施工方法を見出すことを主目

的としています。 

 

⑩ 試験盛土の方法 

試験盛土の方法は、試験の目的、盛土の規模、軟弱層の特性、対策工の種類等によって異

なり、一律に定められていませんが、盛土施工に伴う軟弱地盤の挙動及び土性の変化等を詳

細に把握できる方法を用いることが大切です。 

 

⑪ 地盤の液状化 

ア) 液状化対策の基本 

造成区域及びその周辺域において、地震時の液状化現象により悪影響が生じることを

防止・軽減するため、液状化に対する検討を行い、適切な対策を行う必要があります。 

イ) 液状化地盤の確認・調査 

あらかじめ既存資料等により液状化地盤の分布状況を確認するものとします。また、

土地利用計画等を踏まえ、必要に応じて地盤調査、土質試験等を行い、造成区域及びそ

の周辺域の液状化地盤の分布、液状化発生の可能性に関する判定等を行うものとします。 

さらに、液状化が発生すると、周辺地形等の条件によっては地盤が側方流動すること

があるため、地盤調査及び土質試験のほか、周辺地形等の調査も必要です。 
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ウ) 液状化地盤の判定 

液状化地盤の判定は、標準貫入試験、スクリューウエイト貫入試験、コーン貫入試験

等の地盤調査結果、細粒含有率試験結果、地下水位の測定結果等を用いて行うことを標

準とします。 

また、必要に応じて判定結果に基づく液状化地盤の分布を示した地図（液状化マップ）

を作成します。 

エ) 液状化対策工法の検討 

造成区域又はその周辺域に液状化地盤が存在する場合には、地震時における地盤の液

状化に伴う被害及び悪影響の範囲並びに程度に関する十分な検討に基づき、土地利用計

画、経済性、構造物等の重要性等を総合的に勘案して対策工の必要性及びその範囲並び

に程度について検討し、適切な対策工を選定するものとします。 

また、地盤の液状化による被害又は悪影響が著しい場合には、土地利用計画を再検討

することも必要です。 

なお、液状化対策は実施の時期として、造成工事の実施段階で行う場合とその後の建

築物等の建設段階で行う場合があり、対策の方針として、液状化の発生そのものを抑制

する方法と液状化の発生を前提に建築物等の基礎構造で対応する方法、さらに、それぞ

れを併用する方法があるため、最も適切な対応方法について十分な検討が必要です。 
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2.3.8 治水・排水対策 

【政令】 

（排水施設の設置に関する技術的基準） 

第 16 条 法第 13 条第１項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち排水施設の

設置に関するものは、盛土又は切土をする場合において、地表水等により崖崩れ又は土砂の流出

が生ずるおそれがあるときは、その地表水等を排除することができるよう、排水施設で次の各号

のいずれにも該当するものを設置することとする。 

一 堅固で耐久性を有する構造のものであること。 

二 陶器、コンクリート、れんがその他の耐水性の材料で造られ、かつ、漏水を最少限度のもの

とする措置が講ぜられているものであること。ただし、崖崩れ又は土砂の流出の防止上支障が

ない場合においては、専ら雨水その他の地表水を排除すべき排水施設は、多孔管その他雨水を

地下に浸透させる機能を有するものとすることができる。 

三 その管渠の勾配及び断面積が、その排除すべき地表水等を支障なく流下させることができ

るものであること。 

四 専ら雨水その他の地表水を排除すべき排水施設は、その暗渠である構造の部分の次に掲げ

る箇所に、ます又はマンホールが設けられているものであること。 

イ 管渠の始まる箇所 

ロ 排水の流路の方向又は勾配が著しく変化する箇所（管渠の清掃上支障がない箇所を除

く。） 

ハ 管渠の内径又は内法幅の 120 倍を超えない範囲内の長さごとの管渠の部分のその清掃上

適当な箇所 

五 ます又はマンホールに、蓋が設けられているものであること。 

六 ますの底に、深さが 15 センチメートル以上の泥溜めが設けられているものであること。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準） 

第 30 条 法第 31 条第１項（法第 35 条第３項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の政令で定める特定盛土等に関する工事の技術的基準については、第７条から第 17 条まで及び

第 20 条の規定を準用する。この場合において、第 13 条中「第 12 条第１項又は第 16 条第１項」

とあるのは「第 30 条第１項又は第 35 条第１項」と、第 15 条第２項第二号中「地表面」とある

のは「地表面及び農地等（法第２条第一号に規定する農地等をいう。）における植物の生育が確

保される部分の地表面」と読み替えるものとする。 
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(１) 治水・排水対策の基本 

① 治水・排水対策の基本的な考え方 

造成区域及び周辺に溢水等の被害が生じないよう、当該地区内の雨水・地表水や地下水並

びに当該地区外から流入する雨水・地表水や地下水を安全に流下させるための治水・排水対

策を実施するものとします。 

② 治水・排水対策の種類 

治水・排水対策は、造成区域内の雨水（当該地区外から流入する雨水・地下水も含む。）を

適切に排出し、盛土法面及び切土法面の侵食、崩壊、地盤面の冠水等の被害を防止するため

の排水対策と、造成に伴う流出形態の変化等による造成区域及び下流域の洪水被害を防止す

るための治水対策に大別されます。さらに、治水対策は下流河川等の改修による対策と流出

抑制施設による対策に分けられます。 

 

(２) 造成区域内の排水対策 

① 排水施設の配置 

一般に次に掲げる箇所においては、排水施設の設置を検討しなければなりません。 

ア) 盛土法面及び切土法面（擁壁又は崖面崩壊防止施設で覆われたものを含む。）の下端 

イ) 法面周辺から流入し又は法面を流下する地表水等を処理するために必要な箇所 

ウ) 道路又は道路となるべき土地の両側及び交差部 

エ) 湧水又は湧水のおそれがある箇所 

オ) 盛土が施工される箇所の地盤で地表水の集中する流路又は湧水箇所 

カ) 渓流等の地表水や地下水が流入する箇所 

キ) 排水施設が集水した地表水等を支障なく排水するために必要な箇所 

ク) その他、地表水等を速やかに排除する必要のある箇所 

 

② 排水施設の規模 

排水施設の規模は、降雨強度、排水面積、地形・地質、土地利用計画等に基づいて算定し

た雨水等の計画流出量を安全に排除できるよう決定します。 

なお、造成区域内に流出抑制施設として浸透施設等を設置した場合には、必要に応じて、

その効果を見込んで、排水施設の規模を定めることができます。 

 

ア) 計画排水量の算定 

区域内の雨水排水施設の規模決定にあたっては、原則として合理式により計画排水量

を算定します。 

 

［合理式］ 

Ｑ ＝ 
 Ｃ・Ｉ・Ａ 

 360 
 

Ｑ：計画排水量（ｍ3/s） 

Ｃ：流出係数 

Ｉ：平均降雨強度（mm/hr） 

Ａ：集水面積（ha） 
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イ) 平均降雨強度 

平均降雨強度の計算式について、福室排水区、福田町排水区、霞目排水区、原町東部

排水区及び貯留施設（防災調整池等）の出し入れ計算はクリーブランド式を、その他は

タルボット式を使用します。 

 

［タルボット式］福室排水区、福田町排水区、霞目排水区及び原町東部排水区以外の

地区 

Ｉ ＝ 
 4,700 

 ｔ＋30 
 

Ｉ：平均降雨強度（mm/hr） 

ｔ：到達時間（分） 

 

［クリーブランド式］福室排水区、福田町排水区、霞目排水区、原町東部排水区及び

貯留施設（防災調整池等）の出し入れ計算 

Ｉ ＝ 
 400 

 ｔ0.5＋0.1 
 

Ｉ：平均降雨強度（mm/hr） 

ｔ：到達時間（分） 

 

［到達時間］ 

ｔ ＝ ｔ1 ＋ ｔ2 
ｔ：到達時間（分） 

ｔ1：降雨が排水施設に流入するまでの時間＝７（分） 

ｔ2：排水施設の流下時間（分） 

 

［流下時間］ 

ｔ2 ＝ 
Ｌ

 60・Ｖ
 

ｔ2：排水施設の流下時間（分） 

Ｌ：排水施設延長（ｍ） 

Ｖ：マニングの式による平均流速（ｍ/ｓ） 

 

［マニングの式］ 

Ｖ ＝ 
 Ｒ

2
3・Ｉ

1
2 

ｎ
 

Ｖ：平均流速（ｍ/ｓ） 

Ｒ：径深＝流水断面積（㎡）÷潤辺長（ｍ） 

Ｉ：勾配 

ｎ：粗度係数 

コンクリート製品（ヒューム管及び側溝等）0.013 

プラスチック製品（塩化ビニル管等）0.010 
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ウ) 流出係数 

建築基準法第２条でいう建築物の建築又は土地に定着する工作物の建設を目的とす

る造成については、「表 2.35 工種別基礎流出係数」を建築物の屋根、道路又は間地等

の面積で加重平均し、造成区域全体の流出係数を算出します。 

農地、森林、資材置場、駐車場等、その他の土地利用を目的とする造成においては、

「表 2.36 国土交通省河川砂防技術基準（計画編）による流出係数」を用います。 

なお、地表面が不浸透性の材料で覆われるような太陽光発電施設の開発等においては、

想定以上の排水により周辺斜面を不安定化させるおそれがあることから、流出係数の設

定には十分注意してください。 

 

表 2.35 工種別基礎流出係数 

工種別 流出係数 採用値（中間値） 備 考 

屋 根 0.85～0.95 0.90  

道 路 0.80～0.90 0.85  

その他の不透面 0.75～0.85 0.80  

水 面 1.00 1.00  

間 地 0.10～0.30 0.20  

芝、樹木の多い公園 0.05～0.25 0.15  

勾配の緩い山地 0.20～0.40 0.30 30°以下 

勾配の急な山地 0.40～0.60 0.50 30°を超える 

 

表 2.36 国土交通省河川砂防技術基準（計画編）による流出係数 

土地利用形態 流出係数 

密集市街地 0.9 

一般市街地 0.8 

畑原野 0.6 

水田 0.7 

山地 0.7 

 

③ 排水施設の設計・施工上の留意事項 

排水施設の設計・施工にあたっては、計画流出量を安全に排出する能力を有し、将来にわ

たりその機能が確保されるよう、以下のとおり構造上及び維持管理上十分な配慮をする必要

があります。 

ア) 排水路勾配は、原則として下流へ行くにしたがい緩勾配になるよう計画します。 

イ) 流速は、流水による排水路の異常磨耗や土砂堆積が生じない程度とし、原則として 0.8

～3.0ｍ/s となるように設定します。 

ウ) 断面の決定にあたっては、土砂の堆積等を考慮して十分に余裕を見込むものとし、原

則として開水路は２割の余裕高（８割水深）、管渠は余裕高なしの満流状態とします。 

エ) 施設の構造は、堅固で耐久性を有する構造とします。 

オ 施設は、コンクリート、その他の耐水性の材料で造り、かつ、施工接手からの漏水を

最小限にするよう努めます。 

カ) 公共の用に供する排水施設のうち暗渠である構造の部分の内径又は内のり幅は、20cm

以上とします。 

キ) 暗渠である構造部分で管渠の始まる箇所、排水の流下方向、勾配又は横断面が著しく

変化する箇所、管渠の長さがその内径又は内のり幅の 120 倍を超えない範囲において

管渠の維持管理上必要な箇所には、ます又はマンホールを設けます。 

ク) 雨水を排除すべきますの底には、15cm 以上の泥だめを設けます。 
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ケ) 排水施設は、その施設の維持管理上支障のない場所に設けます。 

コ) 軟弱地盤等における暗渠の敷設に際しては、地盤の沈下等による暗渠の損傷又は機能

障害を防ぐため、基礎工事等の対策に十分に配慮します。 

サ) 排水路の屈曲部における越流等について、十分検討してください。 

シ) 排水施設の構造については、下水道法施行令第８条に準拠してください。なお、構造

の詳細については、仙台市下水道施設構造等標準図、仙台市下水道土木工事共通仕様

書及び仙台市下水道排水設備設計指針を参考にしてください。 

 

(３) 造成に伴う下流河川等の治水対策 

① 治水対策の基本的な考え方 

事業に伴う造成区域下流の洪水被害を防止するため、治水対策を検討することが必要です。 

治水対策は、地域の自然及び社会条件、下流河川等及び周辺の状況、技術的及び経済的条

件等を勘案し、当該下流河川等の管理者との調整に基づき、安全で合理的かつ効果的な規模

及び方法で実施しなければなりません。 

 

② 治水対策の種類 

治水対策は、河川等の改修により河道の流下能力を増大させる方法、流出抑制施設により

洪水流出量を調節する方法及び両者の併用による方法に大別されます。 

 

③ 河川改修 

河川等の改修にあたっては、当該河川等の特性、周辺の土地利用状況、下流河川等の改修

状況等を把握した上で、河川管理者と十分調整する必要があります。 

 

④ 調整池 

調整池は、造成に伴い河川等の流域の流出機構が変化して、当該河川等の流量を著しく増

加させる場合に、洪水調節のための施設として設置されるものです。 

造成区域の面積が１ha を超え、雨水の流出量増加が見込まれる場合は、宮城県防災調整池

設置指導要綱（宮城県土木部）に基づき、仙台市下水道管理者又は河川管理者と協議を行い、

必要な措置を講じてください。 

 

⑤ オンサイト貯留施設 

ア) オンサイト貯留施設の設置 

オンサイト貯留施設は、土地利用計画に配慮し貯留時においても利用者の安全が確保

できるとともに、流出抑制機能の継続性及び良好な維持管理が可能な場所に設置するも

のとします。 

イ) オンサイト貯留施設の計画及び設計 

オンサイト貯留施設の計画及び設計については、「流域貯留施設等技術指針（案）」に

よることを原則とします。 

ウ) オンサイト貯留施設の維持管理 

オンサイト貯留施設の維持管理は、設置場所の土地利用、施設の構造等に応じて適切

に行うものとします。 
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⑥ 浸透型施設 

ア) 浸透型施設の選定 

浸透型施設には、井戸法による施設（浸透井戸）及び拡水法（浸透ます、浸透トレン

チ等）による施設があります。 

浸透型施設を設置する場合は、設計浸透量が確実に浸透するよう、施設の種類及び構

造を選定することが必要です。 

造成宅地及び農地等としての安全性の観点から斜面等の地形について調査し、浸透型

施設の設置可能な範囲を設定します。 

地下水の涵養、低水流量の保全等の水循環を保全する機能を有するため、このような

効果にも配慮して計画することが大切です。 

ただし、浸透型施設の設置にあたっては、土壌内の水分量の増加が盛土又は斜面の崩

壊を引き起こすおそれがあることを踏まえ、盛土又は斜面全体の安定性について事前に

十分な検討を行い、災害の防止上支障がないことを確認する必要があります。 

なお、浸透型施設のうち拡水法及び井戸法による施設の調査、計画、設計、施工及び

維持管理については、「宅地開発に伴い設置される浸透施設等設置技術指針」によること

を原則とします。 

 

イ) 地盤の浸透能力の評価 

「宅地開発に伴い設置される浸透施設等設置技術指針」に基づき現地浸透試験等を実

施し、浸透可能範囲における地形区分面ごとの浸透能力の評価を行うとともに、浸透能

力マップ等にとりまとめることを原則とします。 

 

ウ) 浸透型施設の構造、施工及び維持管理 

浸透型施設は、地質構成、集水区域、設置場所の土地利用等を配慮して、浸透機能が

効果的に発揮できる構造形式を選定し、確実な施工を行うとともに、浸透機能を継続的

に保持するために適切に維持管理する必要があります。 

 

(４) 治水・排水対策における環境対策の基本的な考え方 

治水・排水対策の検討にあたっては、土地利用計画等を勘案した上で、水循環、水辺の景観、

生態系等の水に係る環境を保全するよう努めることが望まれます。 
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2.3.9 工事施行中の防災措置 

【法】 

（宅地造成等に関する工事の技術的基準等） 

第 13 条 宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事（前条第１項ただ

し書に規定する工事を除く。第 21 条第１項において同じ。）は、政令（その政令で都道府県の規

則に委任した事項に関しては、その規則を含む。）で定める技術的基準に従い、擁壁、排水施設

その他の政令で定める施設（以下「擁壁等」という。）の設置その他宅地造成等に伴う災害を防

止するため必要な措置が講ぜられたものでなければならない。 

 

（特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の技術的基準等） 

第 31 条 特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等又は土石の堆積に関する工事（前条

第１項ただし書に規定する工事を除く。第 40 条第１項において同じ。）は、政令（その政令で都

道府県の規則に委任した事項に関しては、その規則を含む。）で定める技術的基準に従い、擁壁

等の設置その他特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害を防止するため必要な措置が講ぜられた

ものでなければならない。 

 

(１) 工事施工中の防災措置の基本的な考え方 

造成等においては、一般に、広範囲にわたって地形、植生状況等を改変するので、工事施工中

の崖崩れ、土砂の流出等による災害を防止することが重要です。したがって、気象、地質、土質、

周辺環境等を考慮して、適切な防災工法の選択、施工時期の選定、工程に関する配慮等、必要な

防災措置を工事に先行して講ずるとともに、防災体制の確立等の総合的な対策により、工事施工

中の災害の発生を未然に防止することが大切です。 

 

(２) 工事施工中の仮の防災調整池等 

工事施工中においては、急激な出水、濁水及び土砂の流出が生じないよう、周辺の土地利用状

況、造成規模、施工時期等を勘案し、必要な箇所については、濁水等を一時的に滞留させ、あわ

せて土砂を沈澱させる機能等を有する施設を設置することが大切です。 

 

(３) 簡易な土砂流出防止工（流土止め工） 

周辺状況、工事現場状況等により、造成区域外へ土砂を流出させないようにするため、仮の防

災調整池等によらず、ふとんかご等の簡易な土砂流出防止工（流土止め工）を用いる場合には、

地形、地質状況等を十分に検討した上で、その配置及び形状を決定することが大切です。 

 

(４) 仮排水工 

工事施工中の排水については、造成区域外への無秩序な流出をできるだけ防ぐとともに、当該

地区内への流入及び直接降雨については、法面の流下を避け、かつ、地下浸透が少ないように、

速やかに仮の防災調整池等へ導くことが大切です。 

 

(５) 法面からの土砂流出等の防止対策 

人家、鉄道、道路等に隣接する重要な箇所には、工事施工中、法面からの土砂の流出等による

災害を防止するために柵工等の対策施設を設けることが大切です。 

 

(６) 表土等を仮置きする場合の措置 

工事施工中に、表土等の掘削土を造成区域内に仮置きするような場合には、降雨によりこれら

の仮置き土が流出したり、濁水の原因となったりしないように適切な措置を講ずることが大切

です。 
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(７) 工事に伴う騒音・振動等の対策 

工事現場周辺の生活環境に影響を及ぼし、住民への身体的・精神的影響が大きいと考えられる

次の各事項については、適用法令を遵守するとともに、十分にその対策を講ずる必要があります。 

① 騒音 

② 振動 

③ 水質汚濁、塵埃及び交通問題 
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2.4 住民への周知 

【法】 

（住民への周知） 

第 11 条 工事主は、次条第１項の許可の申請をするときは、あらかじめ、主務省令で定めるとこ

ろにより、宅地造成等に関する工事の施行に係る土地の周辺地域の住民に対し、説明会の開催そ

の他の当該宅地造成等に関する工事の内容を周知させるため必要な措置を講じなければならな

い。 

 

（住民への周知） 

第 29 条 工事主は、次条第 1 項の許可の申請をするときは、あらかじめ、主務省令で定めるとこ

ろにより、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の施行に係る土地の周辺地域の住民に対し、

説明会の開催その他の当該特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の内容を周知させるため必

要な措置を講じなければならない。 

 

【省令】 

（住民への周知の方法） 

第６条 法第 11条の宅地造成等に関する工事の施行に係る土地の周辺地域の住民に周知させるた

めの必要な措置は、次に掲げるいずれかの方法により行うものとする。ただし、令第７条第２項

第二号に規定する土地において同号に規定する盛土をする場合又は都道府県（地方自治法（昭和

22 年法律第 67 号）第 252 条の 19 第１項の指定都市（以下この条及び次条第１項において「指

定都市」という。）又は同法第 252 条の 22 第１項の中核市（以下この条及び次条第１項におい

て「中核市」という。）の区域内の土地については、それぞれ指定都市又は中核市。以下同じ。）

の条例若しくは規則で定める場合にあっては、第一号に掲げる方法により行うものとする。 

一 宅地造成等に関する工事の内容についての説明会を開催すること。 

二 宅地造成等に関する工事の内容を記載した書面を、当該工事の施行に係る土地の周辺地域

の住民に配布すること。 

三 宅地造成等に関する工事の内容を当該工事の施行に係る土地又はその周辺の適当な場所に

掲示するとともに、当該内容をインターネットを利用して住民の閲覧に供すること。 

四 前三号に掲げるもののほか、都道府県の条例又は規則で定める方法 

 

（住民への周知の方法） 

第 62 条 法第 29 条の特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の施行に係る土地の周辺地域の住

民に周知させるための必要な措置は、第６条各号に掲げるいずれかの方法により行うものとす

る。ただし、同項ただし書に規定する場合にあっては、同項第一号に掲げる方法により行うもの

とする。 

 

【条例】 

（住民への周知の方法） 

第３条 宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和 37 年建設省令第３号。以下この条、第６

条第３項及び第８条第２項において「省令」という。）第６条又は第 62 条の規定により、省令

第６条第３号に掲げる方法による措置を行うときの当該措置の期間は、30 日以上となるように

努めなければならない。 

 

許可を申請する前に、工事主は、周辺住民に工事内容を周知する必要があります。周知の範囲及

び方法等は次のとおりです。 

 

 

 

[2505] [2505] 



 

宅Ⅱ - 105 

 

(１) 周知範囲 

① 平地盛土又は切土 

平地盛土とは、勾配 1/10 以下の平坦地における盛土です。平地盛土又は切土においては、

以下のア及びイの全てを包含する範囲を周知範囲とします。 

 

ア) 盛土等の境界から盛土等の最大高さに対して２倍の水平距離の範囲（図 2.34 又は図

2.35） 

イ) 盛土等を行う土地の隣接地 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.34 平地盛土における水平距離の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.35 切土における水平距離の考え方 

 

② 腹付け盛土（渓流等が存在する場合を除く） 

腹付け盛土とは、勾配 1/10 超の傾斜地盤上における盛土です。渓流等が存在する場合を除

き、腹付け盛土においては、以下のアからウまでの全てを包含する範囲を周知範囲とします。 

 

ア) 盛土の境界（法尻）から盛土の最大高さに対して２倍の水平距離の範囲（図 2.36） 

イ) 盛土法肩から勾配 1/5で斜め下方に引いた線と地盤面が交わる点までの範囲（図 2.36） 

ウ) 盛土を行う土地の隣接地 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.36 腹付け盛土における水平距離の考え方 

  

最大高さｈ 

境界（法尻）からの水平距離 

２ｈ 

盛土 

境界（法尻）からの水平距離 

２ｈ 

旧地盤 

切土 最大高さｈ 

境界（法肩）からの水平距離 

２ｈ 

旧地盤 
盛土 

イの範囲 

最大高さｈ 

アの範囲 

２ｈ 
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③ 渓流・谷埋め盛土等 

渓流等における盛土、谷又は沢を埋め立てて行う谷埋め盛土、若しくは腹付け盛土のうち

渓流等が存在する盛土については、以下のアからウまでの全てを包含する範囲を周知範囲と

します。 

 

ア) 盛土の境界（法尻）から盛土の最大高さに対して２倍の水平距離の範囲（図 2.37） 

イ) 盛土の境界（法尻）から渓床勾配が２°以上の範囲（図 2.37） 

ウ) 盛土を行う土地の隣接地 

 

 
 

 

 

 

 

 

図 2.37 渓流・谷埋め盛土等における水平距離の考え方 

 

(２) 周知方法 

周知方法は、以下の①から③までのいずれかによるものとします。ただし、渓流等における盛

土については、①により周知するものとします。なお、工事主は周辺地域の住民から説明を求め

られたときは、速やかにこれに応じること。 

 

① 工事内容についての説明会の開催 

説明会の案内先は、上記周知範囲の住民及び事業者を基本としますが、その他の関係者も

出席しやすいように配慮するものとします。 

 

② 工事内容を記した書面の配布 

書面は、上記周知範囲の住民及び事業者等に対して配布することを基本としますが、工事

主の意向により、その他の関係者への配布を制限するものではありません。 

 

③ 工事予定地への掲示及びインターネットへの掲載 

工事をしようとする土地又はその周辺の公衆が見やすい場所に工事内容を記した「図 2.38 

宅地造成又は特定盛土等に関する事前周知の標識」を掲示するとともに、同様の内容をイン

ターネットで公衆が閲覧できる場所に掲載してください。なお、許可の申請を行う日の 30 日

前から掲示及び掲載するよう努めなければなりません。 

 

  

旧地盤 
盛土 

イの範囲 

渓流勾配２°以上 最大高さｈ 

アの範囲 

２ｈ 
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(３) 周知内容 

周知すべき工事内容は、以下のとおりです。 

① 工事主の氏名 

② 工事予定地の所在地 

③ 工事施行者の氏名 

④ 盛土又は切土の高さ 

⑤ 盛土又は切土をする土地の面積 

⑥ 盛土又は切土の土量 

⑦ 擁壁又は崖面崩壊防止施設の形状、延長及び高さ 

⑧ 工事完了後の土地利用計画 

⑨ 工事着手予定時期 

⑩ 工事完了予定時期 

⑪ 工事に関する問合せ先 

 

 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事計画のお知らせ 

１ 工 事 主 の 氏 名  見 取 図 

２ 工 事 予 定 地 の 所 在 地   

３ 工 事 施 行 者 の 氏 名   

４ 盛 土 又 は 切 土 の 高 さ ｍ  

５ 盛土又は切土をする土地の面積 ㎡  

６ 盛 土 又 は 切 土 の 土 量 
盛土 ｍ3  

切土 ｍ3  

７ 擁 壁 又は 崖 面 崩 壊 防 止 施設 

形状 

延長              ｍ 

高さ         ｍ～   ｍ 

 

８ 工 事 完了 後 の 土 地 利 用 計画   

９ 工 事 着 手 予 定 時 期 年  月  

10 工 事 完 了 予 定 時 期 年  月  

11 工 事 に 関 す る 問 合 せ 先   

 

 

 

図 2.38 宅地造成又は特定盛土等に関する事前周知の標識 

［注意］ 

１ １欄の工事主又は３欄の工事施行者が法人であるときは、氏名は、当該法人の名称及び代

表者の氏名を記入してください。 

２ ７欄の擁壁又は崖面崩壊防止施設には、擁壁又は崖面崩壊防止施設の形式（鉄筋コンクリ

ート造Ｌ型擁壁等）、延長（複数ある場合は複数の合計）、最大高さ及び最小高さを記入して

ください。 

３ ８欄の工事完了後の土地利用計画には、工事完了後の土地の用途（住宅用地、商業施設用

地等）を記入してください。 

４ 11 欄の工事に関する問合せ先が個人であるときは氏名を、法人であるときは当該法人の名

称を記入し、問合せ先の電話番号、電子メールアドレス又はインターネット上における問合

せフォームのアドレス等を併せて記入してください。  

90cm 以上 

7
0
c
m
以

上
 

50cm 以上 
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2.5 変更の許可等 

【法】 

（変更の許可等） 

第 16 条 第 12 条第１項の許可を受けた者は、当該許可に係る宅地造成等に関する工事の計画の

変更をしようとするときは、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けなけれ

ばならない。ただし、主務省令で定める軽微な変更をしようとするときは、この限りでない。 

２ 第 12 条第１項の許可を受けた者は、前項ただし書の主務省令で定める軽微な変更をしたとき

は、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 第 12 条第２項から第４項まで、第 13 条、第 14 条及び前条第１項の規定は、第１項の許可に

ついて準用する。 

４ 第１項又は第２項の場合における次条から第 19 条までの規定の適用については、第１項の許

可又は第２項の規定による届出に係る変更後の内容を第 12 条第１項の許可の内容とみなす。 

５ 前条第２項の規定により第 12条第１項の許可を受けたものとみなされた宅地造成又は特定盛

土等に関する工事に係る都市計画法第 35条の２第１項の許可又は同条第３項の規定による届出

は、当該工事に係る第１項の許可又は第２項の規定による届出とみなす。 

 

（変更の許可等） 

第 35 条 第 30 条第１項の許可を受けた者は、当該許可に係る特定盛土等又は土石の堆積に関す

る工事の計画の変更をしようとするときは、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の許

可を受けなければならない。ただし、主務省令で定める軽微な変更をしようとするときは、この

限りでない。 

２ 第 30 条第１項の許可を受けた者は、前項ただし書の主務省令で定める軽微な変更をしたとき

は、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 第 30 条第２項から第４項まで、第 31 条から第 33 条まで及び前条第１項の規定は、第１項の

許可について準用する。 

４ 第１項又は第２項の場合における次条から第 38 条までの規定の適用については、第１項の許

可又は第２項の規定による届出に係る変更後の内容を第 30 条第１項の許可の内容とみなす。 

５ 前条第２項の規定により第 30条第１項の許可を受けたものとみなされた特定盛土等に関する

工事に係る都市計画法第 35 条の２第１項の許可又は同条第３項の規定による届出は、当該工事

に係る第１項の許可又は第２項の規定による届出とみなす。 

 

【省令】 

（軽微な変更） 

第 38 条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第 16 条第１項ただし書の主務省令

で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。 

一 工事主、設計者又は工事施行者の氏名若しくは名称又は住所の変更 

二 工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更 

 

（軽微な変更） 

第 68 条 特定盛土等に関する工事について、法第 35 条第１項ただし書の主務省令で定める軽微

な変更は、第 38 条第１項各号に掲げるものとする。 

 

【市規則】 

（軽微な変更の届出） 

第 12 条 法第 16 条第２項又は第 35 条第２項の規定による届出は、宅地造成等に関する工事の軽

微変更届出書を市長に提出することにより行うものとする。 
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(１) 変更許可申請 

許可を受けた工事の計画を変更する場合に、工事主は市長から変更の許可を受ける必要があ

ります。 

変更許可の申請にあたっては、以下の書類を作成し、申請資料一式をＡ４判ファイルに綴じて、

２部（正本及び副本）提出してください。 

添付する図面及び計算書等は、「表 2.2 許可申請書類一覧（図面）」又は「表 2.3 許可申請

書類一覧（計算書等）」のうち、変更をしようとする部分に係るものを作成してください。 

変更許可申請に係る図面は、設計者の所属及び氏名を記入した上で、原則としてＡ３判（Ａ４

Ｚ折り）で作成し、図面以外の書類はＡ４判で作成してください。 

なお、以下の①及び②については、軽微な変更として市長に変更を届け出るものとし、変更の

許可を受ける必要はありません。 

① 工事主、設計者又は工事施行者の氏名若しくは名称又は住所の変更 

「氏名若しくは名称」の変更とは、個人の場合は戸籍に記載された氏名の変更をいい、法

人の場合は、法人の名称又は代表者の変更をいいます。許可を受けた者を別な者に変更する

場合は、変更の許可を受ける必要があります。 

② 工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更 

 

 

表 2.37 変更の許可申請に係る書類一覧（図面及び計算書等以外の書類） 

番号 変 更 許 可 申 請 書 類 様 式 備考 

１ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の変更許可申請書 様式第９号  

２ 工事主の委任状  ※１ 

３ 工事主の印鑑証明書又は印鑑登録証明書の原本  ※１ 

４ 設計者の資格証明書  ※２ 

５ 

土地の権利者

の同意に関す

る書類 

地図証明書（工事をしようとする土地及び隣接地の

地目、地積並びに所有者名、方位、工事をしようと

する土地の区域堺を明示。工事をしようとする土地

の区域堺と筆界が一致する場合は赤実線で、土地の

一部を工事の区域にするために区域堺と筆界が一致

しない部分は赤破線で明示）（原本及び複製したもの

に記載でもよい） 

  

土地に関する権利者の一覧（工事しようとする土地

の区域内に限る） 
様式第５号  

土地の登記事項証明書の原本  ※３ 

工事をしようとする土地の区域内における権利の同

意書 
 ※４ 

工事をしようとする土地の区域内における権利者の

印鑑証明書又は印鑑登録証明書の原本 
 ※４ 

工事をしようとする土地の区域外において権利者が

同意したことを証する書類 
 ※５ 

７ 

申請者資力及

び信用に関す

る書類 

工事主の氏名及び住所を証する以下のいずれかの書類 

ア) 住民票の写し 

イ) 個人番号カードの写し（申請日時点で有効で

あるもの、個人番号は黒塗りすること。） 

ウ) ア又はイに類するもの 

 ※６ 

法人の登記事項証明書の原本  ※７ 
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代表権を持つ役員の氏名及び住所を証する以下のい

ずれかの書類 

ア) 住民票の写し 

イ) 個人番号カードの写し（申請日時点で有効で

あるもの、個人番号は黒塗りすること。） 

ウ) ア又はイに類するもの 

 ※７ 

所得税の納税証明書（直前３年分）  ※６ 

法人税の納税証明書（直前３年分）  ※７ 

市税の滞納がないことの証明書（直前３年分）  ※８ 

事業経歴書 様式第６号 ※８ 

誓約書 様式第８号 ※８ 

資金計画書 様式第２号 ※９ 

工事が完了するまでの間における資金繰りを記載し

た書類 
 ※10 

以下のうち資金繰りを証するために必要な書類 

ア) 宅地造成又は特定盛土等の工事契約書（写し） 

イ) 工事主の預金残高証明（写し） 

ウ) 融資契約書（写し）又は融資を受けられる見

込みがあることを証する書類 

エ) 宅地造成又は特定盛土等の工事施行中に資金

不足にならないことを証するその他の書類 

 ※10 

８ 

工事施行者の

能力に関する

書類 

法人の登記事項証明書の原本  ※11 

建設業許可又は更新を受けたことを証する書面の写

し（申請日の時点で有効であるもの） 
 ※11 

工事経歴書 様式第７号 ※11 

９ 
現地写真（盛土又は切土をしようとする土地及びその付近の状況を

明らかにする写真） 
  

※１ 変更許可申請業務を第三者に委任する場合に添付する必要があります。 

※２ 「2.1.7 設計者資格(１)設計資格を要する工事」に該当する工事で設計者を変更する場

合又は工事の設計を変更することで「2.1.7 設計者資格(１)設計資格を要する工事」に新

たに該当する場合に添付する必要があります。 

※３ 工事しようとする区域を変更し、許可を受けた区域に含まれていない土地を新たに含む

場合に、その新たに含む土地に限り、添付する必要があります。 

※４ 工事しようとする区域を変更し、許可を受けた区域に含まれていない土地を新たに含む

場合で、その新たに含む土地に対して工事主以外に権利を有する者がいる場合に添付する

必要があります。 

※５ 工事の設計を変更することで工事をしようとする土地の区域外における一時的な地形改

変の内容に変更が生じる場合又は申請者以外が管理する雨水排水施設への接続形状若しく

は放流量等に変更が生じる場合に添付する必要があります。 

※６ 工事主を変更する場合で、変更後の工事主が個人である場合に添付する必要があります。 

※７ 工事主を変更する場合で、変更後の工事主が法人である場合に添付する必要があります。 

※８ 工事主を変更する場合に添付する必要があります。 

※９ 工事の設計を変更する場合又は工事主を変更する場合に添付する必要があります。 

※10 変更許可申請において提出された資金計画書において資金計画が変更された場合で、資

金計画書で金融機関からの融資又は工事完了後の土地の売却収入若しくはそれらの合計が

収入全体の 60％を超過する場合に添付する必要があります。 

※11 工事施行者を変更する場合に添付する必要があります。  
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(２) 変更許可申請手数料 

変更許可申請時には、条例に基づき下表の手数料を本市に納める必要があります。なお、変更

内容が２つ以上の各号に該当するときは、各号に定める額を合算した額が手数料となります。 

ただし、以下の①又は②のいずれかに該当する場合は手数料を免除できます。免除を受ける場

合は、免除を受けようとする事由を記載した手数料免除申請書を提出してください。 

① 公共団体又は公共的団体が行う宅地造成等に関する工事で公益上必要があると市長が認

めるもの 

② 災害による被災者が自己の居住の用に供する住宅を建築するために行う宅地造成等に関

する工事 

表 2.38 変更許可申請手数料一覧 

 変更内容 手数料の額 

１号 

宅地造成等に関する工事の

計画の変更 

（２号に掲げる変更のみで

あるものを除く） 

工事の種類の区分及び宅地造成等を行う土地

の面積（２号の変更を伴う場合は変更前の土地

の面積、土地の面積の縮小を伴う場合は縮小後

の土地の面積）の区分に応じ、「表 2.5 新規

許可申請手数料一覧」の額に 1/10 を乗じた額 

２号 

宅地造成等を行う新たな土

地の編入に係る宅地造成等

に関する工事の計画の変更 

工事の種類の区分及び当該土地の面積の区分

に応じた「表 2.5 新規許可申請手数料一覧」

の額 

３号 その他の変更 10,000 円 

 

(３) 変更届 

以下の①又は②に該当する場合は、「宅地造成等に関する工事の軽微変更届出書（様式第 11

号）」により市長に変更を届け出る必要があります。 

① 工事主、設計者又は工事施行者の氏名若しくは名称又は住所の変更 

「氏名若しくは名称」の変更とは、個人の場合は戸籍に記載された氏名の変更をいい、法

人の場合は、法人の名称又は代表者の変更をいいます。許可を受けた者を別な者に変更する

場合は、変更の許可を受ける必要があります。 

② 工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更 

工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日を変更する場合には、変更届に工程表

を添付してください。 

 

(４) 変更許可申請書又は変更届の提出先 

仙台市 都市整備局 建築宅地部 開発調整課 

 

(５) 都市計画法に基づく開発行為の特例 

都市計画法第 35 条の２に基づく開発行為の変更許可を受けた場合は、当該宅地造成又は特定

盛土等も変更許可を受けたものとみなし、開発行為と別に宅地造成又は特定盛土等の変更許可

を受ける必要はありません。 

 

(６) 国又は県等の特例 

国、県又は本市が行う宅地造成若しくは特定盛土等の工事（災害の発生のおそれがないと認め

られる工事を除く）については、本市（都市整備局 建築宅地部 開発調整課）との変更協議が

成立したことをもって、宅地造成又は特定盛土等の変更許可があったものとみなします。 

また、都市計画法第 34 条の２に基づき開発行為の変更協議が成立した場合も、当該宅地造成

又は特定盛土等の変更許可があったものとみなします。  
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2.6 完了検査 

【法】 

（完了検査等） 

第 17 条 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について第 12 条第１項の許可を受けた者は、当

該許可に係る工事を完了したときは、主務省令で定める期間内に、主務省令で定めるところによ

り、その工事が第 13 条第１項の規定に適合しているかどうかについて、都道府県知事の検査を

申請しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の検査の結果、工事が第 13 条第１項の規定に適合していると認めた場

合においては、主務省令で定める様式の検査済証を第 12 条第１項の許可を受けた者に交付しな

ければならない。 

３ 第 15 条第２項の規定により第 12 条第１項の許可を受けたものとみなされた宅地造成又は特

定盛土等に関する工事に係る都市計画法第 36条第１項の規定による届出又は同条第２項の規定

により交付された検査済証は、当該工事に係る第１項の規定による申請又は前項の規定により

交付された検査済証とみなす。 

 

（完了検査等） 

第 36 条 特定盛土等に関する工事について第 30 条第１項の許可を受けた者は、当該許可に係る

工事を完了したときは、主務省令で定める期間内に、主務省令で定めるところにより、その工事

が第 31 条第１項の規定に適合しているかどうかについて、都道府県知事の検査を申請しなけれ

ばならない。 

２ 都道府県知事は、前項の検査の結果、工事が第 31 条第１項の規定に適合していると認めた場

合においては、主務省令で定める様式の検査済証を第 30 条第１項の許可を受けた者に交付しな

ければならない。 

３ 第 34 条第２項の規定により第 30 条第１項の許可を受けたものとみなされた特定盛土等に関

する工事に係る都市計画法第 36条第１項の規定による届出又は同条第２項の規定により交付さ

れた検査済証は、当該工事に係る第１項の規定による申請又は前項の規定により交付された検

査済証とみなす。 

 

【省令】 

（完了検査の申請期間） 

第 39 条 法第 17 条第１項の主務省令で定める期間は、工事が完了した日から４日以内とする。 

 

（完了検査の申請期間） 

第 69 条 法第 36 条第１項の主務省令で定める期間は、第 39 条に規定する期間とする。 

 

【市規則】 

（工事の一部完了検査） 

第 14 条 工事主は、条例第４条の工事の一部が完了し、かつ、当該工事に係る宅地の分割が可能

であって災害の防止上支障がないと認められる土地については、当該工事の一部完了検査を申

請することができる。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、法第 13 条第１項又は第 31 条第１項

の規定に適合しているかどうかについて検査を行い、適合していると認めるときは、宅地造成等

に関する工事の一部完了検査済証を工事主に交付するものとする。 

 

許可を受けた工事について、工事主は、工事完了後に市長へ完了検査を申請し、検査を受ける必

要があります。検査の結果、工事が技術的基準及び許可に付した条件に適合すると認められた場合

は、工事主に対して検査済証が交付されます。 
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(１) 完了検査申請書の提出期限及び提出先 

提出期限 ： 工事が完了した日から４日以内 

       （提出期日が休日の場合は翌営業日までとする） 

提出先  ： 仙台市 都市整備局 建築宅地部 開発調整課 

 

(２) 完了検査申請に必要な書類 

表 2.39 完了検査申請書類一覧 

番号 完了検査申請書類 様 式 

１ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の完了検査申請書 様式第 12 号 

２ 工事写真  

 

(３) 完了検査における中間検査合格箇所の取扱い 

中間検査合格証の交付を受けた特定工程については、完了検査時に検査を受ける必要はあり

ません。 

 

(４) 都市計画法に基づく開発行為の特例 

都市計画法第 36 条第１項の規定により開発行為に関する工事の完了を届け出た場合は、当該

宅地造成又は特定盛土等の完了検査が申請されたものとみなします。開発行為と別に当該宅地

造成又は特定盛土等の完了検査を申請する必要はありません。 

また、都市計画法第 36 条第２項の規定により開発行為に関する検査済証が交付された場合は、

当該宅地造成又は特定盛土等の検査済証が交付されたものとみなします。 

 

(４) 工事の一部完了検査 

   工事主は、許可を受けた工事の一部が完了し、かつこれらの工事に係る宅地の分割が可能で

あって災害の防止上支障がないと認められる土地については、これらの工事の一部完了検査を

申請することができます。申請にあたっては、表 2.40 に示す書類を検査希望日の７日前までに

提出してください。 

工事の一部完了検査を行い、法第 13 条第１項又は第 31 条第１項の規定に適合していると認

められた場合は、「宅地造成又は特定盛土等に関する工事の一部完了検査済証」が交付されます。 

 

表 2.40 一部完了検査申請書類一覧 

番号 一部完了検査申請書類 様 式 

１ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の一部完了検査申請書 様式第 15 号 

２ 一部完了検査を申請する場所が分かる位置図  

３ 工事写真  
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2.7 中間検査 

【法】 

（中間検査） 

第 18 条 第 12 条第１項の許可を受けた者は、当該許可に係る宅地造成又は特定盛土等（政令で

定める規模のものに限る。）に関する工事が政令で定める工程（以下この条において「特定工程」

という。）を含む場合において、当該特定工程に係る工事を終えたときは、その都度主務省令で

定める期間内に、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の検査を申請しなければならな

い。 

２ 都道府県知事は、前項の検査の結果、当該特定工程に係る工事が第 13 条第１項の規定に適合

していると認めた場合においては、主務省令で定める様式の当該特定工程に係る中間検査合格

証を第 12 条第１項の許可を受けた者に交付しなければならない。 

３ 特定工程ごとに政令で定める当該特定工程後の工程に係る工事は、前項の規定による当該特

定工程に係る中間検査合格証の交付を受けた後でなければ、することができない。 

４ 都道府県は、第１項の検査について、宅地造成又は特定盛土等に伴う災害を防止するために必

要があると認める場合においては、同項の政令で定める宅地造成若しくは特定盛土等の規模を

当該規模未満で条例で定める規模とし、又は特定工程（当該特定工程後の前項に規定する工程を

含む。）として条例で定める工程を追加することができる。 

５ 都道府県知事は、第１項の検査において第 13 条第１項の規定に適合することを認められた特

定工程に係る工事については、前条第１項の検査において当該工事に係る部分の検査をするこ

とを要しない。 

 

（中間検査） 

第 37 条 第 30 条第１項の許可を受けた者は、当該許可に係る特定盛土等（政令で定める規模の

ものに限る。）に関する工事が政令で定める工程（以下この条において「特定工程」という。）を

含む場合において、当該特定工程に係る工事を終えたときは、その都度主務省令で定める期間内

に、主務省令で定めるところにより、都道府県知事の検査を申請しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の検査の結果、当該特定工程に係る工事が第 31 条第１項の規定に適合

していると認めた場合においては、主務省令で定める様式の当該特定工程に係る中間検査合格

証を第 30 条第１項の許可を受けた者に交付しなければならない。 

３ 特定工程ごとに政令で定める当該特定工程後の工程に係る工事は、前項の規定による当該特

定工程に係る中間検査合格証の交付を受けた後でなければ、することができない。 

４ 都道府県は、第１項の検査について、特定盛土等に伴う災害を防止するために必要があると認

める場合においては、同項の政令で定める特定盛土等の規模を当該規模未満で条例で定める規

模とし、又は特定工程（当該特定工程後の前項に規定する工程を含む。）として条例で定める工

程を追加することができる。 

５ 都道府県知事は、第１項の検査において第 31 条第１項の規定に適合することを認められた特

定工程に係る工事については、前条第１項の検査において当該工事に係る部分の検査をするこ

とを要しない。 

 

【政令】 

（中間検査を要する宅地造成又は特定盛土等の規模） 

第 23 条 法第 18 条第１項の政令で定める規模の宅地造成又は特定盛土等は、次に掲げるものと

する。 

一 盛土であって、当該盛土をした土地の部分に高さが２メートルを超える崖を生ずることと

なるもの 

二 切土であって、当該切土をした土地の部分に高さが５メートルを超える崖を生ずることと

なるもの 

三 盛土と切土とを同時にする場合において、当該盛土及び切土をした土地の部分に高さが５
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メートルを超える崖を生ずることとなるときにおける当該盛土及び切土（前２号に該当する

盛土又は切土を除く。） 

四 第一号又は前号に該当しない盛土であって、高さが５メートルを超えるもの 

五 前各号のいずれにも該当しない盛土又は切土であって、当該盛土又は切土をする土地の面

積が 3000 平方メートルを超えるもの 

 

（特定工程等） 

第 24 条 法第 18 条第１項の政令で定める工程は、盛土をする前の地盤面又は切土をした後の地

盤面に排水施設を設置する工事の工程とする。 

２ 前項に規定する工程に係る法第 18 条第３項の政令で定める工程は、前項に規定する排水施設

の周囲を砕石その他の資材で埋める工事の工程とする。 

 

（中間検査を要する特定盛土等の規模等） 

第 32 条 法第 37 条第１項の政令で定める規模の特定盛土等は、第 23 条各号に掲げるものとす

る。 

２ 法第 37 条第１項の政令で定める工程は、第 24 条第１項に規定する工程とする。 

３ 前項に規定する工程に係る法第 37 条第３項の政令で定める工程は、第 24 条第２項に規定す

る工程とする。 

 

【省令】 

（中間検査の申請期間） 

第 45 条 法第 18 条第１項の主務省令で定める期間は、特定工程に係る工事を終えた日から４日

以内とする。 

 

（中間検査の申請期間） 

第 75 条 法第 37 条第１項の主務省令で定める期間は、第 45 条に規定する期間とする。 

 

【条例】 

（中間検査を要する宅地造成又は特定盛土等の規模） 

第７条 法第 18 条第４項の条例で定める規模の宅地造成又は特定盛土等は、宅地造成及び特定盛

土等規制法施行令（昭和 37 年政令第 16 号。次条において「政令」という。）第３条各号に掲

げるものとする。 

 

許可を受けた宅地造成又は特定盛土等に関する工事のうち、以下の特定工程を含む工事について

は、工事主が市長に中間検査を申請し、検査を受ける必要があります。 

 

(１) 中間検査の対象となる特定工程 

中間検査の対象となる特定工程は次のとおりです。中間検査を受け、中間検査合格証の交付を

受けるまで、特定工程以降の関連工程は施工できません。 

 

・ 盛土前の地盤面又は切土後の地盤面に排水施設を設置する工程 

 

(２) 中間検査申請書の提出期限及び提出先 

提出期限 ： 特定工程の工事を終えた日から４日以内 

       （提出期日が休日の場合は翌営業日までとする） 

提出先  ： 仙台市 都市整備局 建築宅地部 開発調整課 
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(３) 中間検査申請に必要な書類 

 

表 2.41 中間検査申請書類一覧 

番号 中間検査申請書類 様 式 

１ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の中間検査申請書 様式第 14 号 

２ 工事写真  

 

(４) 中間検査の着眼点 

   中間検査は以下の着眼点で実施します。 

 

表 2.42 中間検査の着眼点 

中間検査項目 検査対象 着眼点 

盛土工事 排水施設 暗渠排水管 

①暗渠排水管の配置と規格は計画内容と現地条件

を照査して適切に施工されているか 

②暗渠排水管の集水管接続部は適切に処理されて

いるか 

③暗渠排水管の集水管端部の土砂流入防止措置は

適切か 

④現況地盤からの湧水は適切に処理されているか 

⑤渓流や既設水路等の通過水流は適切に処理され

ているか 

切土工事 排水施設 暗渠排水管 

①暗渠排水管の配置と規格は計画内容と現地条件

を照査して適切に施工されているか 

②暗渠排水管の集水管接続部は適切に処理されて

いるか 

③暗渠排水管の集水管端部の土砂流入防止措置は

適切か 

④湧水は適切に処理されているか 

⑤溝掘りは適切に施工されているか 

 

(５) 完了検査における特定工程の取扱い 

中間検査合格証の交付を受けた特定工程については、完了検査時に検査を受ける必要があり

ません。 
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2.8 定期報告等 

【法】 

（定期の報告） 

第 19 条 第 12 条第１項の許可（政令で定める規模の宅地造成等に関する工事に係るものに限る。）

を受けた者は、主務省令で定めるところにより、主務省令で定める期間ごとに、当該許可に係る

宅地造成等に関する工事の実施の状況その他主務省令で定める事項を都道府県知事に報告しな

ければならない。 

２ 都道府県は、前項の報告について、宅地造成等に伴う災害を防止するために必要があると認め

る場合においては、同項の政令で定める宅地造成等の規模を当該規模未満で条例で定める規模

とし、同項の主務省令で定める期間を当該期間より短い期間で条例で定める期間とし、又は同項

の主務省令で定める事項に条例で必要な事項を付加することができる。 

 

（定期の報告） 

第 38 条 第 30 条第１項の許可（政令で定める規模の特定盛土等又は土石の堆積に関する工事に

係るものに限る。）を受けた者は、主務省令で定めるところにより、主務省令で定める期間ごと

に、当該許可に係る特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の実施の状況その他主務省令で定

める事項を都道府県知事に報告しなければならない。 

２ 都道府県は、前項の報告について、特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害を防止するために必

要があると認める場合においては、同項の政令で定める特定盛土等若しくは土石の堆積の規模

を当該規模未満で条例で定める規模とし、同項の主務省令で定める期間を当該期間より短い期

間で条例で定める期間とし、又は同項の主務省令で定める事項に条例で必要な事項を付加する

ことができる。 

 

【政令】 

（中間検査を要する宅地造成又は特定盛土等の規模） 

第 23 条 法第 18 条第１項の政令で定める規模の宅地造成又は特定盛土等は、次に掲げるものと

する。 

一 盛土であって、当該盛土をした土地の部分に高さが２メートルを超える崖を生ずることと

なるもの 

二 切土であって、当該切土をした土地の部分に高さが５メートルを超える崖を生ずることと

なるもの 

三 盛土と切土とを同時にする場合において、当該盛土及び切土をした土地の部分に高さが５

メートルを超える崖を生ずることとなるときにおける当該盛土及び切土（前２号に該当する

盛土又は切土を除く。） 

四 第一号又は前号に該当しない盛土であって、高さが５メートルを超えるもの 

五 前各号のいずれにも該当しない盛土又は切土であって、当該盛土又は切土をする土地の面

積が 3000 平方メートルを超えるもの 

 

（定期の報告を要する宅地造成等の規模） 

第 25 条 法第 19 条第１項の政令で定める規模の宅地造成又は特定盛土等は、第 23 条各号に掲げ

るものとする。 

 

（定期の報告を要する特定盛土等又は土石の堆積の規模） 

第 33 条 法第 38 条第１項の政令で定める規模の特定盛土等は、第 23 条各号に掲げるものとす

る。 
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【省令】 

（定期の報告の期間） 

第 49 条 法第 19 条第１項の主務省令で定める期間は、３月とする 

。 

（定期の報告の報告事項） 

第 50 条 法第 19 条第１項の主務省令で定める事項は、次に掲げるものとする。ただし、第三号

に掲げる事項については、２回目以降の定期の報告を行う場合に限るものとする。 

一 工事が施行される土地の所在地 

二 工事の許可年月日及び許可番号 

三 前回の報告年月日 

２ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第 19 条第１項の規定による工事の実施の

状況の報告は、次に掲げる事項について行うものとする。 

一 報告の時点における盛土又は切土の高さ 

二 報告の時点における盛土又は切土の面積 

三 報告の時点における盛土又は切土の土量 

四 報告の時点における擁壁等（法第 13 条第１項に規定する擁壁等をいう。）に関する工事の

施行状況 

 

（定期の報告の期間） 

第 79 条 法第 38 条第１項の主務省令で定める期間は、第 49 条に規定する期間とする。 

 

（定期の報告の報告事項） 

第 80 条 法第 38 条第１項の主務省令で定める事項は、第 50 条第１項各号に掲げる事項とする。

この場合においては、同項ただし書の規定を準用する。 

２ 特定盛土等に関する工事について、法第 38 条第１項の規定による工事の実施の状況の報告

は、第 50 条第２項各号に掲げる事項について行うものとする。 

 

【条例】 

（定期の報告を要する宅地造成等の規模） 

第８条 法第 19 条第２項の条例で定める規模の宅地造成又は特定盛土等は、政令第３条各号に掲

げるものとする。 

 

【市規則】 

（工事状況の報告） 

第 15 条 工事主、工事施行者又は現場管理者は、次の各号に掲げる工事の区分に応じ当該各号に

定める工程に達したときは、速やかにその旨を市長に報告しなければならない。 

一 災害の防止のため市長が特に指定した擁壁の工事 次のイからニまでに掲げる工程 

 イ 擁壁の床掘りを完了したとき 

 ロ 鉄筋コンクリート造の擁壁の基礎配筋を完了したとき 

 ハ 鉄筋コンクリート造の擁壁のたて壁の配筋を完了したとき 

 ニ 練積み造の擁壁が前面の地盤の高さに達したとき 
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(１) 定期報告 

許可を受けた宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、工事主は、市長に工事の実施状

況を報告する必要があります。 

本市では、法第 19 条第２項及び法第 38 条第２項の規定により、条例で定期報告を要する宅

地造成等の規模を、許可を必要とする規模に引き下げていることから、許可を受けた宅地造成等

の全てについて、工事の実施状況を報告する必要があります。 

 

① 定期報告の期間及び報告先 

報告期間 ： ３か月ごとに報告 

報告先  ： 仙台市 都市整備局 建築宅地部 開発調整課 

② 報告内容 

定期報告には以下の内容を記すこととします。 

ア) 工事が施行される土地の所在地 

イ) 工事の許可年月日及び許可番号 

ウ) 前回の報告年月日（２回目以降の定期報告に限る） 

エ) 報告の時点における盛土又は切土の高さ 

オ) 報告の時点における盛土又は切土の面積 

カ) 報告の時点における盛土又は切土の土量 

キ) 報告の時点における擁壁、排水施設、崖面崩壊防止施設、地滑り抑止ぐい、グラウ

ンドアンカー及びその他の土留に関する工事の施行状況 

③ 定期報告で提出する書類 

表 2.43 定期報告書類一覧 

番号 定 期 報 告 書 類 様式 

１ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の定期報告書 様式第 16 号 

２ 工程表（計画工程と実績工程を併記し、出来高（進捗率）を記載）  

３ 報告時点の工事状況を示す写真  

 

(２) 工程に応じた段階報告 

本市では、法で定められた前項の報告のほか、市規則で工程に応じた段階報告を求めており、

工事主は、以下のとおり市長に報告する必要があります。 

 

① 報告の時期及び報告先 

報告時期 ： ②の工程に達した日から７日以内 

（報告期日が休日の場合は翌営業日までとする） 

報告先  ： 仙台市 都市整備局 建築宅地部 開発調整課 

② 報告する工程 

ア) 擁壁の床掘を完了したとき 

イ) 鉄筋コンクリート造擁壁の基礎配筋を完了したとき 

ウ) 鉄筋コンクリート造擁壁のたて壁の配筋を完了したとき 

エ) 練積み造擁壁が前面の地盤の高さに達したとき 

③ 段階報告で提出する書類 

表 2.44 段階報告書類一覧 

番号 段 階 報 告 書 類 様式 

１ 宅地造成等に関する工事の段階報告書 様式第 18 号 

２ 「② 報告する工程」に関する工事写真  
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2.9 工事の着手及び中止等の届出 

【条例】 

（工事着手の届出） 

第４条 法第 12 条第１項の許可を受けた宅地造成等に関する工事（法第 15 条第１項の規定によ

り当該許可があったものとみなされたものを含む。次条第１項において同じ。）又は法第 30 条

第１項の許可を受けた特定盛土等若しくは土石の堆積に関する工事（法第 34 条第１項の規定に

より当該許可があったものとみなされたものを含む。次条第１項において同じ。）の工事主は、

これらの工事に着手したときは、規則で定めるところにより、速やかに、その旨を市長に届け出

なければならない。 

 

（工事計画の中止等の届出） 

第５条 法第 12 条第１項の許可を受けた宅地造成等に関する工事又は法第 30 条第１項の許可を

受けた特定盛土等若しくは土石の堆積に関する工事の工事主は、これらの工事を中止し、再開

し、又は廃止したときは、規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨を市長に届け出なけれ

ばならない。 

２ 法第 15 条第２項の規定により法第 12 条第１項の許可を受けたものとみなされた宅地造成若

しくは特定盛土等に関する工事又は法第 34 条第２項の規定により法第 30 条第１項の許可を受

けたものとみなされた特定盛土等に関する工事の工事主は、これらの工事を中止し、又は再開し

たときは、規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

 

【市規則】 

（工事着手の届出） 

第 10 条 条例第４条の規定による届出は、宅地造成等に関する工事の着手届出書を市長に提出す

ることにより行うものとする。 

２ 前項の宅地造成等に関する工事の着手届出書には、条例第４条の工事の工程表を添付しなけ

ればならない。 

 

（工事計画の中止等の届出） 

第 11 条 条例第５条第１項の規定による届出は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に

定める書類を市長に提出することにより行うものとする。 

 一 条例第５条第１項の工事を中止する場合 宅地造成等に関する工事の中止届出書 

 二 条例第５条第１項の工事を再開する場合 宅地造成等に関する工事の再開届出書 

 三 条例第５条第１項の工事を廃止する場合 宅地造成等に関する工事の廃止届出書 

２ 条例第５条第２項の規定による届出は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定め

る書類を市長に提出することにより行うものとする。 

 一 条例第５条第２項の工事を中止する場合 前項第一号に定める書類 

 二 条例第５条第２項の工事を再開する場合 前項第二号に定める書類 

 

(１) 着手及び中止等の届出一覧 

表 2.45 着手及び中止等の届出一覧 

種別 対象工事等 届出期限 届出に必要な書類 

着手 許可を受けた宅

地造成又は特定

盛土等の工事に

着手した場合 

着手した日から

14 日以内 

・宅地造成等に関する工事の着手届出書（様式第 19

号） 

・工程表 

中止 許可を受けた宅

地造成又は特定

中止した日から

14 日以内 

・宅地造成等に関する工事の中止届出書（様式第 20

号） 
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盛土等の工事に

着手した後、概

ね１か月以上中

止する場合 

・中止理由、「(３) 工事中止にあたっての留意事

項」の実施状況及び緊急時の連絡体制を記した書

類 

・工程表（計画工程と実績工程を併記し、出来高（進

捗率）を記載） 

・中止時点の工事状況及び「(３) 工事中止にあた

っての留意事項」の実施状況を明らかにする写真 

再開 中止した工事を

再開した場合 

再開した日から

14 日以内 

・宅地造成等に関する工事の再開届出書（様式第 21

号） 

・工程表 

廃止 許可を受けた宅

地造成又は特定

盛土等の工事を

廃止する場合 

廃止する日の

14 日前 

・宅地造成等に関する工事の廃止届出書（様式第 22

号） 

・廃止理由及び「(４) 工事廃止にあたっての留意

事項」の実施状況を記した書類 

・工程表（計画工程と実績工程を併記し、出来高（進

捗率）を記載） 

・届出時点の工事状況及び「(４) 工事廃止にあた

っての留意事項」の実施状況を明らかにする写真 

 

(２) 届出書の提出先 

仙台市 都市整備局 建築宅地部 開発調整課 

 

(３) 工事中止にあたっての留意事項 

工事中止期間中における災害及び事故の防止並びに公共施設の機能維持を図るため、原則と

して以下の措置を講じてください。 

① 工事現場の公衆が見えやすい場所及び工事現場の入り口に立入禁止標識を設置してくだ

さい。立入禁止標識には、許可を受けた者又は現場管理者の氏名、及び連絡先の電話番号

を明記してください。 

② 第三者が工事現場に立ち入ることができないように、工事現場入り口に進入防止柵等を

設置してください。 

③ 工事で生じた崖面は、許可された計画に基づく擁壁の設置若しくは土質に応じた安定勾

配での整形により保護してください。 

④ 工事で生じた法面は、緑化等で保護してください。 

⑤ 崖面又は法面を雨水が流れ落ちないように、法肩付近に防災小堤又は土のうを設置して

ください。 

⑥ 崖の上端に続く地盤面は、崖の反対方向に雨水が流れるように勾配をつけてください。 

⑦ 工事現場外に土砂や濁水等が流出しないように土砂流出防止施設等を設置してください。 

⑧ 工事により公共施設の機能が損なわれている場合は、公共施設管理者の指示に従い、その

機能を回復させてください。 

⑨ 工事現場及びその周囲の状況を巡視により定期的に把握し、異状が認められる場合は、速

やかに対策を講じてください。 

 

(４) 工事廃止にあたっての留意事項 

工事廃止後における災害及び事故の防止並びに公共施設の機能維持を図るため、原則として

以下の措置を講じてください。 

① 工事で生じた崖面は、許可された計画に基づく擁壁の設置若しくは土質に応じた安定勾

配での整形により保護してください。 

② 工事で生じた法面は、緑化等で保護してください。 
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③ 崖面又は法面を雨水が流れ落ちないように、法肩付近に防災小堤又は土のうを設置して

ください。 

④ 崖の上端に続く地盤面は、崖の反対方向に雨水が流れるように勾配をつけてください。 

⑤ 工事現場外に土砂や濁水等が流出しないように土砂流出防止施設等を設置してください。 

⑥ 工事により公共施設の機能が損なわれている場合は、公共施設管理者の指示に従い、その

機能を回復させてください。 

⑦ 工事を廃止したことを周辺の住民に周知してください。周知の方法及び範囲は宅地造成

又は特定盛土等の工事の許可を受けた際の取扱いに準じます。  
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2.10 その他の届出（区域指定時における工事、擁壁等の撤去、公共施設用地の転用） 

【法】 

（工事等の届出） 

第 21 条 宅地造成等工事規制区域の指定の際、当該宅地造成等工事規制区域内において行われて

いる宅地造成等に関する工事の工事主は、その指定があった日から 21 日以内に、主務省令で定

めるところにより、当該工事について都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 宅地造成等工事規制区域内の土地（公共施設用地を除く。以下この章において同じ。）におい

て、擁壁等に関する工事その他の工事で政令で定めるものを行おうとする者（第 12 条第１項若

しくは第 16 条第１項の許可を受け、又は同条第２項の規定による届出をした者を除く。）は、そ

の工事に着手する日の 14 日前までに、主務省令で定めるところにより、その旨を都道府県知事

に届け出なければならない。 

４ 宅地造成等工事規制区域内において、公共施設用地を宅地又は農地等に転用した者（第 12 条

第１項若しくは第 16 条第１項の許可を受け、又は同条第２項の規定による届出をした者を除

く。）は、その転用した日から 14 日以内に、主務省令で定めるところにより、その旨を都道府県

知事に届け出なければならない。 

 

（工事等の届出） 

第 40 条 特定盛土等規制区域の指定の際、当該特定盛土等規制区域内において行われている特定

盛土等又は土石の堆積に関する工事の工事主は、その指定があった日から 21 日以内に、主務省

令で定めるところにより、当該工事について都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 特定盛土等規制区域内の土地（公共施設用地を除く。以下この章において同じ。）において、

擁壁等に関する工事その他の工事で政令で定めるものを行おうとする者（第 30 条第１項若しく

は第 35 条第１項の許可を受け、又は第 27 条第１項、第 28 条第１項若しくは第 35 条第２項の

規定による届出をした者を除く。）は、その工事に着手する日の 14 日前までに、主務省令で定め

るところにより、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

４ 特定盛土等規制区域内において、公共施設用地を宅地又は農地等に転用した者（第 30 条第１

項若しくは第 35 条第１項の許可を受け、又は第 27 条第１項、第 28 条第１項若しくは第 35 条

第２項の規定による届出をした者を除く。）は、その転用した日から 14 日以内に、主務省令で定

めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

 

【政令】 

（届出を要する工事） 

第 26 条 法第 21 条第３項の政令で定める工事は、擁壁若しくは崖面崩壊防止施設で高さが２メ

ートルを超えるもの、地表水等を排除するための排水施設又は地滑り抑止ぐい等の全部又は一

部の除却の工事とする。 

２ 前項の崖面崩壊防止施設の高さは、崖面崩壊防止施設の前面の上端と下端（当該前面の下部が

地盤面と接する部分をいう。）との垂直距離によるものとする。 

 

（届出を要する工事） 

第 34 条 法第 40 条第３項の政令で定める工事は、第 26 条第１項に規定する工事とする。この場

合においては、同条第２項の規定を準用する。 
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(１) 区域指定時における工事 

宅地造成等工事規制区域又は特定盛土等規制区域が指定された際に規制区域内で行われてい

る宅地造成又は特定盛土等に関する工事（「② 届出を要しない工事」に該当するものを除く）に

ついて、工事主は市長に届け出る必要があります。 

 

① 届出期間 

規制区域の指定があった日から 21 日以内 

 

② 届出を要しない工事 

規制区域が指定された際に規制区域内で行われている宅地造成又は特定盛土等に関する

工事のうち、以下にいずれかに該当する工事については、届出不要です。 

 

ア) 公共施設用地における盛土その他の土地の形質の変更 

ただし、公共施設用地を宅地にするための盛土その他の土地の形質の変更について

は届出の対象となります。 

イ) 鉱山保安法の基準で行われる特定施設の設置に係る工事 

ウ) 鉱業法の認可を受けた施業案の実施に係る工事（鉱物の採取） 

エ) 採石法の認可を受けた採取計画に係る工事（岩石の採取） 

オ) 砂利採取法の認可を受けた採取計画に係る工事（砂利の採取） 

カ) 土地改良法による土地改良事業及び国、県又は市が定める土地改良事業計画設計基

準等の技術基準に基づき施行される土地改良事業と同等の工事（農業用用排水施設

の新設等） 

ただし、国、県又は市が定める技術基準によらず、ほ場の大区画化や均平、田畑転

換、農業用施設用地の整備等に係る工事については、届出の対象となります。 

キ) 火薬類取締法により火薬類製造施設の周囲に設置する土堤等の工事 

ク) 家畜伝染病予防法による家畜の死体等の埋却 

ケ) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律による廃棄物の処分等 

コ) 土壌汚染対策法による汚染土壌の搬出又は処理等 

サ) 「平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故

により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」によ

る廃棄物又は除去土壌の保管若しくは処分 

シ) 森林の施業を実施するために必要な作業路網の整備に関する工事 

ス) 国、地方公共団体又は以下の法人が非常災害のために必要な応急措置として行う工

事 

・地方住宅供給公社 

・土地開発公社 

・日本下水道事業団 

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

・独立行政法人水資源機構 

・独立行政法人都市再生機構 

セ) 農地及び採草放牧地における通常の生産活動並びにほ場管理の一環として行われ

る以下の行為 

・実施前後の土地の地盤面の標高差が 30cm を超えない耕起、代かき、整地、畝立、

けい畔の新設、補修及び除去、表土の補充 

・暗きょ排水の新設及び改修等 

     ソ）旧法に基づき許可を受けた工事 
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③ 届出に必要な書類 

届出にあたっては、以下の書類を作成し、１部提出してください。 

届出に係る図面は、原則としてＡ３判（Ａ４Ｚ折り）で作成し、図面以外の書類はＡ４判

で作成してください。 

 

表 2.46 区域指定時における工事の届出書類一覧（図面以外の書類） 

番号 届 出 書 類 様 式 備考 

１ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の届出書 様式第 25 号  

２ 工事主の委任状  ※ 

３ 
現地写真（盛土又は切土をしている土地及びその付近の状

況を明らかにする写真） 
  

※ 届出業務を第三者に委任する場合に添付する必要があります。 

 

表 2.47 区域指定時における工事の届出書類一覧（図面） 

番号 図面の種類 明示すべき事項 縮 尺 備 考 

１ 位置図 ・方位、道路及び目標となる地物 1/10,000 以上  

２ 

地形図 

（現況平面図） 

（土地の求積図） 

・方位及び土地の境界線 

・現況地盤高 

・工事をしている土地の区域堺

（赤線で明示） 

1/2,500 以上 

等高線は２ｍ

の標高差を示

すこと 

３ 

土地の平面図 

（工事計画平面図） 

（盛土切土求積図） 

・方位及び土地の境界線 

・盛土又は切土をする土地の部分

（盛土は薄朱色、切土は薄黄色

で着色） 

・宅地造成又は特定盛土等の計画

高 

・崖又は法面の勾配及び保護方法

等（植栽又は芝張り等の措置を

行う必要がない場合は、その旨

を記載） 

・擁壁、崖面崩壊防止施設、排水

施設、地滑り抑止ぐい又はグラ

ンドアンカーその他の土留の

種別と位置 

・工事をしている土地の区域堺

（赤線で明示） 

1/2,500 以上  

４ 
土地の断面図 

（工事計画断面図） 

・盛土又は切土をする前後の地盤

面及び地盤高 

・盛土又は切土をする土地の部分

（盛土は薄朱色、切土は薄黄色

で着色） 

1/2,500 以上 

高低差の著し

い箇所につい

て作成するこ

と 
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④ 規制区域の指定前に着手している工事に関する許可等 

規制区域の指定前に着手している宅地造成又は特定盛土等について、法第 12 条第１項又

は法第 30 条第１項に基づく許可及び法第 27 条に基づく届出は、原則として不要です。 

ただし、規制区域の指定後に工事計画を変更したことで新たな崖、新たな盛土又は新たな

切土が生じ、新たな崖、新たな盛土又は新たな切土の部分が法第 12 条第１項又は法第 30 条

第１項に基づく許可若しくは法第 27 条に基づく届出を必要とする規模に該当する場合は、

新たな崖、新たな盛土又は新たな切土の部分を対象とする許可又は届出が必要です。 

 

表 2.48 区域指定日をまたぐ工事の対応(１) 

旧法の 

規制区域 
パターン 

旧法許可又は開発許可の 

取得状況 

区域指定日

の工事着手

状況※１ 

適 用 必要手続き 

内 

① なし 済 ― 届出※３ 

② 
区域指定日に旧法許可又は開発

許可あり 
未/済 旧法 ― 

③ 
区域指定日に旧法許可申請中で

許可前 
未 新法 許可申請 

④ 区域指定日以降に開発許可取得 未 新法※２ ― 

外 

⑤ なし 済 ― 届出※３ 

⑥ 

区域指定日に開発許可あり 

済 ― 届出※３ 

⑦ 未 新法 許可申請 

⑧ 区域指定日以降に開発許可取得 未 新法※２ ― 

※１ 工事着手とは、工事現場において設計図書等と照合して行う最初のくい打ち等の土地の形質

変更や土石の堆積を行うことを指します。 

※２ 盛土規制法の許可を受けたものとみなし、中間検査や定期報告、現場での標識掲出、完了後

の保全義務等の対象になります。 

※３ 盛土規制法施行令第３条又は第４条に規定する宅地造成等に関する工事に限り、区域指定日

から 21 日以内に法第 21 条第１項又は法第 40 条第１項に基づく当該工事についての届出が必

要です。 
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表 2.49 区域指定日をまたぐ工事の対応(２) 

旧法の 

規制区域 

パ
タ
ー
ン 

区域指定日 

【令和 7 年 5 月 23 日】 

内 

① 

 

② 

 

③ 

 

④ 

 

外 

⑤ 

 

⑥ 

 

⑦ 

 

⑧ 

 

 

 

  

旧法又は 

開発許可 

申請 

旧法又は 

開発 

許可 

(工事着手) 

工事着手 

盛土規制法 

許可申請 

盛土規制法 

許可 

工事着手 

届 出 

21 日以内 

工事着手 

旧法 

許可申請 × 
許可前 

開発 

許可申請 
開発許可 

(みなし許可) 

工事着手 

工事着手 

届 出 

21 日以内 

開発 

許可申請 
開発許可 

工事着手 

届 出 

21 日以内 

開発 

許可申請 
開発許可 

盛土規制法 

許可申請 

盛土規制法 

許可 

工事着手 

開発 

許可申請 
開発許可 

(みなし許可) 

工事着手 
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(２) 擁壁又は排水施設等の撤去 

宅地造成等工事規制区域内又は特定盛土等規制区域内（公共施設用地を除く）で行われる擁壁

又は排水施設等の撤去に関する工事について、工事主は「擁壁等に関する工事の届出書（様式第

27 号）」により市長に届け出る必要があります。 

 

① 届出対象工事 

以下のいずれかに該当する工事（宅地造成又は特定盛土等の許可若しく届出が済んでい

る工事を除く）について、届け出る必要があります。 

ア) 高さ２ｍを超える擁壁の全部又は一部を撤去する工事 

イ) 高さ２ｍを超える崖面崩壊防止施設の全部又は一部を撤去する工事。この場合の

崖面崩壊防止施設の高さとは、崖面崩壊防止施設の上端と前面の地盤面と接する

部分との垂直距離をいいます。 

ウ) 地表水等を排除するための排水施設の全部又は一部を撤去する工事 

エ) 地滑り抑止ぐいの全部又は一部を撤去する工事 

 

② 届出期間 

工事に着手する日の 14 日前 

 

   ③ 届出に必要な書類 

届出にあたっては、以下の書類を作成し、１部提出してください。 

届出に係る図面は、原則としてＡ３判（Ａ４Ｚ折り）で作成し、図面以外の書類はＡ４判

で作成してください。 

 

表 2.50 擁壁等に関する工事の届出書類一覧（図面以外の書類） 

番号 届 出 書 類 様 式 備考 

１ 擁壁等に関する工事の届出書 様式第 27 号  

２ 工事主の委任状  ※ 

３ 
現地写真（工事が行われる土地の状況を明らかにする写

真） 
  

※ 届出業務を第三者に委任する場合に添付する必要があります。 

 

表 2.51  擁壁等に関する工事の届出書類一覧（図面） 

番号 図面の種類 明示すべき事項 縮 尺 備 考 

１ 位置図 ・方位、道路及び目標となる地物 1/10,000 以上  

２ 
地形図 

（現況平面図） 

・方位及び土地の境界線 

・現況地盤高 1/2,500 以上 

等高線は２ｍ

の標高差を示

すこと 

３ 
土地の平面図 

（工事計画平面図） 

・方位及び土地の境界線 

・盛土又は切土をする土地の部分

（盛土は薄朱色、切土は薄黄色

で着色） 

・擁壁等を撤去した後の計画高 

・崖又は法面の勾配及び保護方法

等（植栽又は芝張り等の措置を

行う必要がない場合は、その旨

を記載） 

 

1/2,500 以上  
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４ 
土地の断面図 

（工事計画断面図） 

・盛土又は切土をする前後の地盤

面及び地盤高 

・盛土又は切土をする土地の部分

（盛土は薄朱色、切土は薄黄色

で着色） 

1/2,500 以上 

高低差の著し

い箇所につい

て作成するこ

と 

      ※ ①届出対象工事のア）～エ）の計画が分かる図面を添付してください。 

 

(３) 公共施設用地の転用 

宅地造成等工事規制区域内又は特定盛土等規制区域内で公共施設用地を宅地又は農地等に転

用した場合（宅地造成又は特定盛土等の許可若しく届出が済んでいる工事で転用した場合を除

く）に、転用した者は「公共施設用地の転用の届出書（様式第 28 号）」により市長に届け出る必

要があります。 

 

① 届出期間 

転用した日から 14 日以内 

 

   ② 届出に必要な書類 

届出にあたっては、以下の書類を作成し、１部提出してください。 

届出に係る図面は、原則としてＡ３判（Ａ４Ｚ折り）で作成し、図面以外の書類はＡ４判

で作成してください。 

 

表 2.52 公共施設用地の転用の届出書類一覧（図面以外の書類） 

番号 届 出 書 類 様 式 備考 

１ 公共施設用地の転用の届出書 様式第 28 号  

２ 工事主の委任状  ※ 

３ 
現地写真（転用が行われる土地の状況を明らかにする写

真） 
  

※ 届出業務を第三者に委任する場合に添付する必要があります。 

 

表 2.53  公共施設用地の転用の届出書類一覧（図面） 

番号 図面の種類 明示すべき事項 縮 尺 備 考 

１ 位置図 ・方位、道路及び目標となる地物 1/10,000 以上  

２ 

地形図 

（現況平面図） 

（土地の求積図） 

・方位及び土地の境界線 

・現況地盤高 

・転用する土地の区域堺（赤線で

明示） 

1/2,500 以上 

等高線は２ｍ

の標高差を示

すこと 

３ 

土地の平面図 

（工事計画平面図） 

（盛土切土求積図） 

・方位及び土地の境界線 

・盛土又は切土をする土地の部分

（盛土は薄朱色、切土は薄黄色

で着色） 

・転用後の計画高 

・崖又は法面の勾配及び保護方法

等（植栽又は芝張り等の措置を

行う必要がない場合は、その旨

を記載） 

・転用する土地の区域堺（赤線で

明示） 

1/2,500 以上  
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４ 
土地の断面図 

（工事計画断面図） 

・盛土又は切土をする前後の地盤

面及び地盤高 

・盛土又は切土をする土地の部分

（盛土は薄朱色、切土は薄黄色

で着色） 

1/2,500 以上 

高低差の著し

い箇所につい

て作成するこ

と 

 

 

(４) 届出書の提出先 

仙台市 都市整備局 建築宅地部 開発調整課 
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2.11 標識の掲示 

【法】 

（標識の掲示） 

第 49 条 第 12 条第１項若しくは第 30 条第１項の許可を受けた工事主又は第 27 条第１項の規定

による届出をした工事主は、当該許可又は届出に係る土地の見やすい場所に、主務省令で定める

ところにより、氏名又は名称その他の主務省令で定める事項を記載した標識を掲げなければな

らない。 

 

宅地造成又は特定盛土等の許可を受けた工事主若しく届出をした工事主は、許可又は届出に係る

土地の見やすい場所に下図の標識を掲げてください。 

 

 

 

 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可 

特定盛土等に関する工事の届出 

１ 工 事 主 の 住 所 氏 名  見 取 図 

２ 許 可 番 号 仙台市(  都建開)指令第  号  

３ 許 可 又 は 届 出 年 月 日 年  月  日  

４ 工 事 施 行 者 の 氏 名   

５ 現 場 管 理 者 の 氏 名   

６ 盛 土 又 は 切 土 の 高 さ ｍ  

７ 盛土又は切土をする土地の面積 ㎡  

８ 盛 土 又 は 切 土 の 土 量 

盛 

土 
ｍ3  

切 

土 
ｍ3  

９ 工 事 着 手 予 定 年 月 日 年  月  日  

10 工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日  

11 
工事に係る問合せを受けるため

の 工 事 関 係 者 の 連 絡 先 
  

12 
許 可 又 は 届 出 担 当 の 

自 治 体 部 局 名 称 連 絡 先 

仙台市 都市整備局 建築宅地部 

開発調整課 電話 022-214-○○○○ 
 

 

 

 

 

図 2.39 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の標識（省令別記様式第 23） 

 

［注意］ 

１ １欄の工事主、４欄の工事施行者又は５欄の現場管理者が法人であるときは、氏名は、当

該法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。 

２ ２、３、９及び 10 欄は、許可証の交付を受けた工事においては、当該許可証の許可番号、

許可期間をそれぞれ記入してください。 

済標識 

90cm 以上 

7
0
c
m
以

上
 

50cm 以上 
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